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本日の会議に付した事件 

 

 

平成２４年第２回山元町議会定例会 （第３日目） 

平成２４年６月１５日（金）午前１０時 

 

日程第 １ 会議録署名議員の指名 

日程第 ２ 一般質問 

                                        

午前１０時００分 開 議 

議 長（阿部 均君）ただいまから、平成２４年第２回山元町議会定例会第３日目の会議を開きま

す。これから本日の会議を開きます。 

      本日の議事日程は、お手元に配布のとおりです。 

〔議事日程は別添のとおり〕 

                                        

議 長（阿部 均君）日程第１．会議録署名議員の指名を行います。 

      会議録署名議員は、山元町議会会議規則第１１７条の規定によって、９番岩佐 豊君、

１０番岩佐 隆君を指名します。 

                                        

議 長（阿部 均君）日程第２．一般質問を行います。 

      一般質問の発言時間は、山元町議会先例９３番により質問時間は４０分以内とし、同

先例９５番により通告順に発言を許します。 

      なお、質問・答弁は簡明にされますようお願いいたします。 

                                        

議 長（阿部 均君）４番菊地八朗君の質問を許します。 

      菊地八朗君、登壇願います。 

 ４番（菊地八朗君）はい、議長。おはようございます。まず、町長からよく質問の答弁におきま

していろいろありますけれども、まず、膨大な執行に取り組む町職員の皆様、そして自

治体の忚援に来ていただいている職員の皆さん、大変ご苦労さまでございます。今後の

復旧復興は皆様の力に頼るものでございますので、やはり環境の変化等で忚援に来られ

ている職員の方々は、体調に十分留意して、一日も早い復興に取り組んでいただけるよ

うよろしくお願い申し上げます。 

      さて、私は、今議会におきまして、大綱１点目として土地利用計画の観点から住まい

の再建方法と支援内容について、被災者が住宅再建をするときの支援要綱について町長

の所見を伺います。 

      まず、１件目として、被災者が住宅再建をするときの支援要綱についてですが、その

中の一つ、危険区域第１種から第２種に宅地を求めたときに、被災者宅地の買い取りは

どうなるのか。 

      ２として、危険区域第１種から第３種に転宅したときの被災宅地の買い上げはどう考

えておるのか。 
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      ２としまして、被災農地の集積と買い上げはどのように考えているのか。 

      ３、防災緑地内に避難ビル建設計画はあるのか。あるとすれば、何か所でどのような

ものを計画しているのか。 

      大綱２としまして、新市街地山下駅予定地について。 

      新山下駅の予定地は、先のこれまでの住民説明会において県道山下停車場線安住電機

近辺と聞いていたが、現時点においては南西に大分ずれるように聞くが、その理由と住

民説明との関連について町長の考えを伺います。 

      大綱３としまして、やっと仮設住宅ふろの追いだき機能設置についてですが、この追

いだき機能はどのような機能で、費用は幾らぐらいか。また、設置時期はいつになるか、

この３点について町長の所見を伺います。 

議 長（阿部 均君）町長齋藤俊夫君、答弁願います。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。おはようございます。 

      菊地八朗議員のご質問にお答えいたします。 

      大綱第１、土地利用計画についてのご質問の１点目、災害危険区域内での移転の場合

の被災宅地の買い上げについてですが、被災宅地の買い上げは国の防災集団移転促進事

業により買い上げていくこととなります。 

      この事業は、住宅の居住に適当でない災害危険区域からの集団移転を促進する事業に

なりますことから、ご質問のように、災害危険区域内での移転の場合、事業の趣旨に整

合しなくなるため、被災宅地の買い取りが補助の対象とならなくなります。したがって、

ご質問のケースでは、被災宅地の買い取りの対象とはなりません。 

      次に、２点目、被災農地の集積と買い上げでございますが、町としましては、土地の

有効活用の観点から防災集団移転促進事業での農地の買い取りは行わず、宅地のみを買

い取りの対象としております。この場合、集団移転实施後は虫食い状に買い上げた宅地

が点在する状態となり、このままでは効率的な土地利用ができないことから、土地を集

約する作業が必要となります。あわせて農地の正常化を図ることなどにより、生産性の

高い農地の集積を図ってまいります。 

      次に、３点目、防災緑地内の避難ビル建設計画についてですが、津波発生時には内陸

の高台に避難することを基本として現在、震災復興計画にあります県道も含めて１０路

線を町全体の避難路として整備計画を策定中であります。具体的には、避難路を利用す

る人数の推計等から配置検討を行い、県や復興庁と避難ルート及び整備内容について協

議を行っているところであります。全体的な津波避難計画を策定する中で避難ビルなど

の避難施設の配置や形状、規模もあわせて検討してまいりたいと考えております。 

      次に、大綱第２、新山下駅予定地についてお答えいたします。 

      新山下駅の位置については、当初の段階ではＪＲ常磐線のルートや新駅の位置が未定

の状態でありましたことから、震災復興計画策定時の復興まちづくり計画図では、あく

までもイメージとして配置しておりました。去る５月２３日、２４日に開催いたしまし

た地元説明会で説明した図面なども駅前に配置される施設について説明したものであり、

その配置については検討中である旨を説明したところであります。ＪＲ常磐線のルート

も決定しましたことから、駅舎の位置は県道山下停車場線から新田川排水路間の南北５

００メートルの範囲内にある新市街地内に設置されることとなります。 

      具体的な駅舎の位置につきましては、新市街地に整備されるメーンの道路との接続も
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考慮しなくてはならないことや、駅を利用される新市街地の方々や既存市街地の方々の

利便性も十分に考慮し、その施設配置、交通の動線など鉄道事業者であるＪＲ東日本と

協議を行ってまいります。これらの協議結果については、適宜議会に報告してまいりた

いと考えております。 

      次に、大綱第３、仮設住宅のおふろの追いだき機能設置についてですが、忚急仮設住

宅での生活が長期間になることが見込まれますことから、平成２４年４月１７日付で厚

生労働省から忚急仮設住宅の供与期間の１年間延長とあわせ、さらなる居住環境の改善

方針が示され、おふろの追いだき機能の追加及び物置の設置が国庫負担により整備でき

ることになりました。 

      ご質問の追いだき機能は、既設の給湯器、これは１６号というタイプでございますが、

これを撤去いたしまして新たに２０号の給湯器を取り付けるとともに、既設のユニット

バスに穴をあけ循環口を設置するもので、あわせてリモコンの配線工事及び屋外の循環

配管に凍結防止ヒーター等の取り付けも行うこととなっております。 

      設置にかかる費用につきましては、プレハブメーカーの仕様にもよりますが、浴室が

外壁に面していない場合や住宅の構造にもより床下や天井の大規模な工事も行う場合も

あり、１世帯当たり最大で７０万円程度を見込んでおります。 

      また、その設置時期につきましては、県発注分の仮設住宅分は県が施工することとな

りますが、７月中旪から県北の地域から順次整備に着手する方針が示されておりますこ

とから、本町での工事時期は県内でも最後となることが懸念されます。本町といたしま

しては、仮設住宅の居住環境の改善に向けて早期の着工を強く要望してまいりたいと考

えております。 

      なお、町発注分の仮設住宅については、町がみずから施工することから、その設置費

用を本議会に補正予算として計上しており、議会終了後、早急に対忚してまいりたいと

考えております。以上でございます。 

 ４番（菊地八朗君）はい。まず、今の町長答弁によると、被災地内での土地は買い上げしないと、

宅地の買い上げはしないという結論をいただきました。 

      しかし、きのう、同僚議員からもありましたけれども、やはりここ山元町を愛し、山

元町に居住したいという、そして被災者であり地権者である住民が、何で１００坪の山

元町が、町が用意するその土地を、そこに行かないと被災宅地の買い上げはしない、そ

ういう回答は住民の流出に歯どめをかけるということに全く逆流して、例えば最近の「や

まもと」広報に載っている部分では、もとの場所から移転、３番目に自分で土地または

宅地を確保をした場合、町内での移転としてもとの宅地の買い取りは危険区域第１種、

第２種区域のみは買い上げをすると。そして、その要綱の中に引っ越し費用の補助、住

宅再建土地購入資金の利子配当分の補助と町民広報、「やまもと」広報でこのようになっ

ている。 

      それに対して被災者が全くこの条項に当てはまると思うんですが、地権者で自分の土

地だって、例えば町で１００坪を用意するよと。まずここで町長の所見を聞きたいのは、

町で用意する土地の単価は今まで何回かの当初の説明を聞けば、坪４万円５，０００円

から４万円以上の宅地となっているものですから、現在の位置に来ると、大体町で用意

する宅地価格は幾らぐらいと予定していますか。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。集団移転先といいますか、新しい市街地に移転していただく地価につ
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いては、現在、鑑定を依頼していると、作業中であるというふうなことでございますの

で、もうしばらくお時間をちょうだいしたいというふうに思っておりますが、これまで

の住民説明会でご説明してきている基本的な考えといたしましては、近傍の土地の価格

水準程度というふうなものが基本になるでしょうというふうなことでお話し申し上げて

きたところでございますが、今鑑定精査中でございますのでもう尐しお時間をかしてい

ただきたいと思います。 

 ４番（菊地八朗君）はい。ここまで来て町長、今、策定中だ、調査中だと。やはり被災前の単価

等を踏まえて、でも被災当時、仮設住宅が建設されて入るまでは３月に被災して仮設住

宅には５月から、５月の後半にはもう入居できた。このスピード感は、やはり町民は避

難所１か月、５月には仮設住宅に入居できて、ああスピード、速いなと今もって。私で

もやはり６月には仮設住宅に入居しました。その後の住民説明会、個人面談において、

やはり何ら条件なしで被災地の土地は買い上げますよという言葉のみで走ってきて、や

はり地権者である、被災者である、そしたら、やはりあのとき示された概算であろうが、

約４万円弱の町の単価だったら幾ら利子補給もしますと言ったって、６０過ぎてこんな

７００万円補てんします、補助しますとか、こういうのはよくあるけれども、５年間で

７００万円の利子を払えるくらいの貸してける金融業界なんてなかなか見当たらない。 

      そして、被災者は地権者であったら、おらいの土地、ここさ町で用意するのは１００

坪だと。１００坪以上、人によってとか要望によってという説明もあったけど、おれ持

っている土地さ何で、だったらここさ建てるべと言うの。住宅買わないとかと。これは

矛盾していないすか。今だったら、やはりある土地を有効利用して山元町に住みたいん

だ。そのためにやっぱり町長もきのうは同僚議員の質問に対して、人口減尐に歯どめの

かからない状態は危惧してあるはずなんです。そこを危惧したら、いかにここに住民に

住んでもらって分母を尐しでも大きく守って、その中の今後の山元町に住む町民の負担

率を考えたら、そういう制約がここにあったらなしに、そういうところを幅広く何とか

緩和する。そして、買ってもらう、国で買い上げる、そういう方向に努力してもらわな

かったら町民、がっかりするよ。今になってもう逆に転宅求める土地購入した人もいる

し、そしたら今になって何だと。この町の広報誌を見たって買ってける、買わないなん

ていう要綱なんかどこさも書いてない。その点について、町長、まず所見を伺います。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。もう一度、この制度の趣旨内容を確認させていただきたいというふう

に思うんですが、基本的には国の防災集団移転事業によって被災宅地は買い取りさせて

いただくということが基本になっておりますので、基本的にはそういうことでご理解を

いただきたいということが一つでございます。 

      移転先については、基本的にこれも防災集団移転ということでございますので、これ

も国の制度によって防災集団移転の対象になった方々については、新しい移転先を用意

すると。それは仮に近傍の土地価格よりも上回った場合でも近傍の土地との均衡を失し

ないような形での価格で取得をしていただくと、こういうふうなのが基本的な流れでご

ざいます。 

      ただ、山元町の場合は、今までのまちづくり、分散型の、拡散型のまちづくりをして

いた場合はなかなか町民の皆様方の利便性、あるいは若い人たちが定住の促進を期待で

きるような魅力のあるまちづくりというのは非常に厳しいというようなこともございま

して、新しい駅と一体となった市街地を形成をして、そこにコンパクトなまちづくりを
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することによって生活の利便性なり町の魅力なりを高めるような、そういうまちづくり

をしたいと。そういう趣旨にご賛同していただける方については、町としても独自の一

定のご支援をさせていただきましたということでございます。これは決してせせこまし

い生活を強いるということでなくて、むしろできるだけ皆さんの利便性を高めて町の経

営、東西是正のコストも勘案しながら将来を見据えたまちづくりということでの取り組

みでございますので、まずその基本的なところを再確認をさせていただきたいというふ

うに思います。 

      あとは、１種から２種へ移転したときの買い上げのケースとか、これはやはり先ほど

申し上げましたように、制度の趣旨、事業の趣旨というものがございますので、危険区

域から危険区域というふうなことでは、この事業の趣旨に沿わない移転のケースという

ことになりますので、その点についてはご理解いただきたいというふうに思いますし、

仮にきのうもご質問ありましたように、自分の土地があるという方も中にはいらっしゃ

るというふうに思います。いろいろ知人、友人、親類筋の土地の利活用も含めてそれは

あると思います。しかし、先ほど申したような町の状況、これからの状況を考えますと、

ぜひ尐しでもお互いに利便性の高い快適な生活が可能なような、そういうまちづくりに

ご賛同を賜ればというふうなことでご理解を賜りたいと思います。 

 ４番（菊地八朗君）はい。それでは、町で用意する新市街地と称されるところは、危険区域何種

ですか。まずその点。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。新しい新市街地については、危険区域に入っていないエリアというこ

とで事業を進めているところでございます。 

 ４番（菊地八朗君）はい。そうですかね、いろいろな場所で見て、危険区域３種じゃないですか、

再度、町長に。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。町が進めている市街地形成については、３種までの区域には入ってい

ないエリアというふうなことでご理解いただきたいというふうに思います。 

 ４番（菊地八朗君）はい。それじゃ、宅地の被災状況を調査したと。全壊、半壊、一部損壊と宅

地の居住地に関してはそのような見解で、例えば危険区域３種であって津波が来て全壊

になっている。ここのこの人たちの支援、何もないと言ってもおかしくないくらい何も

ないんだ。宅地が解体、今時点においたら解体していますよ。しかし、ここに居住して

いた３種の区域の人だって津波によって住宅は全壊です。この要綱でも。自分が土地ま

たは住宅地を危険区域以外で東日本大震災によりお住まいを失った方、世帯の方の支援

策、自分で土地、または宅地を確保して町内での意見、これは生活支援金の加算金しか

ないよと。同じ被災者だよ。基本的には１種、２種の人の宅地は買い上げです。で、３

種の人さは何だと。同じ被災者だと。ここはやはり町長、この人たちにも町独自で、例

えばここに来る人に１５０万円の支援するんだったら、やはりこの人たちにも何らかの

支援策も町長は考えるべきだと思うんですが、町長の所見を伺います。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。防災集団移転事業の趣旨を踏まえてこの事業を推進しようとする場合、

どうしても一定の対象の範囲というものがございますので、残念ながらすべての方に一

律の支援策が講じられる内容にはなっていないわけでございまして、区域そのものの設

定、これまでもご説明してきましたとおり、津波の浸水深、それと被害の程度を勘案し

た中での区域の設定というふうなことでございますので、基本的にそういう考え方をご

理解をいただかなくちゃないという部分がございます。 
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      どうしてもいろんな制度を運用しようとするときにボーダーラインという部分がどう

しても出がちな部分がございます。町としては、できるだけ被災者を支援すると、救済

するという立場でいろんな場面で判断すべきだろうということでこれまでやってきてい

るわけでございますけれども、具体の個々のケースにつきましては、ぜひご相談いただ

いてどういうふうな対忚がどこまでできるのか検討させていただきたいというふうに思

いますけれども、基本線はそういうことだということでご理解を賜りたいと思います。 

 ４番（菊地八朗君）はい。まずね、町長、国でもどこでもこうやってやってきているのは、被災

者、大震災なんだというのを頭に置いて、町長が言う住民の安全・安心を第１に念頭に

確保という部分はわからないわけじゃないんですけれども、被災者の支援だと。これを

第１にまず置いて、町内、山元町町民をやはりいかに早く町に、先ほど言いましたよう

に、本当に仮設住宅のときは早かったよ。そこから、住民仮設に入れてしまったら終わ

りじゃない。仮設住宅から一日も早く復興・復旧に向けて町民自体も動こうとしている

とき、こういう施策が要綱の中にいろんな制約が出てきた。だったらこの制約を取り除

く努力をして、一人でも早く土地の買い上げ、被災者、住宅は失っているんですからこ

の人たちへの本当の支援をするような施策に取り組むという、まず町長にそういうとこ

ろ、その制約をいかに国、県、どこにでも一生懸命行って町民が一日も早く復興、そし

て土地利用ができると、こういう方向に努力するという町長のまず１点目の決意を聞き

たい。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。被災者支援についてさらなる努力をということでございますが、きの

うも触れさせていただきましたように、例えばその長期避難世帯の住民について相当程

度の被害が確認されているというふうな部分については、できるだけ集団移転の対象に

なるようなエリアの見直しなども検討しているところでございますし、３種区域からの

移転につきましても、これも崖地建設等の危険住宅移転事業というふうなことで対忚し

ていきたいと。さらには、町単独で被災した住宅団地での宅地防災工事を行う際へのご

支援と。いろんな形で町としても独自の支援、さらには今、ご指摘のありましたような

国県に対する支援策の充实強化、これにつきましても町村会なり、あるいは県内サミッ

トを通じましていろいろと陳情、要望しながら今日まで来ているという状況でございま

す。直接ご指摘のあった災害危険区域絡みの案件はもちろん、多方面にわたりましてこ

れまで各種の要望、要請をしてきた中で、いろんな形で被災地の意向が取り入れられる

ような、そういう制度改正にこぎ着けてきているというふうなことでございますので、

現状に甘んじることなく、引き続き町村会等、県などとも連携を強化しながら尐しでも

支援につながるような施策の实現に向けて取り組んでまいりたいというふうに思います。 

 ４番（菊地八朗君）はい。きのうの同僚議員の説明にもありました。来月の４日、新たな住民説

明会に向けての個人面談等で説明するという答弁もありました。この被災地、町長、こ

ういうふうにするんだよと。やっぱりいろんな制約、そして、県国にも要望して拡充。

そうでないと住民、町民がほかの地域に離れるのに拍車かかるんだよ。ますます、本当

にちゃっちゃっとほかさ行ったが全部被災、土地も買ってくれる、何ら心配することは

ないんだと。そういうことにつながってしまうから、やはり住民説明会等々がある場合

には、やはりここまでは一生懸命県国に要望し、土地の買い上げ等はこうなるから心配

しなくていいよと。 

      大体住宅再建する人は、被災地の土地の買い上げ、大体７５から８０だと。その比率
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はその前の単価では、個人面談のときは大体１万５，０００円から５０パーセントでこ

んなもんだよと知らされている。そうすると、その再建計画の中に「おらいではこのく

らいあるから大体これさプラス、どこからも借金借りられないけど、何かあるもの全部

合わせても何とかこれくらいだったら土地買わなくてもある土地だったら建てるべや。

そして山元町に住む」と、こういうことでやっているんだから、早く、一日も早く、逆

にそういうふうな計算で進んだ町民もいるんですからね。そこは配慮して本当に一日も

早い回答をお願いしてわかったと、それに一生懸命すると、再度町長の確認をして１件

目の質問とします。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。被災者の皆様が一日も早く仮設住まいから抜け出せるような、そうい

う取り組みを急ぎたいというふうに思いますし、具体的にはなかなかまとまった形で、

そしてまたより精度の高い考え方をお示しできなかった部分もあるわけでございますけ

れども、７月初めに予定している説明会では、生活再建に向けて全体がわかるような形

を整えながら、そしてまたその資料を使っていただいて簡単に試算ができるような、そ

ういう準備をしながら被災者の皆様が引き続き町内にとどまっていただけるように、そ

してまた、町が進める三つの市街地を中心としたところにぜひご理解、ご賛同いただけ

るような、そういう説明、対忚をしてまいりたいというふうに考えております。 

 ４番（菊地八朗君）はい。続いて２点目の被災農地の集積と買い上げについてですが、やはりき

のうの質問で、同じ宅地内でも宅地となっていない部分の面積も課税標準宅地として見

直して買い上げるという回答をいただいたと私は聞いていて理解しているんですが、や

はりこの背景には、浜通りというか、最初上下水道、下水道をするときに何年になるか、

負担金は宅地面積にかかっているわけだ。そうすると、どっちかといったら、今被災し

た農家は宅地大きかったわけです。その負担金が高いからといって分筆とかいろいろし

ているんだから、そこの配慮をしながら、やはり農地の集積、そして買い上げという同

じ宅地内でも農地の買い上げという部分には本当に標準課税、宅地と。宅地と尐々上乗

せの値段はあってもやっぱりそこはみなして買い上げてもらう。そういう方向で見てい

ますという、まず町長の所見を伺います。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。買い上げ宅地の買い取り対象エリアの考え方ですが、確かに今ご指摘

あったように、それぞれの所有者の方、工夫しながら宅地といいますか、敷地の利用を

されてきている経緯があるようでございます。町としましても、他の被災自治体と宅地

の買い上げについてバランスを失しないような形でやらなくちゃないということもござ

いまして、県の方にいろいろ問題提起をしております。県の方で被災自治体の個別具体

の状況を集約しながら、できるだけ統一性のとれた宅地の買い上げについてさらに検討

を深めていただいておりますので、その辺も参考にしながら、また今、ご指摘いただい

たような下水道の負担金の問題等々、個別具体の情報なども参考にしながらしかるべき

買い上げができるように努力してまいりたいというふうに考えております。 

 ４番（菊地八朗君）はい。ぜひやはりそういう方向で進んでほしいということで、まず次、３番

目に移ります。 

      防災緑地内への避難ビル建設計画についてですが、今、町長の答弁では、避難ビルな

どの避難設置の配置や形状、規模もあわせて検討していきたいと、検討したいと。我々

住民に対しては、防災緑地はこうあってここさ山っこがこうあって１０メートルの山を

つくってこうするんだと。ただし、その説明の中で何で今回取り上げたか。最初ちょこ
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っと防災緑地に避難ビルという言葉が出たんだけれども、その後、ずっと避難ビルとい

う言葉が薄れてきた。ここに農地が残ったらそこで働く人が将来的に出てくる。だった

らやっぱり避難ビル、いつ来るかもわかんない津波、地震、そのときにやっぱり避難ビ

ル、そしてこんな問題はとっくに、我々に１回目の説明からしたら約１年半なんだ。そ

したらここに対して考えてみますじゃなくて、こういうものを検討しています、こうい

うものですというぐらい提示できるぐらい、そこまで進んでいないんですか。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。お答え申し上げます。去年は１２月まではご案内のとおり、復興計画、

これの取りまとめ、それに対する住民説明会、議会対忚ということで計画の策定に時間

を割かれてきたと。ようやく新年度に入りまして新年度は計画の骨子をいかに具現化し

ていくか、そういう段階に入ってきているということで、いろいろその調査なり測量な

り、そういうたぐいの業務を推進するのが２４年度だということでございまして、そう

いう流れの中でより精度の高いといいますか、見える形で防災緑地であり避難ビルであ

るというものを順次お示しをしていかなくちゃない、していけるという、そういう段階

になってきているということでございまして、決して避難ビルを検討してこなかったと

いうことでなくて、これから検討に入ると、今入っていると、そういう段階に来ている

ということをぜひ共通理解をお願いをしたいなというふうに思います。 

      ですから、今の段階で、きのうの国道沿線等の避難スペースの確保なんかも含めまし

て具体にどこにどれだけという形で残念ながらお示しできるタイミングではございませ

んので、基本的な調査、検討がある程度、進んだ段階で理解なり、住民の皆様にもご説

明を順次させていただきたいというふうに思いますので、よろしくお願いしたいという

ふうに思います。 

 ４番（菊地八朗君）はい。県道も含めて１０路線の町の全体の避難路、そして整備計画とありま

す。やはり今、本当に高齢化率が上がって、きのう、おとといも交通事故、交通事故、

交通事故、交通事故と。車の量も多いんだけど、あと今乗ったことない人も車を使わざ

るを得ない状況にあって交通事故、非常に多い。そんなときに今度は磯から牛橋まで山

元町、本当に長く被災者が、今度、漁業するときどこさ行くべ。やっぱり被災地。そし

たらこの避難ビルというのはなくてだめだから、こういうものをつくるんだよ本当に一

日も早く示してもらって、町民にやっぱり復旧・復興で地元に戻る。その人に安心を与

える。ここでそういうことの要望というか、そうしなければならない。経験豊かな副町

長が今度は５月２１日付で山元町に新たに来て、ここ山元町、２２行政区あるんですが、

ぐるり１周ぐらいはだれか案内して見てもらった。その感想を１回、ちょっとお聞きし

たいなと思うんですが。 

副町長（成田隆一君）はい。齋藤町長から拝命いたしましてもう尐しで１か月になろうとしており

まして、職員からもいろいろレクチャーを受けながら勉強させていただいているところ

でございますけれども、まず、感想といたしましては、非常に気候温暖で地形がバラン

スのとれた町だというふうに感じております。 

      もう一方で、被災の状況からいたしますと、マスコミ等で報道されておりますように、

三陸の方は非常にセンセーショナルに報道されていますけれども、山元町は、先ほど先

生、おっしゃっておりましたように、仮設住宅への移行が非常に速くスムーズに進んで

いるということで、余りマスコミには取り上げられなかったんではなかろうかなという

ふうに私自身、とらえておりまして、その中で赴任いたしましたら、被害が非常に大き
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いというふうなことで、それに関しましては早急に復旧・復興をしなければいけないな

というふうに感じ取っております。 

      そういう状況の中で今計画が策定されまして、これから实際の事業を執行していくと

いう中で、この事業の執行は確かに計画を一気に实行できると非常によろしいわけです

けれども、やはりこれには予算とマンパワーと、それから我々、計画を实行する側だけ

でなくてそれを受注する民間の受け皿というふうなことのバランスというふうなものも

ございますので、今、町長、縷々ご説明していただいておりますとおり、私どもも気持

ちは非常に速く進みたいというふうに気持ちは焦っておりますけれども、やはり町をつ

くるには基盤をつくり、その次、受け皿をつくり、そして生活を取り戻さなければなら

ないというふうなことで、ある意味で順番に進めていかなければならないことも私自身

も今までの経験の中からそこをきっちり進めていかなければならないと、こういうふう

に自覚しておりますので、先ほど来の町長の答弁のとおりというふうに考えております。

どうぞよろしくお願いします。 

 ４番（菊地八朗君）はい。まず第１に四方を見て本当に山元町はいいところだと感じて、今後の

やりがいがあると思いますので、どうぞよろしくお願い申し上げまして、手腕の見せど

ころでございますので。 

      そういうことでございますので、やはり避難ビルの建設も今後のこういう形状でこう

いうふうにつくるんだと。だから、皆さん大丈夫、万が一のときには安心だからここさ

戻って、早く戻れるようにおれたちも頑張るからね、町民の人、安心してくださいと、

これぐらいの決意を持って、スピード感を持って、やはりＰＤＣＡの活用等も踏まえて

人材パワーと、やはりそういう活用もＰＤＣＡは必要だと思いますので、ただ震災、震

災というと懸念されるのは、ある業種の部分が停滞していくという形、例えばここで危

惧されている心配事項の一つだから、議長許すかな。 

      タクシーが、ぐるりん号、ただだから、みんな、ぐるりん号さ乗ってタクシー、さっ

ぱりのお実さんないよと、こういう懸念もありますので、これは今後、考えていくこと

で、そういうことで、追加、余計なというか、なりましたけれども、そういう配慮も自

共というか、共同の生活ということでお願いしまして、避難ビルの建設はお願いしたい。 

      次の質問、仮設住宅の追いだき機能という関係に入りますが、いや、びっくりしまし

たね。仮設住宅の、我々も一日も早い追いだき機能、私もいっぱい要望してきた。した

ら、北から始まっていつなるかわからないと、山元町には。いつに来るかね。 

      そして、費用が７０万円ぐらいと。そして、そのとおりだと思うのね。費用について

はびっくりしているけど、住宅形状によってはどんな工事をしていいかわからないよと。

町の方はいいべけれども木造で立派な住宅だから、ただし、大体多いのは県発注の仮設

住宅、多いんだけど、床下からプレハブの底まで１０センチぐらいしかないところもあ

るんだから、そうしたらそこのところに対してどうするんだと。 

      ただ、本当にやはりここまで来てやるとなった以上は一日も早い追いだき機能の設置

を求めて、余り追求はしないんだけど柔軟性、例えばこんなに７０万円かかるんだった

ら仮設住宅の町民、今になったらこの７０万円、新たな建設費に、住宅再建さこの７０

万円、使わせてけねがと。どうせせっかく付けた追いだき機能、給湯器だってぶっ壊し

てこいつ、どこさが投げてごみになるのか、買い取りさせるのか、下取りさせるのかは

これからのあれとして、これくらいの費用だったら、場所によっては５０万円で終わる
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ところもあるけど、５０万円くらい、それだったら住宅再建の費用とか、盛り土に例え

ば１５０万円の使い方ということで、きのうも同僚議員からあったけど、それプラスこ

の７０万円というのは大きいからね。そういうものにこの費用として、こういうものを、

制約、またこれには制約とか、その機能とか、出てくると思うんだけど、これに対する

流用をやはりもう一回、今から行われる準備、どうせすぐつかないんだから、住民説明

会とか、個人面談等、いろいろ説明の場所で、やはりそのニーズを聞いてどのような扱

いにして、やはりこれも考える一つの手法という取り組みをできるかできないか、町長、

お願いします。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。追いだき機能の設置、基本的にはこれは各被災地の要望、意向を踏ま

えた形での今回の实現ということだろうというふうに思いますので、個々の皆様の今回

の追加整備の考え方については、いろんな考え方があるというのは私も承知しておりま

すが、被災地全体を集約した中での措置ということでご理解賜りたいというふうに思い

ますし、今度は町内の各仮設、各世帯ごとの考え方もいろいろあるわけでございますけ

れども、町としては、基本的には今ご利用になっている世帯、全体に対してこれを設置

する方向で取り組みたいというふうな考え方でおるところでございます。仮設住宅から

の出入りの関係もございますのでいろいろ調整に難しいところはありますけれども、基

本的にはおしなべて設置を前提として取り組みたいと。 

      また、あるいは各世帯の工事の施工の具合ですね、これも今言われたようにいろいろ

支障があるケースなどもあるかというふうに思いますけれども、それは個々の世帯をき

ちんとチェックしながら進めてまいりたいというふうに思っているところでございます。 

 ４番（菊地八朗君）はい。一忚そういうことでニーズにこたえると、要望にこたえるように進む

という答弁をいただきましたけれども、一番がっかりするのは、基本的には設置に向け

て取り組むんだけど、北からやってくるから山元町、本町においては工事時期はちょっ

と心配されるよと。それもやはり配慮して、いつも何かの工事だったら、ＪＲでも両方

から攻めるから同時に同じくらいでできるんだという、こういう回答で、何も北からと

決まっていない。南がらだってしろと。どっちも堂々と並行してやっていくと、南から

進んでいくと速くなるからね、県内でも。そういう方向づけもやはり町長、せっかくや

るという方向に働きかけてそっちに進んでもらうということで、町長の回答をいただい

て私の質問ということで、町長、まずその前に、やはり町長は県で培った経験と实績を

持ってスピーディーな復興を本当に期待しているんだから、頑張ってもらうような、そ

して頑張りますという回答をもらって、ＪＲ山下駅の、おれさ答弁書、きのう、来るの

遅かったんだ。 

      もう１件、新山下駅。町長、頑張るという。 

議 長（阿部 均君）追いだき関係の回答ね、最初ね。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。追いだき機能の施工する順番の絡みですけれども、寒さ対策というふ

うな基本的な対忚の追いだき機能の設置でございますので、山元町だけ考えれば、ご指

摘のような形で一日も早くということで私も努力してまいりたいと思いますが、いかん

せん、ご案内のとおり、なかなか資材、品薄感というふうな部分もございますし、人手

の確保ということもございまして全体調整も当然、必要でございますので、その辺も踏

まえながら町としての対忚の努力はしっかりとさせていただきたいというふうに思いま

す。 
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      くどいようでございますけれども、町発注の分についてはできるだけ早くやるように、

これも努力してまいりたいというふうに思いますので、よろしくお願いします。 

 ４番（菊地八朗君）はい。続いて大綱第２の新山下駅予定地についてお考えをお伺いします。や

はり今までもＪＲ問題に関しては町民の通勤通学、その観点からもいろいろ今までも町

長に対し町執行部、そして要望もしてまいりましたけれども、具体的に最初は何度もず

れるようだけど県道山下駅前線を、そしてその近辺だということで、当初あそこで安住

電機の駐車場を借りて山下駅復興とか、復興祭とか、こうやって一生懸命町民やったん

だよ。そしたら今、何だかしゃねけんども答弁によると、ＪＲ路線も決定する、まだ検

討中、調査中で今から杭打ったり調査する段階だと我々はきのうまではそう答弁の中で

聞いているんだけど、決定をしたことから新市街地の位置、新駅舎の位置ということで、

大体新駅舎をずれるということなんですけれども、町長に対して、町長というか、執行

部に対して我々は、これくらいずれるんならずれると住民説明会においても説明しろと、

全員協議会等、そういう何度も話しているつもりなんですが、どの程度ずれて、どうい

う駅舎の核というか、地図は出して見せてもらったけれども、あの辺だというのを大体

どこいらなんですか。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。まず、ルートも決定したというふうなことからちょっと説明させてい

ただきたいというふうに思いますけれども、このルート決定という意味合いは、ＪＲ、

県と三者で覚書も締結した中で、内陸への移設ルートが決定をしたというふうなことで

ございまして、ここからここまでの幅で決定したというふうなことでは決してございま

せん。そういうふうな意味合いでのルート決定と。領域でいえば現在のそれぞれの領域

からおおむね１キロなり１キロ２００程度西側にルートが、駅舎が移設されると、そう

いうふうなニュアンスでございまして、これまでもルートにつきましては幅が決定して

いないということで大き目の幅でルートをお示ししてきて、それがだんだん線が狭まっ

てきているというふうな状況でございまして、具体にはきのうもお話しさせていただき

ましたように、今月２４日のＪＲの説明会の中で地権者の皆様方に用地の測量、立ち入

り等のご理解をいただく中で決まっていくということでございますので、よろしくお願

いしたいというふうに思います。 

      それから、全体の駅舎の位置の考え方でございますが、一番最初に復興計画の中での

イメージといいますか、土地利用図の中で市街地形成、三つのエリア、大きな丸で囲ん

でおったわけでございますね。この辺にというふうなことでスタートしてきたわけでご

ざいます。それがだんだんお話ししましたＪＲの内陸への移設のルートの決定などとも

相まって、例えば山下でいきますと、山下駅から真っすぐ西の方に１キロないし１キロ

２００ぐらい移動するというふうな理解がなされてきたのかなと。そうしますと、限り

なく県道停車場線に近いところにややもすると駅ができるんじゃないかというふうに皆

さん、お考えのような声も私のところにも届いております。 

      ただ、新しい市街地形成を考えた場合は、今の県道停車場線からの出入り、あるいは

新田川からの出入り、そしてまた住宅全体の中心性といいますか、そういうふうなこと

も当然ございますので、必ずしも県道停車場線のすぐ脇ということにはならないのかな

と。先ほど申したように、停車場線から新田川の南北の距離が５００メートルございま

すので、中心を走る縦横のメーンになる道路との兼ね合い、あるいは駅広なり駅前の駐

車場とか、商業施設とか、いろんな関係を考えながら最終的にしかるべき場所に駅が決
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まっていくんだろうというふうに思うわけでございまして、先月２３、２４の説明会の

中でもあくまでもイメージというふうなことでお示しをしたのがございますけれども、

これはあくまでもイメージでございますので、今後、５００メートルの幅の中で今申し

上げましたようなことで具体の位置を検討して決めてまいりたいと、そういう段階でご

ざいますので、その辺、ご理解をお願いいたしまして答弁といたします。 

 ４番（菊地八朗君）いつもなんだけど、例えば住民説明会、そういうところさ地図をぱっと張っ

ておいて、新山下駅と。イメージだから丸っこ、大き過ぎるんだよ。イメージ、はい、

この辺ですと。あの丸、地図を見たって４センチと、こうあるからね。４センチって、

あの４００分の１の地図で４センチといったら１キロ超すんだよわ。で、５００メート

ルですと。いつ見ろ見ろと。あとこの間の説明会でも後ろの方に地図、ＪＲの路線等も

張ってありますので見てくださいなんて言ったって、説明している間、後ろに行って見

る住民、いないって、なかなか。よっぽど関心のある人は帰り方、出るころ、見ていく。

もう尐しこれから具現化というか、そういうふうに見えてきた。この位置だって言うけ

ど、丸っこく、イメージも大体確定に近いイメージだと。小さこく書いて地図、みんな

わかるように大体ここなんだと。本当にわかるくらい、イメージだったらイメージと言

ってあんな４センチぐらいの大きな丸っこ書かれたって、ここの範囲というか、あっち

からあそこ、駅前線から新田川通っ越して、あの辺まで含むからね。そうすると、さっ

ぱりイメージ、これはあくまでもイメージですと。今後、調査立ち入り、地質調査等で

変わるんだと言っても、この時期に来たら、やはりＪＲは本当に新山下駅というのは、

浜吉田駅は出されたように、みんな町民、関心を持っていて、人をとめるのはこの駅が

一日も早く復旧することだと思っていますから、やはりもっと今後小さく、本当にもう

確定に似たイメージ図を出すということで、まずその答弁をいただきたい。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。大きな事業になればなるほど、ご案内のように、例えば基本構想とか

基本計画とか实施計画とか、段階を追って内容を精査、吟味していく。いわゆる段階を

追わなくちゃないわけでございます。そういうことで今ご指摘いただいたような形で、

ある段階では大きな丸の中におおむねこの辺という形、そして今の段階では土地利用の

イメージを描く中でおおむねこの辺かなと、そういう段階的に絞り込んでいくと、そう

いうプロセスをたどっている段階でございますので、できるだけ早目に皆さんの意見も

集約する中で位置決めをＪＲにしていただけるようにしてまいりたいというふうに思い

ます。 

 ４番（菊地八朗君）はい、議長。やはり今まではある程度のぼかしというか、こうですよという

のもわからないわけじゃないんだけど、今、町民、復興組合とか、この田んぼ、いっぱ

い整地さ行っている人の町民の中で、「大体ここ、ＪＲ路線なんだと」、「いや、ここがや」、

「こうずれるのかや」とか、そういう話で持ち切りだそうです。そうすると、ここいら

何ぼになるんだなとか、そんな話で持ち切っているのはいいんだけど、それもやっぱり

ここまで来ていると、ＪＲ、片や吉田駅は１年以内でこうなるんだと。そうしたら、山

下駅も早くしてほしい。その要望が、そして希望があるからこそ、どこでもいいんだけ

れども早く開通だと。その夢を持つためにも、やはり今まではそうだったけれども一日

も早い、小さくここだと示すよう町長、そこに取り組むというＪＲとの関係もあります

けれども、早急にそういうことで示したいという決意をもらって私の質問を終わります

ので、決意のほどをよろしくお願いします。 
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町 長（齋藤俊夫君）はい。現在、市街地、新市街地の整備に向けた測量なり調査事業を２４年度

事業で進めておりますので、要所要所で素案ができ上がってきますので、そういう段階

において議会なり、町民の皆様に尐しでもイメージを共有していただけるような、そし

てまた、その精度が時間を追って高められる取り組みをしてまいりたいというふうに思

いますので、ご理解を賜りたいというふうに思います。終わります。 

議 長（阿部 均君）４番菊地八朗君の質問を終わります。 

                                            

議 長（阿部 均君）ここで暫時休憩といたします。再開は１１時１５分といたします。 

午前１１時０５分 休 憩 

                                            

午前１１時１５分 再 開 

議 長（阿部 均君）再開します。休憩前に引き続き会議を開きます。 

                                            

議 長（阿部 均君）１１番伊藤隆幸君の質問を許します。伊藤隆幸君、登壇願います。 

１１番（伊藤隆幸君）はい。ただいまから一般質問を行います。１件目は亘理駅直行バスについて

であります。 

      東日本大震災に伴う津波被害により、常磐線亘理駅以南が壊滅的な被害を受けました。

利用者の利便性を図ることを目的に山元町独自の町民バス亘理駅直行バスが運行されて

います。坂元駅停留所、宮城病院前停留所、山下駅停留所の３駅停車で運行されており、

山下駅（山元町役場）より北部において北部にお住まいの方々からぜひ停留所を設置し

てほしいとの願いがあります。例えばナガワ仮設とか、山下第一小学校前、この件につ

いて町長の所見を伺います。 

      ２件目は、山元町定住促進事業補助金改正についてと定住化政策について伺います。 

      東日本大震災の発災により、本町でも今回は甚大な被害をこうむりました。震災前と

同じように本格的な暮らしの回復のためには、生活の拠点となる住宅再建が求められて

います。震災被害者の方々にはその助けとなる山元町定住促進事業補助金交付要綱だと

思っておりました。ところが、昨年発災直後、平成２３年４月１１日告示とする改正を

知り、この改正した理由とこれからの町民が本町にとどまる政策等についてお伺いしま

す。 

      以上２件にわたり私の一般質問といたします。 

議 長（阿部 均君）町長齋藤俊夫君、登壇願います。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。伊藤隆幸議員のご質問にお答えいたします。 

      大綱第１、亘理駅直行バスについてですが、ことし４月２日から町民バスである亘理

駅直行バスを亘理駅・坂元駅間で運行開始し、４月から多くの町民の方々にご利用いた

だいているところであります。 

      この亘理駅直行バスは、常磐線不通に伴うＪＲ代行バスを補完するものとして運行を

開始し、特に町民の要望の高かったＪＲ亘理駅始発便への接続や、ＪＲ亘理駅着の最終

便への接続を行い、通勤通学者並びに今まで車で送迎されていたご父兄の負担軽減を図

るため、亘理町のご理解をいただき实施したものでございます。 

      また、鉄道代替の直行バスとして運行することにより、仙台駅等までの乗り継ぎの利

便性の向上や乗車時間の短縮に大いに寄与している状況にあります。山下駅・亘理駅間
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に新たに停車駅を設置することについては、国道６号の交通事情や停車時間の関係から

定時運行及び所要時間の短縮に影響を及ぼすことが大いに考えられますので、当分の間、

現行の停車駅での運行を行いながら今後、バス利用者のニーズの把握に努めてまいりた

いと思います。 

      次に、大綱第２、定住促進事業補助金改正と定住化施策についてですが、山元町定住

促進事業補助金は、人口減尐に歯どめをかけ、さらには人口増加を図る方策として平成

２０年度に制度創設し、新たに住居を取得する新婚、子育て、新規転入者の世帯を対象

に補助金を交付して定住促進を図ってきたところであります。これまでの４年間に７８

世帯が利用しており、中でも子育て世帯は全体の約半数を超え、またゼロ歳から１４歳

までの年尐人口の転入者は４７名を数えるなど着实に成果を上げてきております。 

      ご質問のありました平成２３年度の本要綱の改正については、２回の改正を行ってお

ります。昨年４月の第１回の改正は、より利用しやすく魅力ある制度にするために対象

者の拡充と交付額の増額について改正を行ったものであります。内容としましては、新

築住宅の補助について、若年層の住宅取得の促進を図るため、子育て世帯の子の年齢要

件をこれまでの就学前から高校生までに引き上げ、新婚子育て世帯の建てかえも対象と

し、あわせて加算額を増加したところでございます。 

      また、地域経済活性化の観点から町内の建築業者によって建築した場合、及び新たに

土地を取得した場合の加算額の引き上げを行いました。中古住宅の補助についても新築

住宅と同様に新婚子育て世帯に対する加算額を適用することとし、町内事業者による改

修工事を行った場合にも補助金を交付することとしたものであります。 

      民間賃貸住宅建築の補助については、現在の民間アパートの需要及び子供が成長して

からも住み続けられる居住面積を考慮し、子育てに適したゆとりある間取りの住宅を建

築した事業者には、面積に忚じて段階的に加算額を増額し、あわせて町内建築業者によ

って建築する場合にも面積に忚じて段階的に加算額を交付することとしたものでござい

ます。 

      ２月の２回目の改正は震災時に町内に住所を有し、被災し住家を失ったことにより被

災者再建支援法に規定される支援金の支給を受けた方に対し、新たに土地または住宅を

求める際に当該事業の補助金の交付を制限する内容としております。これは東日本大震

災により住宅を失った方が住宅を再建する際に１５０万円を補助する支援制度を別途創

設することから、補助の対象が重複しないよう要綱の改正を行ったものであります。 

      震災後、町外への人口流出は続いておりますが、町民を町に引きとめるには魅力ある

まちづくりが必要と考えております。震災前も人口減尐、尐子高齢化の問題はありまし

た。それは集落が分散した形の町であったために商業施設が立地しにくい環境であった

り、公共施設が利用しにくかったことが、若い世代が町から離れていった原因と考えて

おります。 

      震災復興計画ではコンパクトで質の高い市街地形成をまちづくりの方針としておりま

す。ある程度、集落を集約することで商業施設が立地しやすくなる。また、公共施設も

集中して整備することにより、若者も住みたくなる、また高齢者にとっても歩いていけ

る範囲で用事が足せるような快適で便利な町となります。このような魅力あるまちづく

りが何よりも人口流出の抑制になると考えておりますので、復興まちづくりを早期に实

現するよう鋭意努力してまいります。以上でございます。 
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１１番（伊藤隆幸君）はい。確認しながら再質問いたします。 

      先般、特別委員会の席上で何日間の利用者の状況が示されたわけですけれども、現在

の利用者状況の説明を求めたいと思います。 

企画財政課長（髙橋寿久君）はい。乗降バスの最近の利用状況でございますが、４月、上り下り合

わせまして利用者数１，４１２名、５月でございますが１，７２４名、６月は水曜日、

おとといでございますがその時点で８２９名ということで、合わせまして３，９６５名

の利用をいただいているという状況でございます。私からは以上でございます。 

１１番（伊藤隆幸君）はい。今の答弁で、先般、４月２日から４月１１日までは利用者数が２４２

名ということで回答いただいております。さほど、私の今感じたことは８０９名、大分

周知ができてきたのかなと思っています。この町民バスは何のため、走らせた目的は、

私、理解していますけれども改めて質問いたします。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。先ほどもお答え申し上げましたとおり、今、常磐線が普通になってい

るということでＪＲバスが走っているわけでございますが、浜吉田駅なんかについては、

国道から浜吉田駅までの往来の時間などもあったりというふうなことで、亘理駅までの

アクセスあるいは時間、亘理駅等の乗り継ぎ等も含めまして従来よりも仙台方面への所

要時間がかかっているというふうなことがございますので、尐しでもその辺を短縮を図

りたいということでございまして、亘理町のご理解をいただきながら町の直行バスを走

らせることによって時間の短縮、そしてまたご父兄の送迎の負担の軽減、緩和と、そう

いうふうなことで運行をしてきているところでございます。 

１１番（伊藤隆幸君）はい。今、町長の答弁で理解したわけですけれども、被災者支援、その大き

な目的は被災者支援、両者の利便性を図ることを目的としたと私は理解しています。役

場より以南の方々にはそれでもよしとするような形で、以北の方、どういう形で被災者

支援を考えているかについて伺いたいと思います。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。町の北側のエリアの皆さんの支援というふうなことでございますけれ

ども、時間の短縮をまず優先してというふうな部分がございまして、これについては町

民の代表の皆様で構成している検討委員会の中でもいろいろと意見を集約しながら、ま

ずは当面こういう形での運行を当分やってみましょうというふうなことで落ち着いた経

緯がございますので、そういう声をまずは基本としながら、当分の間、今のような形で

の運行を見ながら今後の検討につなげていきたいというふうに考えているところでござ

います。 

１１番（伊藤隆幸君）はい。今のお話で理解したわけで、時間短縮、今、私は亘理駅にはちょっと

用事というか、そういう部分であるんですけれども、バスを利用したことないんで、現

在、所要時間、教えてください。 

企画財政課長（髙橋寿久君）はい。直行バスの所要時間でございますが、いわゆる浜吉田駅を経由

しないということで、朝の便でございますと３３分ということになっております。以上

でございます。 

１１番（伊藤隆幸君）はい。坂元停留所から亘理駅までですか、３３分、確認します。 

企画財政課長（髙橋寿久君）はい。そうでございます。 

１１番（伊藤隆幸君）はい。今、例えばナガワ前でとまったらば、私の推測というか、その部分で

２、３分、所要時間プラスになるやに思いまして、総時間は３５、６分で亘理駅まで到

着するような形で私は推測しているんですけれども、そういう検討はなされたことはあ
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るやないかを伺います。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。担当課長の方からお答えさせていただきます。 

企画財政課長（髙橋寿久君）はい議長。直行バスにつきましては、先ほど申し上げましたように３

３分という所要時間でございまして、ＪＲバスが４２分と、朝の便でございますので、

この９分間の時間短縮というのが非常に大きいものと考えておりまして、そういった意

味では優位性をできるだけ保ちたいということがございます、直行バスという性質上。

そういったことから基本的には今の停留所のままで運行したいと考えている次第でござ

います。 

１１番（伊藤隆幸君）はい。ＪＲ代行バスは大型車両ですよね。今現在運行している山元町独自、

リースだと思うんですけれども、９月に新しいバスを買うということでこの間、承認し

たわけですけれども、大型と中型のマイクロバスでは運行時間に、信号等々というか、

ナガワに回っても私の推測では３分ぐらいかかるかと思うんですけど、その辺はどうな

んですか。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。これも担当課長の方から答えさせていただきます。 

企画財政課長（髙橋寿久君）はい。今おっしゃられたとおり、３分、４分という時間をかけますと、

ＪＲとの接続という問題もございますのでそこに接続できなくなる可能性もございます

ので、現時点での時刻表で運行したいと考えております。 

１１番（伊藤隆幸君）はい、議長。朝、尐し早く運行すれば、それは解消されると思います。その

辺はどうですか。 

企画財政課長（髙橋寿久君）はい、議長、現時点で朝の便でございますと、第１便で坂元駅発５時

１０分でございますので、それをさらに早めるというのは、朝の１０分、５分というの

はかなり大きいと思われますので、現時点の時刻表を保って定時運行に努めたいと考え

ております。 

１１番（伊藤隆幸君）はい。企画課長の言うこと、私、わかります。であるならば、この日中の便

は考えられないですか。 

議 長（阿部 均君）これは町長ですか。（「はい」の声あり） 

町 長（齋藤俊夫君）はい。基本的に時間短縮というふうなことでございますので、亘理駅から遠

い方は朝起きの時間の関係もあるわけでございますので、その辺はご理解いただいたも

のかなと思うんですが、一つは町内を回っている、循環しているぐるりん号、これとの

アクセスを尐し工夫する余地がありかなというのは全体的に共通した検討の視点になる

かなというふうに思います。 

      日中の便に限ってというふうな部分、これも一つのアイデアかなというふうに思いま

すが、いずれご指摘を踏まえまして検討委員会の方のご意見なども再確認しながら、ど

ういう形での見直しが可能なのか、これは尐し検討させていただきたいというふうに思

いますが、当面はこの形で運行を、实績を積ませていただければなというふうに思いま

すが、利用者あってのバスということでもございますので、その辺は大事にしながら検

討させていただきたいというふうに思います。 

１１番（伊藤隆幸君）はい。今、町長から利用者あってのバス、私はそれに反論します。利用者あ

ってのバス、利便性を高めることであれば、利用者はますますふえると思います。その

件について町長に質問します。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。どういう形で運行するかというのは、先ほど来から申し上げていると
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おり、直行バスを設置しなくちゃない状況を踏まえた場合に、尐しでも時間の短縮にな

ると。特に繰り返しますけれども、亘理から遠い坂元エリアの皆さん、そしてまた亘理

駅に近いエリアの皆さん、それぞれ朝夕の時間ございますのでその辺を念頭に入れ、な

おかつご父兄の方のご負担ということも総合的に勘案した今の運行の考え方でございま

すので、まず基本となるところをしっかり共通認識しながらやりませんと、直行便の持

つ意味合いというものがちょっと薄れてしまってもまずい点もございますので、そうい

うことでひとつ総合的な判断をさせていただく中での運行ということでございますので、

ご理解を賜ればありがたいというふうに思います。 

１１番（伊藤隆幸君）はい。今、町長から説明あったわけですけれども、同じ被災者でもってこの

バスの購入費用、２，０８０何がしの金額がかかるわけなんです。提案理由は利用者の

利便性を図ることを目的に町民バス、亘理駅直行バス運行とあります。この部分で２，

０８０万円何がしのお金を、２，０００万円といったら大金です、本当に大金です。被

災者にとっては、北部に住んでいる方といえども多尐被害を受けています。先般、私の

ところに電話がありました。こんなにお金かけてバス走らせる必要あるんですかと。こ

の財源はどちらの方から来るんですかと。このバスを購入することは、復興資金絡みで

クリアに私は理解していますから、その件でそういう形で説明したんですけれども、北

部の住まいの人、何で見捨てるというか、「おらいでも被害は受けています。その部分で

町長はどう考えているんですか」というような質問でした。その件に関して町長から説

明をお願いしたいと思います。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。被災者の皆さんのご不便というのは、いろんな側面でのものが個々に

おありだろうというふうに思います。今ご指摘の部分でいえば、亘理駅からの距離、時

間を考えた場合に、やはりより時間かかっている方々を中心に尐しでも朝夕の時間を短

縮できればと。これはどうしても一定の方向から運行するわけでございますので遠い方

はどうしてもバスに乗っている時間が一定の時間、ございますし、また駅に近い方は一

定の時間、短いということもございますので、その辺を勘案していただきまして、これ

を満遍なくやろうとすれば、まさに各駅停車になってしまうわけでございますね。そう

いうことでその辺の前後関係をご理解いただいて、必ずしも被災者の方、すべての施策

が満遍なく均等になるという、これは基本的にはそうしなくちゃないというふうに思い

ますけれども、物によっては多尐不都合な部分もあるということでございますので、ま

ずは運行状況を見ながら改善すべきところがあれば、できるだけご要望にこたえるよう

な形で進めてまいりたいというふうに思います。 

１１番（伊藤隆幸君）はい。みんなが公平になるということはなかなか難しい。そのように私は理

解しました。そして、今度の広報「やまもと」６月号、「町民バスぐるりん号の利用状況

等のアンケート調査を实施します。今後、さらに利用しやすいぐるりん号並びに町民直

行バスについて全世帯からアンケート調査します」というような内容が書かれています。

このアンケートはどういう形でやるのかお伺いします。 

企画財政課長（髙橋寿久君）はい、議長。今回の調査につきましては、１０月からのダイヤ改正の

準備としまして宮城大学の方に委託をしております。その中で今回は全戸調査というこ

とで各家庭及びバスの利用者にアンケート調査を实施いたしまして、その結果を吸い上

げまして新たなダイヤ改正等に結びつけていきたいと考えております。以上でございま

す。 
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１１番（伊藤隆幸君）はい。その中にも直行バスの設問は設けてもらえますかについて質問いたし

ます。 

企画財政課長（髙橋寿久君）はい、議長。今、制作中でございますので、その点につきまして可能

かどうか、宮城大学と調整したいと思います。 

１１番（伊藤隆幸君）はい。依頼主はこちらなんですよ。山元町役場なんです。だから、その件を

申し込んでもらいたいと思います。 

      はい。今の質問、要望するということでお願いしたいと思います。 

      ２件目の質問に移ります。 

      きのうも大分核となるまちづくりについてはいろんな同僚から出ましたけれども、私

の視点から質問したいと思います。この改正した理由は、被災者支援法に規定された支

援金の支給を受けた方に対し、新たな土地を求める際にというくだりがありますけれど

も、これは東日本大震災により住宅を失った方を住宅を再建するのに１５０万円補助す

る支援内容に別途創設するから、この制度は改正したんだよということでよろしいです

か。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。先ほどもご説明しましたように、議員からご質問のあった４月１日の

部分は従来の制度を基本的に拡充というふうな形、そしてその後の２回目の改正は、新

しいまちづくり等の絡みもありましたことから、重複での支援を避けるというふうなこ

とで改正をしたというふうなことでございます。 

１１番（伊藤隆幸君）はい、議長。この重複した支援、これは納得、私、できません。何で東日本

大震災で被害をこうむった人にも支給しないんですか。私、納得できません。もう一度

その辺を。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。きのうからの議論の中でも同じような趣旨のお話をちょうだいしてい

るわけでございますが、基本的に被災の程度の差はあれ、同じ町内に移転を希望される

方に何がしかの差があっても支援をすべきじゃないかという議論に通じるわけでござい

ますけれども、町としては、これも常々お話ししているとおり、できるだけ被災者の支

援に沿える立場で、姿勢で臨まなくちゃないという基本的な考え方を持っているわけで

ございますけれども、そうした中で先立つものとの関係を考えますと、なかなか皆さん

に大小の差はあるにせよ、全員を対象にすべからくご支援申し上げるというのは非常に

厳しい状況にございます。そういう中で町の将来を見据えたまちづくりに限ってご理解、

ご賛同いただける方をご支援申し上げるというふうなことで、一定のそこに基準を設け

させていただいているというふうなことでございます。余りにも今回の大きな被害の中

で被災者が多い中で限りある財政運営でございますので、ぜひその辺の前後関係をご理

解賜りたいというふうに思います。 

１１番（伊藤隆幸君）はい。前日の議論で、この町で指定する１５０万円、このお金を震災関係で

個人の資産形成には使われないという趣旨はわかりました。 

      そこで、町独自のこういう制度があります。そして、私も相談受けたんです。その家

庭の内容を披瀝しますと、６人家族です。話はちょっと長くなりますけれども、子供が

３人います。今、教育長の計らいでもって町外から通っているわけなんです、３人とも

通っているんです。遠距離通学補助もらって通っています。そういう苦しいながらもそ

ういう皆さんに相談を受けましたから、この補助金制度がありますよと言いました。早

速町に申し込んだらば、この制度は改正しましたということです。３月１１日が発災で
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すから、この告示内容を見ますと、４月１日施行する。１９日間で決めたわけなんです

か、その辺を伺いたいと思います。 

議 長（阿部 均君）１１番の伊藤隆幸君にお願いします。これは今までの町の施策としてきた山

元町の定住促進に関する補助金事業であると、今回の震災の制度ときちっと区別をして

質問をしていただきたい。 

１１番（伊藤隆幸君）はい。私は関連ありますから質問したんです。 

議 長（阿部 均君）わかりました。町長齋藤俊夫君、答弁願います。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。今の改正前後の時間的な関係は、いろいろ我々も多忙きわめる中でご

ざいましたけれども、もともと２３年度の本要綱の改正を３月議会においてご提案申し

上げておりました。その直後の被災というふうなこともありましたので、定住促進要綱

そのものについては非常に問題意識を持って大震災の中でも対忚してきたというふうな

ことでございます。 

１１番（伊藤隆幸君）はい、議長。私は定住促進政策でもって質問しているんです。何らそれてい

ないと思います。 

議 長（阿部 均君）ただ、質問の趣旨等は簡明に明確に、よそにそれないような方向で質問をお

願いします。 

１１番（伊藤隆幸君）はい、私、それてません。この震災直後、３月１１日、それ以前に考えてい

たんですか、その辺をお聞きします。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。１回目の改正、４月の改正というのは２３年度から考えてきた部分で

ございますし、２回目の改正についてはその後の被災の状況も踏まえた中での改正とい

うふうなことで対忚してきているというふうなことでございます。 

１１番（伊藤隆幸君）はい。この告示は２１年４月１日から告示施行するとあります。だから、１

９日間のマジックなんですよね。１９日間、どうしてそういう改正がなされたのかを質

問したいと思います。震災が発生したのは３月１１日ですから、よろしくお願いします。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。その辺の前後関係、改めて担当の町民生活課長の方からご説明させて

いただきたいというふうに思います。 

町民生活課長（佐藤澄三郎君）はい。ただいまの関係でございますが、先ほども町長、お答えして

おりますとおり、４月１日告示の内容につきましては、２３年度中に考えておりました

定住促進の拡大の内容につきまして２３年度の当初予算の方に計上しておりました。そ

れがこの震災によりまして暫定予算というような形で本予算については９月からという

ような形になったわけでございますが、その部分の告示について４月１日から行った内

容でございます。制限の部分につきましては、２月にその改正をいたしまして、適用に

ついては震災までさかのぼるような形での改正をさせていただいたという内容でござい

ます。 

      この定住促進の関係につきましては、平成２０年度から新たに施行したというような

ことでございまして、内容につきましては町外者の方を町内に誘導する施策と、あとは

町内の若い方々が子育て、あと新婚家庭といった若い方々が自力で自宅を建てる際に、

自宅を取得する際に一定の支援をするという趣旨で始まったものでございますので、そ

ういった意味合いから震災による建設再建といいますか、そういったものとは内容を異

なるのかなということでのものと、あとは新たに震災による新たな制度を検討し、設け

るというような段階でありましたので、２月には制限をするという内容の改正をさせて
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いただいたところでございます。 

１１番（伊藤隆幸君）はい。２月に制限する、ちょっとおかしい、そこまではいいです、いいです。

そもそも出発がおかしいんですよね。議論がかみ合わないです。２月にそういうことを

想定されていたんですか、震災が発災するということで。これは全くおかしい要綱だと

思います。公布と告示、町長の権限ですから要綱は。まずこれおかしいと思います。３

月３１日告示、第６５号、この告示は平成２３年４月１日、３月３１日だからこの１９

日間でできたんですか。今、町民課長、回答したのには２月に決めた。これ矛盾ありま

すよね。ちょっとおかしいと思います。（「休憩」の声あり） 

町 長（齋藤俊夫君）はい。今回の家屋の被害を皆様、おわかりだと思いますけれども、全壊で２，

２１７、あるいは大規模半壊が５３４と、半壊で５４９、単純にいきますと、仮に３，

０００戸がこの要綱適用して１５０万円ということになりますと４５億円でございます。

２，０００戸ですと３０億円でございます。町の財政が破綻するわけでございますので、

その辺の前後関係を考えますと、先ほど言いましたように、なかなかこれをそのままこ

の要綱を維持するというのは困難だという大きな判断がございますので、４月にさかの

ぼったということについては、この辺でご理解をぜひ賜りたいというふうに思っている

ところでございます。 

〔「休憩」と呼ぶものあり〕 

議 長（阿部 均君）休憩動議が出ており、賛成者もおります。 

      お諮りいたします。この動議に対し、賛成の方、ご起立願います。 

〔賛成者起立〕 

議 長（阿部 均君）起立多数でありますので、ここで暫時休憩といたします。 

      再開は１時２０分といたします。 

午後０時００分 休 憩 

                                            

午後１時２０分 再 開 

議 長（阿部 均君）再開します。休憩前に引き続き会議を開きます。 

                                            

議 長（阿部 均君）１３番後藤正幸君より、午後の会議を欠席する旨の届けがありましたのでご

報告いたします。 

      １１番伊藤隆幸君の質問を許します。 

１１番（伊藤隆幸君）はい。今まで大分いろんな質問いたしましたが、まだ私の中では理解が乏し

いというか、勉強不足というか、そういう部分でこの改正に至った経緯を私にわかるよ

うに説明をお願いしたいと思います。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。定住促進施策、ご案内のとおり、制度が２０年度に創設されて運用し

てきたわけでございますが、先ほどお話ししましたように、震災前の去年の３月定例会

の中で施策を拡充したいということで定住促進したいというふうなことでの改正を念頭

に取り組んできたと。そういう中で大震災が発生いたしまして、当初予定していた改正

の趣旨とそれから大震災後にいろいろ被災者支援を講じる中で制度の整合性を図らなく

ちゃないというふうな場面が出まして、復興計画ができて、明けてことしの２月の復興

本部会議の中でいろいろと議論をしまして、従来の定住促進の制度と新たに町としてま

ちづくりをしていく中で三つの市街地形成に向けて政策誘導をする兼ね合いを考えたと
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きに、そもそも２３年の４月から改正しようとした趣旨と震災を受けてことしの２月に

なってから検討した中での不都合な部分を４月にさかのぼって見直しをせざるを得ない

というふうなことでこの制度の制限をさせていただいて、補助の重複が対象しない形の

要綱の改正を行ったことし２月の考え方を去年の４月までさかのぼって適用をさせてい

ただいたと。大筋そういうふうな流れの中でこの要綱の改正を行ってきたと。 

      先ほど申し上げましたように、仮にこの要綱をそのまま適用いたしますと、本来、被

災者の生活再建の支援絡みの制度、これの関係もございますし、重複する部分ございま

すので、町の財政負担も考えまして制度の改正をさかのぼって適用させていただいたと

いうふうな大筋の経過があるわけでございます。 

      なお、若干の補足を町民生活課長の方からさせていただきたいと思います。 

町民生活課長（佐藤澄三郎君）はい。私からこの定住促進事業につきましては、何度もお話しする

ようになりますが、平成２０年度に創設された事業だということでございます。 

      趣旨の第１目的は、町内に誘導を促すというのがまず第１点と、あとは町内の方であ

って新婚の方、あとは子育ての方に対してみずから家を取得する方に対して助成をする

という内容になってございました。この４月にこの内容を拡充する目的で４月に拡充の

改正を行ったということでございます。 

      あと、２月の改正につきましては、今、町長お話ししたとおり、復興本部会議の中で

集団移転事業等に伴っての町独自での住宅再建といいますか、それの支援制度を新たに

設けるというような会議の中での方向性が示されてきたということで、重複を防ぐとい

うようなこともありましてこの定住促進の部分についてさかのぼった形での制限を加え

させていただいたということでございます。 

      先ほどもお話ししたとおり、この定住促進の町内者への該当につきましては、先ほど

申しましたとおり、新婚の方、あとは子育てをなさっている方というようなことで対象

者が限定されるというようなことでございます。その以外の方については、当然、町内

に新たに住宅を取得してもこの定住促進の該当にはならないというような兼ね合いもあ

りまして、これを住宅再建等の事業の一環の補助というのに充てるには、その被災をさ

れた方々の不均衡感も当然出てくるというようなこともありましてそのような制限を加

えさせていただいたという内容でございます。よろしくご理解をいただきますようお願

いを申し上げたいと思います。 

１１番（伊藤隆幸君）はい。今の町長の答弁、そして町民課長の答弁で尐しは胸につかえる部分も

ありますが大方は理解したつもりです。定住者に対して、今までは外部というか、町外

の施策でしたけれども、今度、町から人口流出しないような政策を改めて創設というか、

制度なり政策なりなんなりをきちんとつくってほしいと思います。さらにまた、定住促

進ですから町内にとどまる人、何らかの形で、１５０万円とは言わないですけれども、

金額の多寡ではないんです。これを尐しは援助の方向で考えられないかを町長に伺いま

す。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。被災者支援という形でこれをするというのは、先ほど来からお話しあ

ったとおり、なかなか財政的な部分もございますので厳しいんでございますが、一般的

な定住促進をするというふうな観点で何かいいアイデアがあれば、その辺は限りなく取

り入れる形での施策の充实検討というふうなものは今後、前向きに取り組んでいきたい

なというふうに思います。 
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１１番（伊藤隆幸君）はい。今、町長の前向きな答弁をいただきまして、私の質問を終わりたいと

思います。どうもありがとうございました。 

議 長（阿部 均君）１１番伊藤隆幸君の質問を終わります。 

                                            

議 長（阿部 均君）９番岩佐 豊君の質問を許します。 

      岩佐 豊君、登壇願います。 

 ９番（岩佐 豊君）はい、議長。それでは、平成２４年度第２回定例会において一般質問いたし

ます。 

      先月の２３日、２４日、両日にわたりまして山元町中央公民館、坂元公民館において

復興まちづくりに関する住民説明会がありました。そこで、住民の方々からさまざまな

意見がありました。その中で特に多かった、また要望の強かった意見を取り上げてみた

いと思います。次の４点についてお伺いいたします。 

      一つ、土地の買い上げの対象とその時期は。また、その買い取り価格についてお伺い

します。 

      二つ目として、町が独自の移転支援金についてもっと柔軟な運用はできないのかとい

うような声がありました。これについて伺います。 

      ３番目、町道が花釜区から西側に移ることに安全面から不安視をする声がありました。

もっと東側に移す考えはないのか。 

      ４点目、集団移転について、今示されている新山下駅、新坂元駅、それと宮城病院周

辺の３か所となっていますが、それ以外についての選択肢はないのか。以上について伺

います。 

議 長（阿部 均君）町長齋藤俊夫君、登壇願います。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。岩佐 豊議員のご質問にお答えいたします。 

      大綱第１、住民説明会での町民の声、４点についての１点目、土地の買い取りについ

てですが、買い取りの対象は、防災集団移転促進事業で定める移転促進区域内で買い取

りを希望された宅地となります。登記簿の地目が宅地以外では、例えば宅地と一体で利

用され、これまで宅地並みに課税していた土地については基本的に買い取りの対象とし

たいと考えております。 

      買い取りの時期については、町が整備する住宅団地へ移転される方は、住宅団地の完

成時の買い取りを予定しております。 

      それから、自分で移転先を選定する方は、今年末に予定している復興整備計画の公表

後となります。 

      それから、買い取り価格でございますが、現時点における想定の買収価格の算定を不

動産鑑定士に依頼しており、来月初めに予定している移転者向け説明会及び意向調査に

おいて、住宅再建の参考として住宅団地の想定分譲価格とともに皆様にお示ししたいと

考えております。 

      なお、实際の買い取りを行うときには改めてその時点における正常な取引価格により

算定することとなっております。 

      次に、２点目、独自の移転支援金についてですが、昨日も申し上げましたが、町では

被災者の支援策としては、住宅再建の際に土地取得及び住宅建築の費用の一部として１

５０万円を補助する支援策を示しております。これは震災復興計画の方向性である快適



- 23 - 

で便利な市街地の形成を促進するため、町の指定する住宅団地に移転する場合に対象を

限定しております。当該補助金については、住民説明会においても対象の拡大を要望さ

れるご意見はありましたが、先ほど申しましたとおり、復興計画が目指す市街地の形成

という趣旨での補助金でありますので、ご理解をお願いいたします。 

      次に、３点目、県道のルートについてですが、かさ上げをする県道相馬亘理線の現在

想定してい縷々トは、花釜生活センターのあたりから高瀬川排水路に沿って南下し、常

磐線のルートにすりつくものとなっております。これは幹線道路としての線形、髙瀬川

排水路との交差、海岸からの距離など道路の機能と安全性を総合的に勘案し、検討した

ものであります。現在、県でより詳細なルートの設計の作業を進めておりますが、大き

なルートの見直しは難しいと思っております。 

      次に、４点目、集団移転の移転先についてですが、町では従来から町の課題である人

口減尐や尐子高齢化に対忚したまちづくりを目指し、コンパクトシティの理念のもと、

新山下駅周辺、新坂元駅周辺、宮城病院周辺の３か所に市街地を形成し、集団移転の移

転先としてきました。しかしながら、これまでの住まいの近くに移転を希望することも

あることから、同一の場所に５０戸以上まとまっての移転が見込まれる場合は開発を検

討するということでこれまで住民の方々に説明してまいったところでございます。現在

のところ、三つの団地外の移転の希望が５０戸以上となる意向を確認できておりません

が、町としては将来の高齢化の問題や行政コストの削減等の観点から極力町の整備する

住宅団地への移転をお願いしているところであります。以上でございます。 

 ９番（岩佐 豊君）はい。私、今お尋ねしたことは、同僚議員が昨日から相当数同じような質問

をしています。なるべく重複しないというか、余り堂々めぐりにならないように努力し

ていきたいと思います。 

      まず最初の１点目、防災集団移転促進事業にのれる、その制度についてその条件から

お聞きしたいと思います。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。この制度につきましては、担当の震災復興計画課長の方から説明をさ

せていただきたいと思います。 

震災復興企画課長（鈴木光晴君）はい。防災集団移転促進事業の制度要件でございますけれども、

今回町の方で昨年の１１月に設定いたしました危険区域でございます。危険区域の中に

防災集団移転促進事業の移転促進区域というものを設定しております。そこの移転促進

区域からある一定規模、まとまって安全な場所に集団で移転していただくということが

防災集団移転促進事業の主な制度内容ということになってございます。 

      細かい部分につきましては、移転の規模がもともと居住されていた皆様の半数以上が

なくてはいけないですとか、あとは従来の制度ですと、１０戸以上のまとまった宅地で

すとか、今回、制度要件の改正がありまして地理的な要件もあって南三陸等、リアス式

沿岸の方なんかを対象にしていると思うんですが、そういったところでは小さい５戸単

位での移転というのも対象になるというような制度説明にはなってございます。ただ、

山元町の場合はこれまでお示ししてきましたとおり、コンパクトなまちづくりを目指す

ということもございまして、将来の尐子高齢化社会を見据えた上で余り個別に小さいま

とまったエリアでの集団移転をおのおのでやってしまいますと、将来に影響が出てしま

うということから、なるべくまとまった形で移転していただきたいということを従来よ

りご説明申し上げしているところでございます。以上でございます。 
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 ９番（岩佐 豊君）はい、議長。そこで、昨日からこの買い取りの要件ですね、例えば今言った

危険区域内の移動とか、それについては買い取りができない、しないというようなお話

がありました。山元町と、正確に忘れましたけれども、危険区域の指定を１種から３種

に設定したというのは、山元町ともう１か所、どこだったかちょっと忘れましたけれど

も、ある意味、特異な決め方、町の説明ですと、柔軟に対忚するためのという説明があ

ったと思いますが、そのことによって不便をこうむっている町民がいます。例えば１種

から３種に移ろうとしたときに買い取りができないと。要するに３種設定したことによ

って町民にとって不都合な部分が出ているということはあると思うんですが、その辺は

私の認識が誤っているのかどうか確認しておきます。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。きのうもご説明させていただきましたが、防災集団移転という制度は、

活用してということになりますと、制度の趣旨、目的で一定の要件、制限もあるという

ふうなことでございますので、結果として山元町みたいな３種までの設定ですと、ケー

スによってはご指摘のような形になる方もいらっしゃるのかなというふうに思います。 

 ９番（岩佐 豊君）はい。本来、救われるはずだった町民がそういった町独自の設定をすること

によって、今町長が話されたように、そういう方がおります。そういうことからもきの

う来、何とか危険区域内でもそういうのが認められないかということがありました。私

は、まずもってある面、住民にとって不都合な部分があったわけですから柔軟にその辺

は変えていくことはできないのか、それは法上、できないのか、その辺、確認したいと

思います。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。前段ご質問いただいたような１種から３種、不都合なケースになると

いう、そういう側面もあるわけでございますが、もう一方で３種から移転する方につい

ても支援制度を活用できるという側面もあるわけでございます。その辺の関係は担当の

震災復興課長の方から尐し補足をさせていただきたいというふうに思いますけれども、

制度上の制約、一方でそれぞれのお住まいのエリアによっての制度の活用という部分ご

ざいますので、これは全体としてのとらえ方、見方もしていただかなくちゃない部分も

ございますのでご理解を賜ればなというふうに思います。 

震災復興企画課長（鈴木光晴君）はい。ただいま町長の方からもご答弁ありましたとおり、ある一

方では、危険区域の３種というような設定をしたことによってがけ地近接等危険住宅移

転事業というようなことで、そこの従来住んでいた場所からより安全な場所に移転をさ

れたいという方に対しては移転費用であったり、それから利子補助であったりといった、

そういった助成が受けられると。別の面でのメリットもあるということはご承知いただ

きたいと思います。 

      ３種、今回危険区域をかける際にも何度かご説明申し上げましたが、ある程度、国の

方の指針などで浸水深を２メートルを越した場合には全壊流出の家屋が多いというよう

なことは、全国的な事例として紹介されているところでございまして、当町の場合の今

３種と言っているところについては、なかなかちょうど２メートルを境にしてそこを設

定しているわけなんですけれども、全壊流出の家屋とあとは現地に残った家屋と、ちょ

うど半分くらいというような、そのような認識でおるんですけれども、そういったとこ

ろで何とか両者の選択肢を与えられるといいますか、どちらの方の再建方策でもできる

ようなことで考えられないかというようなことも加味した中でそういった危険区域の設

定をさせていただいたと。 
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      移転を希望される場合については、そういったがけ近の制度を利用して助成をいただ

きながら危険区域から出ていくと。それから、ある程度、現地に残られる方に対しては、

それはまた町の独自の助成策といった、宅地のかさ上げであったり、そういったことも

町としては考えていきたいというふうに思っているところでございます。 

      なお、防災集団移転促進事業の、ちょっと重複になってしまって申しわけないんです

が、補助事業としての制度の内容としましては、あくまでも危険な場所から外に出てい

くためのものだというような事業制度でございますので、１種２種からそういった３種

といったことで、危険区域から危険区域の中に移るというものに対しましては原則的に

補助事業等、制度上、認められるというようなものではないだろうというふうなことで

ご理解いただければというふうに思っております。 

 ９番（岩佐 豊君）はい。普通ですと、危険区域ということで絞り込みをして２メートル水深が

あったところまでを危険区域に指定というとらえ方をしているんだと私は思いますけれ

ども、３種を指定することによって水深１メートルまで、そこまで網かけすることにな

っているんですよね。私、そういう認識を持っていたんですけれども違うでしょうか。

今の話だとちょっと２メートルどうのこうのという話を聞いたんですが、私の認識、間

違っていますか。 

震災復興企画課長（鈴木光晴君）はい。浸水深が１メートルから２メートルの部分を３種区域と設

定してございます。 

 ９番（岩佐 豊君）はい。今、お話ししていただいたように、町にとっては今言ったように細か

く分けることによっていろんな柔軟な運用ができるというようなことから、今話された

ことは私は理解します。ただ、そのために本当に３種指定にのりたい人もいるし、のり

たくない人もいるし、のりたい人は、そこで救われるからいいんですが、３種指定した

ことによって、先ほどから言っているように不便さをこうむっている方、こういう方に

ついて、私は町として何らかの手だてをしてあげるのか、こういう決め方をしたときの

私は町の考え方なのかなと思います。一方的にこういうことだからいいんだよと。一方

ではそれを不便に感じる人もいるわけですから、やっぱりそういう人がいるときはそれ

に対忚したものがなければ、私は誤ったものの進め方になるのではないかなと、このよ

うに思うんですが、町長、簡単でいいですからその辺。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。大変に犠牲者を出した中での町民の、住民の安全・安心を確保できる

まちづくり、これを大前提に考えなくちゃならないだろうというふうに思っております

ので、そういう中での土地利用の一定の規制なり誘導というふうなことでの今回の集団

移転なり、災害危険区域の設定ということでございます。 

      そういう中でご指摘のような細部にわたっての支援策と、これは極力そういうふうな

形での対処をできればなという思いでいろいろ知恵を凝らしながら支援策の検討、構築

に取り組んできたところでございます。 

      そう言われましても、なかなかこれをすべての皆さんに満足いただけるような制度設

計というものは非常に難しいものがございます。制度そのものの設計もそうでございま

すし、加えて先ほど来からの被災者の数、規模が大きいだけに財政出動の面も含めて非

常に困難な面が多々あるという中での制度設計にならざるを得ないということでご理解

を賜りたいと思います。 

 ９番（岩佐 豊君）はい。きのうも同僚議員が、やはり何度も声を高くして話しているかという
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と、やはり被災して本当に、被災した人でも経済的というか、力のありようというのは

変わります。本当に困った人が救われない制度になっているんではないのかなと私は思

うから、きのう、さんざん話された中でもまたこうやって、大変申しわけないんですが

ちょっとお話しさせてもらっています。 

      例えば自分の家が１種で３種に土地があったとしてそこに移って救われないというの

は、経済的にそれは豊かな人だったらいいんですが、なかなかそれにのれない、力がそ

こまで及ばない人が、やはりそれでも自分で何とかしたいという人がいます、話の中で。

そんな人に、やはり町で設定したそういう制度の中で不幸な人が生まれないように町と

して、きのうから声、相当そういうのがありましたけども、何らかの形でそういう方々

の声も吸い上げるような制度をぜひ考えてほしい。やはり職員の皆様の知恵を出し合っ

てぜひその辺を考えていただきたいなと強く要望して次に移りたいと思います。 

      時期ですけれども、やはり今、この町を離れている人たちの要因というのはいろいろ

ありますけれども、もちろん、一番はＪＲの交通の便ですね。それとやはり集団移転な

りなんなり、これの明確なまだ説明がされていないということ。それとやはり時期につ

いてももう尐し早目に示すことができないのかと思うんですが、これはここに私は理解

できないというか、ちょっと疑問に思うんですね。例えば買い取り価格については、現

時点における想定の買い取り価格の算定、これを不動産鑑定士に依頼してそれでやると

いう話があって、その後、实際には实際の買い取りを行うときには改めてその時点にお

ける正常な取引価格、これ私だけでしょうか、ちょっと理解できないんですけれどもわ

かるようにお話をしていただきたい。 

用地・鉄道対策室長（甲賀伸啓君）はい。今のご質問にお答えいたします。現在、来月上旪に説明

会を開かせていただく予定になっているんですけれども、そのときにお示しするのは、

实際に１種、２種危険区域の世帯数は１，４００以上ございました。その一つ一つに幾

らですよという価格でございません。实際の取引価格につきましては、公共事業の用地

取得と同じような形で交付金の対象にするためにはその時点の正常な取引価格というこ

とになりますので、例えば防集の方の３地区ですね、そちらの方で实際に移転する時期

というのは数年になると。でき上がらないと移転されませんので、その時期に買い取り

させていただくということになりますと、その時点でもう一度、価格を算定する必要が

あるということでございます。ですから、想定価格というのは、ここに１，４１０世帯

分を全部お示しするということじゃなくて、目安として一忚生活再建のそういったシミ

ュレーションができるような想定価格を何点かお示ししようということで今考えており

ます。 

 ９番（岩佐 豊君）はい。最初の話はそれはわかるんですが、实際に、じゃ私の土地でもいいで

すけれども、例えばあんたのところは１００坪あって４万円だから、例えば半分で５０

万円として、实際に話し合ったときに、いや、もう土地価格低いから１０万円しかない

よというようなふうに私は受け取るんですけど、そういうふうにしか、私は受け取れな

いんですよ。これでは住民、だれも納得しませんよ。 

用地・鉄道対策室長（甲賀伸啓君）はい。例えば今、７月の上旪に示していただく価格というのは、

例えば住宅団地がスケジュール的に遅れて５年、６年後であれば、その時点の正常な取

引価格という算定をしますので、価格的には下がる場合もありますし、場合によっては

上がる場合もあるということでございます。 
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 ９番（岩佐 豊君）はい。わからないわけではないんです。ただ、町長が言うように、環境整備

が進んで５年後に、いや、前に示した価格より上がったよというのは、これは町民、住

民、これに対して嫌という人はいないと思うんですよ。ただ、逆にそれが本当に利用価

値ない土地になってしまったんで半分になってしまったよと、それがあり得るというん

では住民納得しないし、説明会でそういう話、私、一度も聞いていないような気がしま

す。住民説明会でもそんな話は多分していないと思います。これは住民にとって大きな

問題ですよ、町長、大きな問題ですよ。ちょっと町長から答弁を聞いて。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。岩佐議員の方から大きな極端な事例を用いての問題指摘ちょうだいし

ました。確かにそういうふうな考えで試算すると、安心して再建の試算が立てられない

と、非常に不安定だという部分もあろうかと思いますが、これにつきましても实際には

買い取り時期が遅れた場合でも当初の価格と差異のない形で買い取りができればという

ふうに考えておりまして、これも先ほど触れさせていただきましたが、山元町だけが被

災地でございませんので、防災集団移転の事業の制度の横並びというふうなこともござ

いますので、県の方に問題提起をしながら、被災市町村で今のような点が差のあるよう

なことのないように一律の取り扱い、そしてまたご指摘のように、限りなく差異がなく

なるような買い取りの考え方、これをもう尐し整理させていただきたいなというふうに

考えております。 

 ９番（岩佐 豊君）はい。全くそのとおりで、本当に後々約束した価格と全く違うような価格で

買い取るということになったんでは、全くもって論外であります。今、町長が言われた

ように、県とも強くそれは町長として町民を守る長としてそれは本当に強く申し入れす

る、これは私は絶対必要だと思います。これは強く要望しております。 

      今、時期についてですけれども、買い取り価格まで入ったんで次に入ります。 

      町独自の移転支援金についてですが、これも昨日来から同僚議員、何名の方も個々に

お話をされております。なぜそういうふうな声があるかというと、やはり被災した住民

からの悲痛な声があるからなんです。それで、これは、例えば国の制度とか何かという

んじゃなくて町独自の制度です。説明ありましたコンパクトなシティ、町が進めるまち

づくりをやりやすいように、これはわかります。私ども、重々わかります、それは。で

すが、もっと大事なのは、やはり被災して本当に困っている被災住民の声に本当に真摯

に耳を傾けて、幾らかでもそういう声に沿うような町政をするのが私は山元町の町の姿

だろうと、こういうふうに思います。くどくなりますけれども、この点について町長、

簡単でいいですからひとつ。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。被災者への支援のありようというふうなことでございますが、私も常々

申し上げておりますとおり、被災者の立場に沿って物事を考えていかなくちゃない、施

策を推進していかなくちゃないという点では、岩佐議員と全く同じ立場に立つものでご

ざいます。そういう基本的なところを大事にしながらも、町全体としての調和という部

分もございますので、お一人お一人を大事にしながら全体もまとめていかなくちゃない

と。あるいは限られた財政という問題も一方で念頭に置いた政策の推進というふうなこ

とでございますので、できるだけ被災者の立場に沿えるようなぎりぎりの政策のあり方

ということにつきましては、引き続き努力をさせていただきたいというふうに思います。 

 ９番（岩佐 豊君）はい。今、町長からそういう方々に対した思いを町政に生かしていくという

ような話がありました。やはり私は、こんなこと、町長に聞くのはおかしいかもしれま
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せんけれども、まちづくりの最も基本となるものは何なのかなと。まずお答えいただき

ましたけれども、まずそこで町長の一番まちづくりの大事なところは何なのかなという

ところを聞いてから質問したいと思います。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。まちづくり、ひとえに町民福祉の向上と。そしてまた、それを推進す

るためには、私の公約でもございますけれども町民の目線に立ってというふうな行政の

推進ということではないかというふうに思うところでございます。 

 ９番（岩佐 豊君）はい。今、町長がお答えになったことを進めるために何が一番大事ですか。

町長は、これまでも、私も前の一般質問でも質問したと思いますけれども、チーム山元、

昨日も同僚議員の佐山さんからそういう質問がありました。私は今、町長が話されたこ

とをやっていくには、やっぱりチーム山元なんですよ。ただ、チーム山元を進めるとき

には、特に今回のようなこういう大災害があったときには、やはり一番弱くなったとこ

ろに一番の思いを持たなきゃだめなんですよ。まず原点はそこだと思います。私は、ま

ちづくりの原点は住民だと思いますよ。住民が主人公のまちづくり、これが全く私は災

害時だろうが、平時であろうが、私は町民が主人公のまちづくりでなかったら、私はそ

れは申しわけないけど思いとはかけ離れた町になってしまうんじゃないかなと、このよ

うに思います。この辺の認識を町長、どのように思いますか。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。岩佐議員の思いとそう私も違わないわけでございますけれども、しか

し、この世の中、平時の場合と今回のような非常時の場合と、やはり状況に忚じてどこ

までどういうふうに対忚できるのかというものも冷静に考えていかないと、基本とする

ところはそれは本当に社会的に弱い立場にある方に視点を当ててと、これはもっともな

話でございます。私が言いたいのは、それは基本でございますけれども、町が大変なダ

メージを受けている場合と、平時で大勢の皆様方が基本的な日常生活が営める場合、こ

れは町として、あるいはそれをつかさどる行政、役場、これがどこまでどういうふうな

形で対忚できるのか。私はよく国なり県なりの方々にお話し申し上げているのは、町が

大変な大きな被害をこうむっている。町全体としてのダメージが非常に大きい。そうい

うときに山元町がどこまで町を挙げてそれに対忚できるカバー力、対忚力あるのかと、

この辺を共通認識にしていきませんと、なかなかお互いの考えがすれ違いに終わってし

まうんじゃないでしょうか。ぜひそういう視点を大事にしていただいていろんな支援制

度なり、マンパワーのご支援も含めてお願いをしたいものだというふうに言ってきてい

るわけでございますが、町の行政におきましても、基本は基本としてきちんと踏まえて

やらなくちゃならないわけでございますけれども、今、膨大な事務事業を抱えている中

で、それが平常時と違ってどこまで対処可能なのか、この辺の関係だろうというふうに

思うところでございます。いずれ、基本は同じ思いだということでございます。 

 ９番（岩佐 豊君）はい、議長。町民が主人公のまちづくり、これは変わらないんですね。こう

いうときにこそ、知恵を出し、やはりまちづくりを推し進めていくのが町長であり、副

町長であり、職員の皆さんなんですよ。今言ったように、きのうからそういった意味で

は皆さん、本当になかなかかみ合わない議論になってしまっている部分もありましたけ

れども、こういうときにこそ、やはり本当に知恵を出し合ってやっていく、こういうと

きだからちょっと今、立場の弱くなった人が尐しは我慢してくださいよというところで

は私はないと思います。これは山元町全体の町民が全体で意識することですけれども、

やはりそういう弱いというか、今、本当に頑張って立ち上がろうとする人たちに、本当
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に被災していない人も同じ思いで当たれば、私はまた違ったような尐しは方向性が出て

くる。大事なことは、まちづくりを進めていくときにはもちろん、町長はじめ執行部で

すよ。そういうときにやはり十分に説明をして、そういう思いがあるんなら十分に説明

をして、ただこうだからああだからじゃなくて十分な説明をして理解をしていただくと

いうことが必要だと思うんです。どうもきのうからのお話を聞いていても、こういうと

きだからこうだからという話にどうも終始しているんで、そうじゃなくて、やはりこん

なときこそ、知恵を出していただきたいと、このように思います。 

      できるだけ本当にくどくならないようにやっていきたいんですが、この２点目につい

ては、先ほど町長から思いを持ってやっていきたいという答えがありましたので、３番

目の県道が従来の路線から花釜と笠野区のちょうど分かれ目あたりですね。そこからこ

れまでの従来の常磐線に上っていくということが説明されています。 

      そこで、説明会でもそこに家のある方でない人です。その方がそこに住まわれる方々

の思いを代弁するというか、やはり被災してもここで頑張ろうという、そういう人たち

にそこの安全を守ってほしいということで、ぜひもう一度考えていただけないかという

お話がありました。 

      私も笠野区に住んでいまして笠野区の駅南のところにはきのう、岩佐哲也議員からも

お話しありましたように、何十軒かがあそこで頑張って住もうという方々がおります。

町から見れば、災害区域にしたわけですからできればそこから移ってほしいという思い

でしょうけれども、やはり愛着のある土地から離れたくない、頑張っていきたいという

方々がおります。そんなときに、ＪＲの安全は守るけど、そこに残った人たちは申しわ

けないけど我慢してねというようなことでは、私はまちづくりは違うと思います。この

県道の今計画されている路線よりも下げて、尐なくとも残された住宅がある東側を通せ

るような考えはどうしても考えられないかどうか。これはきのうから聞いていますから

再度、ここで聞きたいと思います。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。先ほど申しましたように、町としてはいろいろ町民の皆様方の安全・

安心をいろいろ検証した中で、これが最善の考え方ということで県道のルートを設定を

しているところでございますので、それぞれ以前から住んでいた方々の割り切れない、

そしてまた思い、それはそれとしてわかるわけでございますが、町全体としての安全・

安心、将来にわたって尐しでも担保できるようなまちづくりをするという点では、この

ルートで進めさせていただきたいというふうに思ってございます。 

 ９番（岩佐 豊君）はい、議長。危険区域の指定は町がしたわけですよね。残る人は勝手だから

そこにじゃしようがないんだというような町の考えにとられます、私は。チーム山元か

らも外れるような気がします。 

      昨日の同僚議員からのやはりこれまでのずっとお話を聞いていますと、まちづくりを

進める上での町長の姿勢というものが住民本意じゃなくて、やはり自分の考えた、描い

た設計図どおり進めることがまちづくりの重要なところなのかなと私はそういうように

しかとられない。やっぱりもう尐し、今、町民が本当に町長に望んでいるのは、柔軟な

考え方を持った心の広い、温かい寛容さがある、こういうところを今、町民の方々は求

めていると思います。 

      ２３日の町民の方から、ＪＲの土地を買うよりも県道をそのまま行ってかさ上げした

ほうが、買い取りよりもそっちさかさ上げできるんならそっちの方がいいんじゃないで
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すかという声もありました。さらに３メートルでなくて５メートルぐらいかさ上げした

らいいんじゃないかというような声もありました。私はそういう被災した住民の立場に

立った進め方が本当に大事だと思います。もう一度、簡単でいいですからそこ。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。町としては、大きな被災をできるだけ教訓にして次のまちづくりに備

えたいということでさまざまな角度から検証をして危険区域の設定、多重防御の設定と

いうふうなことでいろいろと住民懇談会を重ねて、議会との議論を重ねて今日まで来て、

山元町としての最善の形をこれまでつくり上げてきたというふうに思ってございます。

決して一方的とか、強引にとかというふうなことは私は当たらないんじゃないかという

ふうに思います。 

      すべての皆さんの意向を満足できる計画、考え方、できるんであれば、私も極力それ

に沿いたいというふうに思います。そこには物事には一定の限界というものがございま

す。その限界に極力近づくべく、本当に時間のない中で、町の職員が疲労困ぱいしてい

る中で知恵を絞ってきて町民の皆様方との対話を重ねてここまで来たというふうに理解

しているところでございます。 

 ９番（岩佐 豊君）はい、議長。職員の皆さん、頑張ってきたのは私もわかりますよ、それは。

頑張ってきました。ただ、今、町長が言われるような話ですと、残った人はしようがな

いんだという話ですよ。なぜ県道下げてもう尐し高くして進められないのか、私は本当

に疑問に思いますよ。 

      それで、さらに言えば３メートルから５メートルにしたらどうだという話のときに、

いや、それはシミュレーションの結果、変わりませんよと。私もこれも何度も聞いてい

ます。ただ、それは千年に一度のこの前の津波来たときのシミュレーションですよ。も

っと近く来る、３００年、６００年のもう尐し小さい津波来たときに、５メートルだっ

たら防げる可能性はあると思いますよ。千年に一度に備えるんじゃなく、とりあえずは

近々に備えて後は後々の住民に任せればいいんだと私は思います。最初に路線を移して

しまったら、それは変えることはできませんよ。そういう考え方というのはできないん

でしょうかね。簡単にできるのかできないのか。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。岩佐議員とはこの問題でたびたび議論してきたところでございますが、

安全・安心を後世に委ねろというお話ですけれども、行政をあずかる立場として、やっ

ぱり想定される部分については、限りなく安全・安心を確保するための手だてを尽くす

ということだというふうには思います。ただ、先ほど来からの議論とちょっとかめなく

なる部分、あるかもしれませんけれども、今、考えられる最善の検討方策を重ねながら

結論を導き出しているというふうなことでございますので、これが何百年後、千年後に

来るからいいということでは私は決してないだろうというふうに。同じ危険区域を尐し

でも尐なくするということが我々に課せられた大きな使命、役割なんじゃないかなと

常々思っているところでございます。 

 ９番（岩佐 豊君）はい。そこは全く同じなんですよ。安全・安心な町なんですよ。１種といえ

どもそこに住む人がいるんです。それを守らないで安全・安心、その言葉出したらだめ

だな、私から言ったら。それを守って初めて安全・安心ですよ。 

      それと全く逆の言葉言いますね。どんなに守ったって町で補償するわけでないですか

らね。丘に逃げて例えば大地震来てそこつぶれて、亡くなって補償しますか、津波から

逃げたけど、例えばの話。そういう問題でしょう。ですから、すべて町でできるわけで
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ない。できる可能性のあるところ、今の段階で。町長がみずから言っているんですよ、

安全・安心と。そうしたら、残った人たちの安全・安心を守ることが私はまちづくりの

第一歩だと思いますよ。もう一度。 

 ９番（岩佐 豊君）はい。基本的には防災集団移転事業を活用してやるということは、たびたび

申し上げているとおり、基本的には１種のエリアからできれば全員移転をしてもらいた

いというのが町の基本的な立場でございます。ただ、滞在権、居住権の問題もございま

すので一定の町としてもそうした方々への対忚の限界もございますので、新たに住まい

を建てられる方でなければ、補修修理の程度であればということでございます。その限

りにおいていろいろご不便のところもあるでしょうけれども頑張っていただくというふ

うなことだろうというふうに思います。 

 ９番（岩佐 豊君）はい、議長。堂々めぐりになるんであれですけれども、やはり安全・安心が

第一だと。町長は前の私の何か質問にもそういうふうに答えています。私はこれを軽視

しろとは言いません。ですから、やはり１種でもそうやって残る権利があるんですよ、

やっぱり。そこはそれなりの忚分の安全確保するというのはやっぱりまちづくりですよ。

県道が東に入ったら絶対に東にできないんだと、海でも無理なんだと、そこは。つくら

れないんだったらわかりますよ。そうじゃなくて、尐なくとも家にあるすぐ東側でもい

いです、県道つくるのは。私はそういうことを言っているんですよ。ですから、今言っ

た安全・安心を守るんだったら私はできるような気がします。でも堂々めぐりになるも

ので最後にします。絶対無理ですか、県道下がるのは。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。これまでもここのルートの設定の考え方、シミュレーションに基づい

た考え方を技術的な観点から縷々説明してきたとおりでございますので、この技術的な

観点が改善できない限りは、なかなかこの見直しは難しいものというふうに考えており

ます。 

 ９番（岩佐 豊君）はい。残念ながらかみ合いません。次に移ります。 

      町では何度もお話ししているとおり、コンパクトなまちづくり、３地区ですね。それ

で進めたいと。私たちにも説明があります。ですが、やはり農家の方とか、漁業の方も

多分そうだと思うんですが、やはり特に農家の方はできるだけまとまった農地に近い場

所で生活したいというような考え方が強いです。それで、笠野区もそういう考え方があ

りましてお話をしているはずですが、ただ、先ほど説明あったように、５０戸ぐらいま

とめてくれと。なかなか５０戸、厳しいんですよ。それで、まず、この５０戸集めたと

してこの場所で坪数は農家の方、１００じゃとても足らないんで２００とかなんとかと

言っていますが、そういう用地は可能なんでしょうか、例えば５０戸まとまったときに。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。これにつきましては、担当の震災復興企画課長の方からお答えをさせ

ていただきたいと思います。 

震災復興企画課長（鈴木光晴君）はい。防災集団移転促進事業の制度上は、平均で１００坪という

ような上限と言ってもいいんですけれどもそういった坪数が決めれております。その事

業ではその坪数になりますが、場合によってそれ以上のものを求めたい場合、例えば町

の方で区画整理事業などをあわせまして事業化することによってその区画を捻出して、

その部分をお買い求めいただくことも手法としては考えております。 

 ９番（岩佐 豊君）はい、議長。今、３か所以外にそういう場所に５０戸以上まとまって移れれ

ば最高なんですが、なかなか厳しいような考え、私自身していますので、例えば山下駅
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周辺の一番南側、ちょっとふやしてもらってあの辺に笠野区の農家の方々とか、土地を

尐し多くとりたいという方々があの辺に集合してつくるということはできないんでしょ

うかね、今計画しているところですね。今言った町独自に尐し余分な土地をつくって今

言ったようなことも踏まえて可能なのかどうか。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。これまで進めてきたこの話としては、髙瀬の赤坂地区を念頭に置いた

計画構想というふうなことでございますが、問題は場所を移動してという今のお考えで

ございますので、一定の戸数ということであれば、場所を移るだけの問題でございます

のであとは土地利用の調整が可能であれば、その可能性はあるというふうに思います。 

 ９番（岩佐 豊君）はい。なかなか５０戸というのは厳しいと思うので、今言ったようなことが

可能ならばうまく進むのかなというふうに思います。それで、全く今と逆になりますけ

れども、例えば赤坂地区、５０戸じゃなく例えば３５戸とか３０戸ぐらいでも可能なの

か無理なのか。本来なら５戸以上はのれるはずだと私は思っていますが、３０戸ぐらい

でも可能なのかどうか。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。町としては、この中浜、磯、笠野地区の皆様とのこれまでの話し合い

の中での説明、考え方としては、国の手厚い支援制度を活用してということでございま

すので、コミュニティが持続可能なような、そういうまちづくりなり集団移転でないと

うまくないのかなというふうな思いでご説明を申し上げてきたわけでございます。仮に

１０年、２０年先でそこの持続的な世帯としての利活用が困難になるというふうなこと

では、ちょっといかがなものかなと。仮にそうであっても新たな転入者なりが期待でき

るというふうな、そういう側面でもあれば、それはそれでよろしいのかなという気がす

るんですけれども、いずれにしても貴重な税を活用しての事業でございますので、先々

を見据えた集団移転になることが望ましいのかなというふうな考え方でございます。 

 ９番（岩佐 豊君）はい。わかりました。ちょっと大変申しわけないんですが、確認したかった

のを忘れてしまったので、土地買い取りますね。それで、例えば簡単に言うと、ここが

その地区だとしてまとまってこういうふうに買い取れるわけでないですね。やっぱりそ

こに残る人もいる、畑もある、何もある。ばらばらに買ったときにどういう活用の仕方

をするのか、そこだけ確認して。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。買い取りした後のいずれ町有地になるという前提だと思いますが、町

有地が点在するということでは、全然利用価値がないわけでございますので、これはき

のう来からご説明しておりますとおり、一定の時期に土地を集約するような作業に入ら

なくちゃないということでございますので、要は町有地は町有地として、宅地は宅地と

しての整理をして、整備をして、それを新たな企業誘致、太陽光の基地に例えばすると

か、そういうふうな形、あるいは農地は農地として集約して大規模な営農が可能になる

ような形、そういうふうなことをいずれ考えなくちゃないというふうなことでのスケジ

ュールには入れております。 

 ９番（岩佐 豊君）はい、議長。それはきのう、お話しされたと思います。ただ、そういうふう

に实際に行動に移るまで相当数年たつと思うんですよ。そのときの管理というか、そう

いうことを心配する住民が結構います。その辺をはっきりと町として示しておかないと、

やはりなかなか物事を進めるというのは厳しいのかなという思いがあります。どのよう

な大体スケジュール的な、また今言ったその間の管理の方法ですね、どういうふうにす

るのか。 



- 33 - 

町 長（齋藤俊夫君）はい。いろいろ課題が山積する中で、今ご指摘のいただいた被災宅地、屋敷

の管理、これについては今の段階できちんとご説明できる検討しておりませんが、いず

れ大切な問題でございますのでできるだけ早く方向性をまとめてご説明できるようにし

たいというふうに思います。 

 ９番（岩佐 豊君）はい。いろいろ質問させていただきました。今、本当に町民は、やはり復興

に向けて町の当然リーダーシップ必要ですが、そこには住民に思いをいたした優しい行

政運営というのが必要なので、やはり本当に被災して痛みのある人たちに配慮した優し

い町運営をしていただきたい、このように強く要望して私の質問を終わります。 

議 長（阿部 均君）９番岩佐 豊君の質問を終わります。 

                                            

議 長（阿部 均君）ここで暫時休憩といたします。再開は２時４５分といたします。 

午後２時３６分 休 憩 

                                            

午後２時４５分 再 開 

議 長（阿部 均君）再開します。休憩前に引き続き会議を開きます。 

                                            

議 長（阿部 均君）６番遠藤龍之君の質問を許します。 

      遠藤龍之君、登壇願います。 

 ６番（遠藤龍之君）はい、議長。２０１２年第２回定例会に当たり、町民の皆さんが要望する当

面の諸課題をはじめ、今後のまちづくりにかかわることなど町政全般にわたる一般質問を

行い、地位の所見をお尋ねするものであります。 

      １件目は、放射能汚染対策についてであります。 

      東京第一原発事故から１年３か月余たつのに、広範にまき散らされた放射能の除染等、

それらの対策が思うように進んでおりません。そうした中、放射能への感受性の高い子

供の健康を守ることは山元町にとっても大きな課題となっております。町民の命と健康

を守るために、また町民の被曝等の不安を解消するために、そして食品への安心を得る

ために可能なあらゆる対策が今、町に求められております。 

      そこで、次の点についてお伺いいたします。 

      １点目は、放射能汚染対策の町の方針と实施体制はどうなっているのかについてであ

ります。 

      ２点目は、山元町除染实施計画の具体的な取り組みについてお伺いをいたします。 

      ３点目は、子供の健康調査を行う考えはないか。 

      ４点目、食品の放射能測定の取り組み状況についてお伺いいたします。 

      ５点目は、学校給食の食材用食品放射能測定の实施状況についてお伺いいたします。 

      ６点目は、災害廃棄物の放射能汚染対策の实施状況についてお伺いいたします。 

      ２件目の質問に入ります。２件目の質問は、障害のある子供の福祉制度についてであ

ります。日本の障害を持つ皆さんは身体、知的、精神障害と合わせ約７５０万人、その

うち障害者福祉制度を利用している人は１割にも満たない約６１万人と言われておりま

す。介護保険を利用する人もおりますが、多くの障害者の皆さんは家族によって支えら

れているというのが現状であります。こうした中、障害者自立支援法の改正が行われよ

うとしておりますが、改正によって最も変化するのが障害児の分野と言われております。
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そこで、次の点についてお伺いいたします。 

      １点目は、障害児に対する取り組みの現状と課題についてであります。 

      ２点目は、障害者自立支援法改正に伴う変化、影響をどう見ているかということであ

ります。 

      ３点目は、障害児童数のこの間の推移についてお伺いいたします。 

      ４点目は、障害のある子供の親の現状をどう受け止めているかお伺いいたします。 

      ３件目の質問であります。３件目の質問は、国民健康保険税の引き下げについてであ

ります。大震災から１年３か月を過ぎようとしておりますが、町民、とりわけ被災者の

皆さんの生活再建の取り組みに遅れが見られ暮らしの不安が続いております。そうした

中、９月にはこれまで続いていた国民健康保険税の減免がなくなり被災者の皆さんの負

担ももとに戻り、もともと負担の重かった国民健康保険税の負担はこれまでにも増して

被災者の皆さんにとって暮らしの不安を増大させております。現在、基金高も増加傾向

にあり、町民及び被災者の生活实態に合った基金の活用で国民健康保険税の引き下げを

行い負担軽減を図る考えはないかお伺いいたします。 

      以上、３件を一般質問といたします。 

議 長（阿部 均君）町長齋藤俊夫君、登壇願います。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。遠藤龍之議員のご質問にお答えいたします。 

      大綱第１、放射能汚染対策についての１点目、町の方針と实施体制についてですが、

本町は比較的線量の低い地域とされ、町民の健康に被害を与えるとされる放射線量では

ないものの、多くの方々が日常生活に不安を抱いている状況にあります。 

      このため、町では子供から高齢者の方まで一日でも早い不安の解消を図ることを目的

に、国県等の関係機関の指導を仰ぎながら除染实施計画を策定し、放射性物質の除染作

業を進めていくこととしております。 

      また、放射能対策の实施体制については、本年４月、危機管理室を設置するとともに、

副町長、教育長及び関係各課長等で構成する除染対策連絡調整会議、関係各課等の職員

で構成する除染対策検討会を設け検討、検証を図りながら放射能対策全般に係る対忚、

対策等を講じる体制をとっております。 

      次に、２点目、具体的な取り組みについてですが、先月２４日に法定協議が整い山元

町除染实施計画が承認されたところであり、本計画に基づきこれまでの測定により空間

線量の高い地区で、かつ保育所、幼稚園、小・中学校など子供の生活環境を最優先に取

り組むとしており、除染实施に係る所要の予算案を本定例会にご提案しているところで

あります。 

      次に、３点目、子供の健康調査についてですが、宮城県では昨年１０月に開催された

第１回宮城県健康影響に関する有識者会議での方針を踏まえ、丸森町の筆甫地区と耕野

地区の子供を対象とした甲状腺超音波検査及びホールボディカウンターによる検査を实

施したところであります。これはあくまでも健康調査ではなく安心、不安払拭のための

検査と位置づけ实施されたものであります。 

      まず、甲状腺超音波検査の結果についてですが、検査対象者８３名のうち、６４名が

検査を受けており、精密検査の必要な方はおりませんでした。また、ホールボディカウ

ンターによる内部被曝線量の検査結果につきましては、検査対象者は８８名で、そのう

ち保護者２７名、子供４３名、合計７０名が受けており、受けられた方全員が放射線検
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出限界値未満で検出されずという結果となっております。これらの検査結果をもとに本

年１月２４日開催の第２回宮城県健康影響に関する有識者会議において、改めて健康に

与える影響はないとの結論が確認され、健康調査は实施しないとの方針が決定されたと

ころであります。 

      これらのことから低線量地域とされている本町におきましても、現状では健康への悪

影響は考えられず、健康調査の实施は予定しておりません。 

      次に、４点目、食品放射能測定の实施状況についてですが、町民の食品に対する不安

の解消と安全性の確認を目的に、今月４日から食品放射能測定の实施を開始したところ

であります。これまでの实施状況は、６月１１日現在で予約件数１２０件、測定实施件

数９６件となっております。測定を实施した９６件の内訳については、井戸水３５件、

野菜類５１件、魚類、魚で１件、米７件、果樹２件となっております。その中で放射性

物質、セシウムでございますが、これが検出されたものは１２件で、そのうち野菜類が

１１件、果樹類が１件となっておりますが、いずれも食品中の放射性物質は厚生労働省

の定めた基準以下、１キロぐらい当たり１００ベクレル以下の数値でありました。町と

いたしましては、今後も町民の希望される食品、放射能測定を継続的に实施し、町民の

食に対する不安解消と安全性の確保に努めてまいります。 

      次に、５点目、学校給食の食材用食品放射能測定についてですが、学校給食用食材を

含め一般に流通している食品については、流通前に放射能検査が行われ出荷制限等の措

置がとられることから、一般に流通している食品の安全性は確保されているものと考え

ております。 

      しかし、学校給食に関し、より一層の安全・安心を確保するため町独自の取り組みと

して４月２４日から学校給食食材のサンプル検査を開始したところであります。検査は

給食調理室のある山下第一小学校、坂元中学校及び山下中学校の３施設ごと、毎週火曜

日と木曜日の２回、検査日の翌日使用する食材からそれぞれ２種類を選定して山下中学

校に設置した測定器による事前の検査を实施しております。これまで行ってきた検査の

結果は、厚生労働省が４月１日から新たに設けた基準値に対し、すべて不検出でありま

すことから、安全な給食が提供できているものと考えております。 

      次に、６点目、災害廃棄物の放射能汚染対策についてですが、現在、高瀬字浜砂地内

に設置した２次処理施設において災害廃棄物の処理が進められているところであります。

その処理の進捗状況については、４月に稼働を開始したロータリーキルン炉でこれまで

に約６，０００トンの焼却を行っており、現在、試験運転を行っているストーカー炉も

今月下旪から本格稼働の見込みとなっております。あわせて破砕機によるコンクリート

からの破砕処理や選別機により津波堆積物から廃棄物を取り除く作業なども進められて

おります。 

      これら災害廃棄物の処理における放射能汚染対策についてですが、放射性物質は主に

廃棄物の表面に付着しておりますことから、災害廃棄物の処理施設において焼却前に廃

棄物を洗浄する工程を経ることによって焼却する放射性物質の濃度を低くすることがで

きるとされており、あわせて焼却炉にバグフィルターなどのろ過装置を装着し、排煙処

理を行うことにより放射能に汚染された物質が空気中への放出を抑制し、周辺地域や生

活環境に悪影響を及ぼすことはないと考えております。 

      また、空間線量や有害物質は、処理施設内に設置している自動環境計測システムによ
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って２４時間体制で計測されており、さらに排ガスや焼却灰に含まれる放射性物質につ

いても定期的に専門機関で測定を行い、その結果を県の方ムページで逐次公開されてい

るところであります。 

      本町といたしましては、災害廃棄物の処理状況はもとより、放射性物質の測定結果の

報告を求めながら引き続き周辺地域の環境保全に万全を期してまいります。 

      次に、大綱第２、障害のある子供の福祉制度についての１点目、障害児に対する取り

組みの現状と課題についてですが、障害のある子供や発達に遅れのある子供が自立して

身近な地域で安心した生活をおくるためには、一人一人の多様なニーズに忚じた一貫し

た相談体制の充实と支援が必要であると考えております。 

      本町におきましては、地元で身近に増段できるような体制を検討してきたところであ

り、平成１９年度から社会福祉協議会と連携し、やすらぎ作業所を拠点に県の委託事業

である療育等支援事業に取り組み、障害児の生活状況に忚じた療育相談等の体制の充实

を図るとともに、各種福祉サービスの提供の援助や調整等を行い、障害児及びその家族

の福祉の向上を図ってまいりました。さらに、保育にかける児童についても障害の有無

にかかわらず幼児期から子供同士が交流し、意識上の障壁を解消すべく南保育所におい

て障害児保育を实施しているところであります。 

      今後の課題といたしましては、発達の遅れや障害の早期発見ができる体制の強化、さ

らには発達の遅れや障害が発見された子供と保護者に対し適切な相談や指導、または医

療やサービスが適切に受けられるような支援体制をより一層強化することが必要と考え

ております。今後も幼児期からの相談体制の強化に努め、既存の療育等支援事業との連

携を図り、障害のある子供たち一人一人のニーズに合った体制づくりの強化に努めてま

いります。 

      次に２点目、障害者自立支援法改正に伴う影響についてですが、障害者自立支援法の

抜本的な改正については、いまだ不透明な状況にあり、国県からの法改正の詳しい対忚

等も示されていない状況にあります。現行の障害者自立支援は平成１７年１１月に公布、

平成１８年４月から本格施行という性急な制度改正で、障害状況に忚じた区分の構築、

そして障害者のサービス利用に伴う負担を忚能負担から忚益負担に変えるというもので

ありました。また、本施行後においても改正を重ね、低所得者に対して利用者負担の無

料化など新制度に移行するまでの段階的措置を講じており、本町においてもその都度、

対忚してきたところであります。 

      国が抜本的な見直しに向けて検討を重ねている箇所、障害者総合福祉法の中では、障

害に伴う必要な支援は原則無償化、高額な収入のある者には忚能負担を求めるとしなが

らも、国の本格的な制度改正については先送りとなっている状況となっております。今

後、国の動向を注視しながら具体的な制度改正の内容が固まり次第、福祉サービスを必

要とする障害者に遺漏のないよう対忚してまいりたいと考えております。 

      次に、障害児童数の推移についてですが、本町における過去４年の障害児の手帳保持

状況はほぼ横ばい状況にあります。具体的な人数ですが、平成２０年度では身体障害児

３名、知的障害児３３名、精神障害児ゼロ名の合計３６名から、平成２４年度現在時点

では身体障害児４名、知的障害児３０名、精神障害児２名の合計３６名という状況にな

っております。 

      次に、４点目、障害のある子供の親の状況についてですが、障害のある子供さんを抱



- 37 - 

える保護者の方々については、各種の手続はもとより、お子さまの集団生活や将来的に

どのようなサービスを使っていくかなどさまざまの問題を抱え、日々、ご苦労を重ねて

いるものと考えております。このような保護者が抱える問題を尐しでも解消できるよう

さまざまなケースの橋渡し的な役割を担えるよう相談支援事業者としてやすらぎ作業所

を設置し、困難事例等については会議等を開催するなど町はもとより関係機関との連携

を図ってきたところであります。今後につきましても保護者の現状を把握しつつ、やす

らぎ作業所との連携の強化に努め、相談支援体制をより一層充实していくよう努めてま

いります。 

      次に、大綱第３、国民健康保険税の引き下げについてですが、先の大震災に伴う被災

者に対する医療保険関係の負担軽減策といたしまして、昨年度は年間を通して窓口一部

負担金の免除や国民健康保険税の減免を实施し、被災者への支援措置を講じてきたとこ

ろであります。 

      今年度におきましても、９月までの半年間からでありますが窓口一部負担金の免除措

置を継続することとし、また、国民健康保険税の減免措置につきましても継続して实施

すべく本定例会に国民健康保険税の減免に関する条例を提案しているところでございま

す。 

      お尋ねのありました基金を活用した国民健康保険税の引き下げについてでありますが、

保険財政の安定的な運営を基本に３年間の事業額を算定基礎とした前回の税率改正から

２年間が経過する中、この間における需要实績や社会情勢の変化をとらえ、復興に向か

う今後の国民健康保険運営について基金の活用も視野に入れ検討しているところであり

ます。現在、先の大震災に伴う今後の所得水準の動向や、平成２３年度の決算状況及び

基金残高の最終的な取りまとめを行っているところであり、その現状把握ができ次第、

基金の取り崩しを原資とした税率の引き下げに向けさらに検討してまいります。以上で

ございます。 

 ６番（遠藤龍之君）はい。放射能汚染対策についてお伺いします。町の方針と实施体制というこ

とについてでありますが、方針については後から確認したいと思います。 

      实施体制についてなんですが、答弁の中でこの間、副町長、教育長及び関係各課長等

で構成する除染対策連絡調整会議あるいは職員で構成する除染対策検討会ということを

設け、対忚、対策を講じてきたということでありますが、この間のそれらの实施状況に

ついてお伺いいたします。除染連絡調整会議の方で結構ですので、その辺についてお尋

ねいたします。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。除染対策連絡調整会議の開催状況でございますけれども、昨年の１１

月１１日から都合６回の会議を開催をしてきております。 

 ６番（遠藤龍之君）はい。その前に確認しておかなければならないことがあります。この除染対

策連絡調整会議というのは、あくまでも除染に対してだけの会議なのか、放射能対策、

先ほど町の方針という中で放射能汚染対策、これは全般にわたって聞いているつもりな

んですが、そのうちのこの今言われました除染対策連絡調整会議というのは、あくまで

も除染という枠の中だけでの会議となっているのかどうか、確認したいと思います。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。この問題は大震災と並行して災害対策本部で当初は担ってきた部分で

ございますが、対策本部を１１月の初めに廃止をしたというふうなこともございますが、

それ以降の対忚については、基本的には連絡調整会議まで対忚してきた部分もございま
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すし、このほかにもご案内のとおり、毎週の課長会議等でもいろいろと検討なり情報の

共有に努めてきたというのが状況でございます。 

 ６番（遠藤龍之君）はい。何が聞きたかったのかといいますと、この後に除染計画というのが、

实施計画というのが出てくるわけですが、その前にこの対策会議というのは、この調整

会議というのは、あくまでも放射能汚染全体を対象とした対策、あるいは調整の会議に

なっているのかということの確認ですが、その辺について簡単にお答えいただきたいと

思います。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。基本的には１１月の１０日以降、全体的な形での場面というふうなこ

とで運用してきております。 

 ６番（遠藤龍之君）はい。その中で先ほど６回ほど会議を行ってきたということですが、その内

容についてどのような内容のものが検討されてきたのかお伺いいたします。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。これにつきましては担当の危機管理室長の方からその辺をご説明させ

ていただきたいというふうに思います。 

危機管理室長（佐藤浩二君）はい。お答えさせていただきます。その調整会議の内容でございます

けれども、町長の話にもありましたように、全体的な放射能対策というふうなものにつ

いて検討をさせていただいた内容でございます。除染实施計画の策定もさることながら

食品の検査関係、それから農地等の対策、そういったもろもろの情報を共有し、総合的

に対忚した会議となっております。以上でございます。 

 ６番（遠藤龍之君）はい。そのほかにというか、心配されるようなことが、あるいは町民の皆さ

んが不安に思っていること等があるわけですが、今、食品検査があります。災害廃棄物

処理の件については検討なされたのか、あるいは放射能簡易測定器の貸し出し、これら

のことについてはこれらの会議の中で検討されたかどうかお伺いいたします。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。その都度、ご指摘のような部分についての検討を重ねてきたというふ

うに理解しております。 

 ６番（遠藤龍之君）はい。本当にと言うとうまくないんだけど、そういうことでいいんですね。

後で確認した結果、いや、そんなのしてなかったというようなことがあってはまずいん

で一忚確認しておきます。そういうふうに受け止めました。 

      さらにお伺いするんですが、放射能簡易測定器の貸し出しについてなんですが、この

間の实施状況についてお伺いいたします。 

危機管理室長（佐藤浩二君）はい。それでは、ご質問にお答えさせていただきます。 

      放射能測定器の貸し出しにつきましては、６月１日から開始を始めました。所有台数

は４台でございます。本庁に２台、支所に２台、計４台でございます。きのう現在の貸

し出し件数ですけれども、本庁におきまして１５回、坂元支所において４回、計１９回

となっております。以上でございます。 

 ６番（遠藤龍之君）はい。この放射線量簡易測定機器の貸し出しについては、平成２４年の臨時

議会、２月だったかと思いますが、そこで５２万５，０００円、内容４台という、措置

されて予算化されて、その後、それを買ってしようということになっているわけですが、

この件につきましては、１２月の議会で町長にお尋ねしたところ、町民の貸し出しは簡

単にはしないということですね。その理由については、一般町民に貸し出しすると、い

ろんな操作の関係上、誤った結果を出すとか、それに基づいて風評被害に当たる。そう

いうことで貸し出しは行わないという明確な回答があったわけですが、それからここの
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２月の議会で買うことになってその後の实施ということになるわけですが、その辺の状

況の変化、町長の考えの変化というのはどのような背景の中であったのかお伺いいたし

ます。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。町としてもこの放射能問題につきましては、初めての経験、町民も含

めて地域全体としてこの問題に対する経験なり知識が乏しいということがございました

ので、都合３回にわたる専門家を招聘する中での講演会、そういう中での知識の共有な

り機運の醸成という中で、１２月以降の方針を軌道修正をしてきて今日に至っていると

いう形でご理解を賜ればというふうに思います。 

 ６番（遠藤龍之君）はい。軌道修正したことを否定して質問しているつもりはさらさらないんで

すけれども、もっともっと早目に対忚できなかったかという意味で質問しているんです

が、そして、そういう状況の変化によって当初でなく臨時議会で対忚したと。その対忚

後、今の話を聞きますと、６月１日からの貸し出しということになっているわけですが、

その４か月間、何をなさっていたのか、その検討会議といいますか、調整会議の中での

対忚は、今の話を聞けば、即やっていいはずなんですよ。なぜできなかったのか、やら

なかったのか、この４か月間の空白は何だったのか、その辺についてお伺いします。い

や、やっているならやっているでいいの、姿勢の問題だから。 

危機管理室長（佐藤浩二君）はい。ご質問にお答えいたします。２月から６月１日に至るまでとい

うふうな期間でございますけれども、先ほど町長の懸念されている考え方といいますか、

それが考えて風評被害という言葉が大げさではありますけれども、そういった形に配慮

した形で進んでまいったというふうに考えておりますし、連絡調整会議の中でもあわせ

て除染会議を計画を策定する中でそういったことを逐次確認してまいったというふうに

認識しております。 

 ６番（遠藤龍之君）はい。余り無理して答弁なさる必要ないと思うんですが、といいますのは、

今の答えは全く多分質問の正確な回答になっていないと思います。というのは、何のた

めに臨時議会で買ったのかということなんです。もしそういうことであるならば、当初

でも十分間に合います、あるいは６月でも間に合います。やっぱりその緊急性、必要性

に迫られて、先ほどの町長の話にもありましたように、１２月においてはだめだったの

がもろもろ検討されて、３回のもろもろの講習会とか、そういった中でやはり必要だと

いう大きな状況の変化があって、そしてこういう対忚をしたということなんでしょう。

だったらば、そのためにわざわざ臨時議会で金をつけたんでしょう。もうそうやって貸

し出すなんて難しい話でもないと思いますので、これはすぐに实施されるべきの事業だ

ったのではなかったか。しかも４台もあるんですから、その当時からそういう状況は生

まれていた、要請は。ですから、これも姿勢につながるんですけれども、できなかった

ことはできない、やれなかったことはやれない、いいんです。やっぱりそれをせっかく

この調整連絡会議あるんですから、そういうことならそういうことをもう尐しこの間の

動きを尐し反省するところがあれば反省しながら、よりよくこの４台をもっともっと多

くの人たちに使っていただけるような周知徹底、そういう方向にするべきだと思うんで

すが、その辺の考えについて町長。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。確かに臨時議会での予算措置、その後の具体の貸し出しの期間の枠と

いうことを踏まえれば、今、遠藤議員ご指摘のようなことになるのかなというふうに思

いますが、これは町としても２月から３月にかけてのいろんな問題もありますけれども、
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これは結果としていいわけにならない部分もありますが、もう尐しスピーディーにやれ

ればよかったかなというふうに思います。 

      もう一つ、あえて除染計画に向けての佳境に入っていたという部分もあったのかなと

いうことでございますけれども、いずれ尐し空白期間が生じてしまったということにつ

いては申しわけなく思います。 

 ６番（遠藤龍之君）はい。ぜひスピーディーにこういったものは、せっかく金ついたんですから

素早く対忚していただきたいというふうに思います。 

      引き続き今、实施計画の話が出てきたわけですが、この实施計画の具体的な取り組み

についてということで、これについてはようやく認められて動き始めると、今回の６月

の補正でも予算措置されているということでありますが、この件につきましても、これ

まさに实施計画案なんですね。实施するための計画になっているわけですが、というふ

うに私は受け止めてこれを見ているわけですが、この概要版だけ我々、示されたんです

が、この中で具体的にどういうのというのがなかなか見えてこないということでお尋ね

するわけですが、当然、これは全体の３月議会、その時々の放射能汚染対策にかかわる

町長の説明、報告の中で、これは当初予算３月でもう予算がついて、そして４月１日か

らスタートという、この件については予算はつけられていませんが、計画としては３月

まで計画を立て４月からというような説明は受けておりました。しかし、そうした動き

の中で国との調整がなかなかうまくいかなくて、これは山元町だけではないんですが、

そういう遅れがあってようやく動き始めるということなんですが、何を言いたいのかと

いうのは、これは实施計画なわけですよね。私の頭ではこれが決まれば、そしてこの６

月補正でこれに対する予算も通ればあしたから、あしたからというか、決まった次の日

から当然動いていなければならないというふうな頭で私、聞いているんですが、そうい

う内容の計画になっていたのかどうかということを確認します。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。今、議員言われたように、この国との協議の経緯、若干難航している

と、遅れぎみだということはそれぞれお話は申し上げてきたわけでございますし、この

手のやつは議会も含めまして区長さんなり皆さん方にきちんとご理解いただく中で、手

順を踏まえてやらなくちゃないということで今日まで来たわけでございます。そういう

中で今議会での議決を待ってできるだけ早い機会に实行、实施に移せますように今、鋭

意準備を進めているという状況にあるというふうなことでございます。 

 ６番（遠藤龍之君）はい。具体的な实施スケジュールというものは、今現在、あるのかどうかお

伺いいたします。 

危機管理室長（佐藤浩二君）はい。ご質問にお答えいたします。除染实施計画、５月２４日に承認

受けたわけですけれども、あわせて同時並行的に補助金の交付申請をしているところで

ございます。補助金の交付内示が出ればというふうな手順になってまいりますので、そ

の点をご理解いただきたいと思います。 

 ６番（遠藤龍之君）はい。それはあくまでもこれが認められて、そしてつくかつかないかという

話で、实際にやるんですからもう当然この中に实施スケジュールがあって私はしかるべ

きだと思って、当然だという立場から聞いているんですが、といいますのは、非常に高

いですよね、これを見ていますと。皆さんが出したんですから、０．２３から比べれば、

０．２３以上大したことないという認識であれば、０．３５が大したことない、０．５

が大したことないというふうな受け止め方になるかもわかりませんが、世間一般で言わ
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れているのは、０．２３を超えれば大変だというようなことなんですが、とりわけ施設

の方、公共施設、結構高いですよね、０．４０とか、何か所か集めた中で。平均でも０．

２３超えているのが既にここで示されているんですね。１８施設中、１２施設。その中

でも最高の単位が一番多いところで０．４０、０．４５、０．４１、坂中、ふじ幼稚園

等々が示されているんです、ここで明確に。これを調査したのは相当前の時期だと思う

んですが、このことだけでもうすぐに除染しなくちゃならない。そのための計画なんで

すから。というのは、实施スケジュールというのは当然、これに合わせて、これが通っ

たらばすぐに動けるような体制というのがあってもしかるべきだと思うんですが、これ

も姿勢の問題なんですが、さらにこういったことまで含めて先ほど言った検討会議、調

整会議でも十分な議論がなされて、その結果、今のようなお話しなのかどうか、もしそ

うであれば。ということで、实施スケジュール、できているかどうかということを今、

聞いたんですよ。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。お手元の資料にもあるかと思うんですが、实施計画の中では年度間の

スケジュール、大まかな形でのスケジュールを描いておって、今年度、来年度について

は小さいお子様方が日常的に利用される施設を中心にやりたいと、小学校なり、中学校

だったり、保育所、保育園であったりということでの大くくりのスケジュールは持って

おりまして、この後、早速そういうスケジュールをもとに対忚をしていきたいというふ

うに考えているところでございます。 

 ６番（遠藤龍之君）はい。何月何日に北保育所、６月３１日には山下中学校というようなことま

でお聞きしたんですが、多分今までの話ではそういうスケジュールまではされていない

のかなというふうに、このことについても今、町民の皆さん、大変不安、懸念を抱いて

いる課題であります。その方々にそういう姿でも見せれば、尐しでもその不安が和らぐ

のかなということから考えれば、ぜひこの件についてもスピードアップした事業の展開

を要望といいますか、求めるものであります。 

      次に、食品、放射能測定の取り組み状況についてなんですが、この件については、そ

の前に子供の健康調査ですね、このことついてはやらないという明確なお答えがござい

ました。そのもとになったのは丸森町の検査結果ということなんですが、丸森町の検査

の条件といいますか、どういう条件のもとでここではこうなされたのか。例えばマイク

ロシーベルトが何以上の地域、非常に高いとか低いとか、その辺の数値によって対忚し

たのかどうか。もしそういうことであれば、どの範囲で必要だということで丸森町では

やったのかどうかお伺いいたします。 

保健福祉課長（渡邊隆弘君）はい。すみません。ちょっとお待ちください。時間尐々いただいてよ

ろしいでしょうか。 

                                            

議 長（阿部 均君）ここで暫時休憩といたします。再開は３時４０分といたします。 

午後３時３５分 休 憩 

                                            

午後３時４２分 再 開 

議 長（阿部 均君）再開します。休憩前に引き続き会議を開きます。 

                                            

議 長（阿部 均君）保健福祉課長渡邊隆弘君、答弁願います。 
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保健福祉課長（渡邊隆弘君）はい。大変失礼いたしました。県の有識者会議の資料の方からの説明

になるんですけれども、健康への不安払拭のために健康調査の实施につきましては、仙

南地域の市町村及び住民からの要望や県議会からの指摘があることから、行政として県

民の健康不安の払拭のため、健康には影響がないという事实を確認する検査を文部科学

省の公表データ等から判断し、県南の他の地域より空間線量が比較的高い丸森町の２地

区において实施したいとの申し出があり、有識者会議で了承し、丸森の筆甫小学校、耕

野小学校の方の２地区で实施するということになったものでございます。 

      ちなみにそのときの線量ということでございますけれども、それにつきましては、耕

野小学校が４．１マイクロシーベルト毎時、筆甫小学校につきましては２．８マイクロ

シーベルト毎時というふうな結果になっております。 

 ６番（遠藤龍之君）はい。大分レベルが違うということがわかりました。 

      次に、４点目の食品放射能の实施状況についてですが、先ほどもろもろ数字を示して

いただきましたが、ちなみにその検出されたもののうちの数値について、高かったもの

について１００ベクレル以下だということではありますが、その中での高かった数値に

ついてお伺いいたします。 

町民生活課長（佐藤澄三郎君）はい。先ほど町長がお答えいたしましたが、９６件検査をいたしま

してセシウムが検出されたものが１２件でございます。その中で一番高かったものとい

うことでございますが、品物で申しますと、梅干しが１００ベクレル以下ではございま

すが一番高かった数値のものでございます。 

 ６番（遠藤龍之君）はい。梅干しが何ベクレルあったのかというところまで示していただきたか

ったわけですが、時間もありませんので次に移ります。 

      学校給食の件についてなんですが、詳しい説明いただいたわけですが、結果、１学校

１施設で週に何回やられるのかなということをお尋ねいたします。 

教育長（森 憲一君）はい。お答えいたします。現在、この学校給食の食材の検査につきましては、

機械そのものは山下中学校の体育館に設置をしてございます。そこに週２回、先ほど町

長の方から答弁をいたしました毎週火曜日と木曜日の２回、食材をそれぞれ山下第一小

学校、坂元中学校、山下中学校のそれぞれの学校給食の施設から２種類ずつを選定をし

て検査を实施しております。 

 ６番（遠藤龍之君）はい。わかりました。結局１施設週に２回ということですね。はい、わかり

ました。 

      ６点目の災害廃棄物の放射能汚染対策についてでありますが、いろいろな形で業者が

中心となって線量検査しているということでありますが、町がたまにやってみるという

考えはないかお伺いします。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。基本的には先ほどご説明させていただいたように、それぞれ手分けし

まして施設であったり、県の方であったりというふうなことでございますが、町の方と

しても定点観測をする方向で取り組んでまいりたいというふうに考えております。 

 ６番（遠藤龍之君）はい。確認なんですが、これは災害廃棄物処理のことを言っているんですか

らね。わかりました。町でも行う考えはあるということですね。はい、わかりました。 

      次に、２件目の質問に入ります。障害のある子供たちの福祉制度ということについて

でありますが、１点目の障害児に対する取り組みの状況あるいは課題はという点であり

ますが、先ほどの答弁いただきました。その中で療育相談等の体制の充实を図るととも
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に、各種サービスの提供の援助調整云々ということで事業展開しているということであ

りますが、具体的にどのようなサービス、挙げていただければどのようなサービスの内

容になっているのかお伺いいたします。 

保健福祉課長（渡邊隆弘君）はい、議長。主なサービスといたしましては、自立支援、医療、それ

から短期入所、児童デイ・サービス、それから日中一時支援というふうなものが代表的

なものとして挙げられるかというふうに思います。 

 ６番（遠藤龍之君）はい。それらのサービスを提供している施設というのは町内にあるのか、あ

ればどこという質問です。 

保健福祉課長（渡邊隆弘君）はい、議長。この中で町内にあるというふうなものにつきましては、

短期入所ということで宮城病院さんなんかは登録してあるというところでございますし、

日中一時支援も同じですね、宮城病院がございます。そのほかにつきましては町外とい

うふうな形になってまいります。 

 ６番（遠藤龍之君）はい。このような实施状況について町では今の話でありますが实施状況につ

いてまで把握しておられるのかどうか、今、一時、短期入所、日中一時支援等々述べら

れましたが、その辺、そういった施設で实施されているとは思いますが、その辺の实施

状況について、あるいは町外の施設という話もありましたが、その辺での实施状況につ

いて、利用状況についてつかんでおられるならばお伺いいたします。 

保健福祉課長（渡邊隆弘君）はい、議長。实施の状況といいますと、利用者がいるかどうかという

ふうなところでの調べについてでございますのでご紹介申し上げたいというふうに思い

ます。短期入所あたりですと、町外になりますが２施設、それから児童デイ・サービス

ですと３施設、日中一時支援で１施設は实施の实績があるということになっております。 

 ６番（遠藤龍之君）はい。そうした町外の施設で一番遠いところはどこの施設でしょうか。 

保健福祉課長（渡邊隆弘君）はい、議長。仙台市というふうなことになるかと思います。以上です。 

 ６番（遠藤龍之君）はい。その際の移動というのは、だれが行うのでしょうか。 

保健福祉課長（渡邊隆弘君）はい、議長。仙台市のこの施設を見ますと、たしかこのケースにつき

ましては親の方が送り迎えにしているというふうにとらえております。以上です。 

 ６番（遠藤龍之君）はい。家族での対忚ということになるわけですね。わかりました、状況につ

きましては。 

      それから、先ほどの説明の中でやすらぎ作業所拠点という説明がありましたが、ここ

での中心に、核となっているのかな、地域活動支援センターですよね、ここでやってい

るのは。その辺の活動状況についてお伺いいたします。 

保健福祉課長（渡邊隆弘君）はい、議長。その活動内容等についてはどのように説明すればという

ところなんですけれども、そもそも支援センターの業務内容というふうなことでまずご

説明申し上げたいと思うわけですけれども、地域生活支援事業といたしまして日中活動

の支援、あるいは地域の交流というふうなことに主眼を置きながらやっております。そ

の中でも相談支援というふうなものに力を入れながらというところですね。さらに県の

方からも、先ほども町長の答弁にもございましたが、障害者等療育支援事業というふう

な委託なんかも受けておりまして、そういった事業なんかを中心に行っているというこ

とになります。やすらぎ作業所というふうな名称でございますので、作業所としまして

は１０名ほどの登録があるというふうなことになります。以上です。 

 ６番（遠藤龍之君）はい。この地域活動支援センターというものについては、町が条例を出して
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いてそれに基づいて活動がされているというふうに理解するわけですが、その設置目的

といいますか、そして今言われたような障害者及び障害児の皆さんの日常生活の支援、

相談、創作活動、地域交流を行うというようなことで設置目的で示されているようであ

りますが、この地域活動支援センターと町とのかかわりというのはどのように理解すれ

ばいいのか、受け止めればいいのか、町長にお尋ねいたします。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。町の方として社協の方に業務を委託しているというふうなことで連携

をとりながらというふうなことでございます。 

 ６番（遠藤龍之君）はい。その連携をとる際に取り決め等々というのはあるのかどうかお伺いい

たします。 

保健福祉課長（渡邊隆弘君）はい、議長。やすらぎ作業所につきましては、先般、承認もいただき

ました町の指定管理を受託していただいている施設でございまして、定期的な連絡等、

ケースの会議とか、そういったものについて連絡調整を図っているというようなところ

でございます。 

 ６番（遠藤龍之君）はい。どういう形で連絡調整あるいは方針の徹底といいますか、されている

のかお伺いいたします。 

保健福祉課長（渡邊隆弘君）はい、議長。業務の内容等につきましてはいろいろ協定書なりなんな

りで結んでいる基本的な部分もございますけれども、具体的なことについては一つの指

導に当たる指導員、それから相談員の方とか、それから直接こちらの方の障害を担当す

る職員というものでお互いに連絡調整を図っているというふうな状況でございます。以

上です。 

 ６番（遠藤龍之君）はい。山元町のこうした障害者対策に対しての方針のもとになっているのは

何なんでしょうか。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。それぞれ福祉制度に基づく制度がございますので、その制度に基づい

て基本的に实行をしているというふうなことでございますし、一つ一つについてはそれ

ぞれ指定管理制度であったりというふうな形で具体の運用を図るというふうなのが基本

になっているというふうに理解をしております。 

 ６番（遠藤龍之君）はい。非常に抽象的な答えでわからないんですが、山元町には山元町障害者

計画、障害福祉計画とあるんですが、ご存じですか、町長。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。大変抽象的なお話で恐縮でございましたけれども、介護保険もしかり、

ご指摘の部分も含めすべて福祉制度という大きな枠組みの中でそれぞれ計画があって、

それに基づいて執行されるというふうなことでそういうものがつくられているというふ

うに理解しております。 

 ６番（遠藤龍之君）はい。これの期限はいつになっていますか。町長に聞いているの。あんたが

最後まで答えるんだったらあんたでいいよ。 

保健福祉課長（渡邊隆弘君）はい、議長。障害者計画の年限につきましては３年間ということなん

ですが、实は平成２３年度末で切れている状況でございますが、特例により１年間延長

するということが国から示されているところでございます。 

 ６番（遠藤龍之君）はい。延長というのは、いろいろこういった大震災を受けてということで、

総合計画等々、そういう背景があってのことなんですが、これがこの活動の事業の基本

になっているんですよね。それで、何で確認したかというと、今回この後も出てくるん

ですが、障害者自立支援法というのが大きく変わるんですね。それはもうずっと１年間、
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取りざたされているんです。これもさっきの除染計画のときと同じ理屈なんですが、も

う既に山元町としては、現場としてはこれは期限切れるのはわかっているんですから、

やっぱりもうそのことについて動いていなくちゃならないのではないかということから

確認の意味で聞いていたわけなんですが、そして、きょう取り上げるのは障害児に対し

ての取り決めなんですが、障害児のことが余り載っていないんですよ。その後、確認す

る、先ほどの答弁にもありましたが、障害児童数の推移というのが３６名で横ばい、し

かし、これを見ると２７名、２５名とか、これは３年前、４年前のものなんですが、明

らかに１７年度で２７名ですか、そこで５、６年、４、５年、１０名はもうふえている。

そして、今後、それはふえている背景は尐子化の中で实質はふえているということなん

ですね。ということから見ると、今後、ますますこうした事業を求める方々がふえてく

るのかなというふうに言われるわけですが、そういう意味でも非常に大切な計画になる

のではないかということから確認をしたわけですが、そういう状況にあるということは

わかりました。そして、非常に重要な計画ですからね、本当に真剣になって、さらに今

後策定する場合にそうした態度で進めていただきたいというふうに思います。 

      そしてまた、話は戻るわけですが、地域活動支援センター、やすらぎ作業所でやって

いる、その辺の体制が今、そういう状況にある中で本当に町の責任として本来やらなく

ちゃならない事業ですよね。それをお願いして实際にやってもらっているというときに、

方針が余り明確に示されていないという中で、实際に現場の人たちは何を指針にやろう

としているのか、あるいはやっているのか、非常にその辺が見えてきません。その辺が

町としてつかんでいるならば、今後の施策を充实させていく上で参考にはなるかと思い

ますが、その辺も今の時点では見えていないわけですが、その辺の現状、状況について

どのような認識を持っておられるかお伺いいたします。 

保健福祉課長（渡邊隆弘君）はい、議長。震災ということもあるわけでございますけれども、やは

り施設につきましてもいろいろボランティアの数でありますとか、そこに携わる人間と

いうものにつきまして、非常に厳しい人材不足という状況になっているかと思います。

職員についても被災に遭ったものもいるというふうに聞いてございます。やはりここに

つきましても体制整備といいますか、障害児の方々の相談、悩みというものを受け入れ

る体制につきましては充实を図っていかなければならないと。さらに、町との連携、管

理課との連携というものをもっともっとお互いの力を相乗効果で力を発揮していかなけ

ればならないと思っております。 

 ６番（遠藤龍之君）はい。そうした現場の声をしっかりと町長に届けて、そして町のしっかりと

した方針をつくっていただきたいというふうに、そうもいかないんですが、現状をよく

把握してぜひ充实した内容の計画にしていただきたいということをこれについては求め

ます。 

      さらに、实はさっき言った障害者自立支援法の変更、変化によって最も大きい変化を

示しているのが障害児の分野が大きく変更するというふうに今、示されているんですね。

これもデイ・サービス、先ほど通所サービス、そういったのが児童福祉法に戻る。その

中で対忚されるということとか、いろいろ中身、変化するんです。そして、そういう情

報は、当然、手元に届いてなくてもマスコミ等々でそれは流されているのかなというこ

とがあります。言われている方針はいいんですが、入所サービスとか通所とか。ところ

が、介護保険と一緒で利用するときに施設がないというような現实があるんですね。で
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すから、しかし、責任を持つのは町だと思うんですけれども、そういった際にそういっ

たことも含めた、また戻りますが、こういった計画をつくっていかなくちゃならないの

ではないかというふうに受け止めているわけですが、とりあえずその部分についてこの

姿勢について町長にお伺いします。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。基本的にご指摘のような施設整備あるいはサービス体制の充实を対忚

していかなくちゃならないという状況でございますけれども、具体のさまざまな必要な

施設整備をそれぞれの自治体が完結的というのもなかなか厳しい状況にございますので、

これは周辺の市町村との機能分担を図りながらできるだけ家庭の、親御様のご負担を軽

減できるような形での体制づくりを引き続き進めていく必要があるというふうに考えて

いるところでございます。 

 ６番（遠藤龍之君）はい。今、これが終わったというんですが思い出したんで質問させていただ

くんですが、ここには非常に重要な内容が盛り込まれているんですね。例えば緊急時災

害時の安全と安心の確保ということで、災害時における要援護者の支援体制づくりに取

り組む必要があるということで、もう既にこれは１８年から２１年までなのかな、そう

ですね、１９年から。中でもう既に示しているですね。そういうふうな体制があの場面

で大変だったということはありますが、やっぱりなかったというのが一部から聞こえて

きました。これは世間でも言われていることなんですが、非常に言いづらい話なんです

が、災害時ですね、仮設に入ることができなかった、民間借り上げしてくださいという

ようなことがあったという話、これはここで確認しません。しかし、世間の話を聞くと、

どうも障害、とりわけ児ですかね、その方面のところでは問題にされているようであり

ます。そして、山元町にも、これは私、１件しか聞かないんですがそういう話があった

ということだけを申し伝えておきます。ですから、それにもまして今度はこれをつくっ

たら实践できる、实施できる、本当にこれを宝にしてやる必要があるのかなということ

だけを指摘しておきます。 

      あと、最後ですが、気になるわけですが、親の願いですね、非常に切实な願いがあり

ます。そこで訴えられているのは、さっき言った短期入所、一時、これは障害児に対し

てですからね。そういったリフレッシュタイムといいますか、ずっと一緒にいるわけで

すよね。なかなか気が休めないという、そんな状況の中で一時的でもいいから本当に預

かっていただけるところがあれば、親もリフレッシュできるというふうな施設をぜひ、

ここが一番なんでしょうけれども、利用しやすい状況、環境をつくっていただきたいと

いうような要望がありますが、それに対して町としてはどのようにその辺の要望を受け

止めるか、町長にお伺いします。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。確かに大変にご苦労されているご家族の皆さんの安らぎを確保するよ

うな場面、これは大事なことかなと思っております。例えば日中の一時支援といいます

か、デイ・サービス的な形での体制を強化することによって一時でも親御さんが保護者

としての立場での時間を解放されるというふうな、そういう機会を確保できるような充

实施策が必要かなと思うところでございます。 

 ６番（遠藤龍之君）はい。ぜひそういう立場で進めていっていただきたいということを求めて、

３件目の国民健康保険税の引き下げについて質問いたします。 

      先ほどの答弁では、非常に前向きな、あるいは積極的な答弁であったのかなと受け止

めております。一忚確認するわけですが、答えられなければいいんですが、さらに検討
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してまいりますと、最後に引き下げに向けということで、これは内容はどうあれ、今年

度中といいますか、来年度に向けてというふうな、時期的にそういう受け止めていいの

かどうか確認します。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。この基金を活用した国民健康保険税の関係については、来年度から新

たな税率でスタートできればという考えのもとに、既に改正に向けた作業の取り組みを

指示している状況でございます。 

 ６番（遠藤龍之君）はい。これまた前向き、来年度には实現するのかなというふうに受け止めま

した。 

      そして、今、その作業に向けてその状況に入っているということですが、その際に、

实は今度はそこまで行ったんですから非常に評価しているわけですが、さらにその内容

についてどの程度の引き下げになるのかということについてなんですが、これはあくま

で参考として聞いていただいていいです。 

      私は、正直言わせてもらうと億の単位で基金を活用できるのかなというふうに考えて

いるわけですが、私の調査した結果では、今現時点で、あるいは年度末で基金は多分３

億前後、これは最終的に２３年度の決算で、現時点で決まるわけなんですが、勝手にそ

ういうふうに見ているわけですが、じゃ本当に３億が必要なのかどうかということでい

きますと、とりあえずこの間の基金の当初繰り入れと最終的な取り崩し額についてちょ

っと見てみたんですが、この数年だけを見るならば、当初繰り入れ４，６００万円、あ

と２３年の１億７，０００なんですけれどもこれは全く度外視ですね、ああいう状況で。

そして、今年度が５，０００万円、２３年度もこの流れでいくと、４、５千万円の繰り

入れで、その前に基金がいっぱい当時はありましたからね、その時分に。そして結果、

取り崩し額、最終結果ですね、平成２２年度は２３９万５，０００円だけで終わったと、

取り崩し額。そして、２３年度、今この間の推移でいくならば２，０００万円程度で取

り崩し額、決算もう出ていると思うんですが。そうすると、この数年間については当初、

何ぼ金残しておけばというと、４，０００万円から５，０００万円残しておけばいいと

いう、そういう見方ができる。 

      それから、基金の流れからいいますと、基金は本当にあの日だけだったんです、あの

年だけ尐なくなったのはなぜなのかというのは、非常にこれは運営上、ちょっとどこか

にあったのかなというふうな推測がされるわけですが、あのときというのは値上げをす

る前、決算年度末９，６００万円、そのほかは軒並み３億から２億、最低でも１億６，

０００万円という基金の保有高なんです。先ほど言った５，０００万円程度は当初でど

うしても尐なくても必要だと。それが数値になるのかなと。これはあくまでも参考です、

後ろで笑っている人もいるけれども、それは参考的に聞いていただければと思うんです

が、そしてあとさらに、余りこういう話を蒸し返すと気分悪くなるかもわからないので

やわらかく話をしたいと思うんですが、県で示したガイドライン、あれは明確に、今、

全然やっていませんからね。あくまでも問い合わせがあったときに、きのう、きょう、

問い合わせしたときに、それは目安として言っているということはあるかもしれません

が、県の方針としては全くなっていません。一時期は文書で回答、それは平成１５、６

年で終わって、あとは国もあわせてあったわけなんですが、それでやっぱり本県はない

とわかっている点もそういう方向転換といいますか、その辺についてはきつく言わなく

なったということだと、きつくというか、明確に示さなくなったのかなというふうに思
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うわけですが、としますと、尐なくともここ財政上の金の流れ、あるいは保有高等を見

るならば、十分に億の単位は、こんなことを言うとあれなんですが、私は２億は使える

のかなと勝手に思っているわけですが、その辺はいいです、その辺はいいですけれども、

私はそれでも十分、国民健康保険財政はこの間、安定な運営は可能かなというふうに金

の流れから見ていますが、その辺を踏まえてといいますか、こういう話もあるんだが、

その辺について町長、どう受け止められるか。そして、それを受け止められるかでいい

ですね、とりあえず。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。具体の国民健康保険税に向けた考え方といたしましては、保険者の立

場からしますと、下げるのは簡単ですけれども余り下げたり上げたり、特に上げたりは

なかなか町民の立場を考えますと、つらい話でございますので極力そういう形でない保

健財政の運営を基本にしなくちゃないのかなというふうには思っております。 

      いずれご指摘ありましたように、一つの国なり県の保険財政運営の目安、これはやっ

ぱり一定のものは持ち合わせていませんと、秩序を維持するというふうな上では多尐古

い考え方であっても一定のものはよりどころにしていきたいなというふうに思います。

いずれその考えをうちの町に当てはめた場合、今回の被災の状況での町民の皆様の生活

の实態とか、保険財政運営の安定的な運営というふうな、この辺をにらみながらガイド

ラインに拘泥することなく対忚できるものは対忚をしていければなというふうに思いま

すし、これからの要所要所での検討の考え方につきましては、議会の方ともいろいろご

相談をさせていただきながら最終的なまとめをしていければというふうに思います。 

 ６番（遠藤龍之君）はい。もう一つ、参考にする必要もないんですけれども、単年度収支で見て

も、これは全く借りたりなんなりというのがない収支ですね。でも、この間大体２，０

００万円ぐらいの赤か、黒かだけなんです、实は。単年度だけを考えると。何で動いて

きたかというと、基金から借り入れて、当初。結果やっていくうちに結局残ってまた基

金に戻す。そういう繰り返し、だから単年度収支だけを見れば、健全と言って２，００

０万円くらいですから、十何億の世界で２，０００万円くらいですから健全と言っても

いいのかなというふうに、と言わなくても人から責められるような内容ではないなと。

实はそういう健全運営を国民健康保険はやっているんです。ただ、その時々の金の動か

し方が不安で基金を多く持っているということだと思うんです。そういうことも含めて、

参考にしてぜひ本当に国民健康保険の世帯者の、あるいは被災者の生活の实態に見合っ

た引き下げをぜひ検討されたいということを求めます。最終的にその辺の姿勢、取り組

みについてお願いします。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。縷々ご意見、ご提案もいただきましたので、その辺を十分踏まえ、ま

た先ほど申し上げましたように、要所要所で議会の皆様方の全体の意見も賜りながら来

年度に向けて作業を進めてまいりたいというふうに思います。 

      それから、先ほど遠藤議員から放射能の問題についてご質問いただいたわけでござい

ますが、この機会にちょっと時間をおかりしまして、实は文部科学省が仮設庁舎の東側

に設置しておりますモニタリングポスト、これの絡み、ちょっとだけ触れさせていただ

きたいんですが、实はこれは定時情報、定点情報として毎日、マスコミの方に紹介され

る測定ポイントになっているわけでございますが、最近ですと０．０５なり、０．０６

マイクロシーベルトという値がございまして、町全体として、例えばお隣よりもちょっ

と低いんだがどうなっているんだというような問い合わせ等もあるわけでございます。
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その辺の問題もこの機会に解消しなくちゃないなというふうなことで先般から文部科学

省と調整しておりました。ようやくこの不自然さを解消できるめどが立ちましたので、

順調にいけば今月末までに皆さんにおおむね町の平均的な感じとしてとらえてもらえる

ような形の移設、この工事を進めたいというふうに思っておりますのでご報告させてい

ただきたいと思います。 

議 長（阿部 均君）６番遠藤龍之君の質問を終わります。 

                                              

議 長（阿部 均君）ここで暫時休憩といたします。再開は４時３５分といたします。 

午後４時２３分 休 憩 

                                            

午後４時３５分 再 開 

議 長（阿部 均君）再開いたします。休憩前に引き続き会議を開きます。 

      本日の会議時間は議事の都合によりあらかじめ延長いたします。 

                                            

議 長（阿部 均君）１０番岩佐 隆君の質問を許します。 

      岩佐 隆君、登壇願います。 

１０番（岩佐 隆君）はい、議長、１０番です。 

      ２０１２年第２回議会定例会におきまして、被災者支援対策について、震災復興計画

について、大綱２件８項目の観点から一般質問します。 

      まず初めに、大綱１件目の被災者支援対策についてであります。 

      東日本大震災から１年３か月が過ぎましたが、被災された皆様も尐し落ち着きを取り

戻しつつありますが、仮設住宅に住みながらも今後の住まいの確保、定住化できる用地

の確保、生活基盤の確立や健康面、心のケアの対忚、被災者の皆様はいろいろな思いを

持ち震災から日々の生活を送っているものと思います。 

      そのようなことから、皆様の支援については多岐にわたる支援が望まれているところ

であります。震災直後は食べ物、ガソリンがないということで食料、日用品等の生活物

資の確保や生活拠点の確保が緊急的な課題となり、必要な物資の確保を図りながら一日

一日進んできたものと思われます。 

      あれから１年以上たち、本町も忚急仮設住宅１３０戸、県による民間借上賃貸住宅の

借り上げ７００、被災住宅の再建、補償などの各住宅支援、忚急仮設住宅支援の対策に

より安定した生活を確保できるようになってきた部分もございます。住宅の復興につい

ては、災害公営住宅を中心とする公的住宅供給を進めながら集団移転事業により用地の

確保、住宅建設により被災したニーズに対忚する住宅の確保につなげていく必要があり

ます。また、住宅修理や新たに家を建てる場合でも住宅金融支援機構が行う災害復興住

宅融資を活用することで住宅の再建を支援していくことが必要であると思います。 

      さらに被災者の生活相談や心のケア、資金面での支援や仮設住宅での要望、修理、保

健衛生の向上などの幅広い被災者支援を行っていく必要があります。今後は被災された

皆様が自立できるためにはどのような行政での支援が必要なのかを考えていくのが重要

な課題であるかと思われます。 

      そこで、本町でも４月から組織を再編して新たに被災者支援室を立ち上げました。こ

れから被災者支援の充实に向けてどのような支援対策を講じていくのか。 



- 50 - 

      大綱１件目の被災者支援対策について５項目についてお伺いします。 

      ⑴被災者生活再建制度災害弔慰金・負傷・損害見舞金の支給件数と支給額、災害援護

資金・生活復興支援資金の利用状況についてお伺いします。 

      ⑵仮設住宅の修理状況と対忚について。 

      ⑶仮設住宅の下水道利用世帯と合併浄化槽世帯の世帯数と料金格差への対忚策につい

て。 

      ⑷義援金の誤支給の対忚と対策について。 

      ⑸今後の被災者支援の充实に向けた支援対策について。 

      以上、大綱１件目の５項目について伺います。 

      次に、大綱２件目の震災復興計画のうち、防災力向上プロジェクトについてお伺いし

ます。 

      平成２３年３月１１日に発生した東日本大震災は、日本観測史上最大のマグニチュー

ド９．０を記録した地震と大津波により、かけがえのない尊い生命と財産、これまで築

き上げてきた文化的財産をも奪い去るとともに、住宅、農水作業施設、交通網、行政機

能など広範囲、多岐にわたり地域の社会的機能が壊滅的となり、社会的、経済的活動に

甚大な被害をもたらしました。 

      本町でもこの地震と大津波により６３２名の尊い命が奪われて、４，３３８棟の住宅

の全半壊、一部損壊があり、本町の公共施設や道路、防潮堤などの社会インフラ、農業・

水産施設を含め大きな被害を受けました。 

      そこで、今回の大震災の猛威や体験を教訓としてハード面では防災施設の復旧や国の

事業での防潮堤の復旧、防災緑地帯整備や緊急避難施設整備、２線堤、３線堤となる道

路の整備、避難路としての東西道路の整備等により町の安全性を高めるとともに、ソフ

ト面では住民による自主防災組織の再編、活動の充实や被災時にも利用可能な情報伝達

システムの再構築、地域防災計画の見直し等のハードとソフトのバランスのよい防災体

制の整備をしていく必要があると思われます。 

      また、被災体験を後世に語り継ぎ教訓として生かしていくためには、小・中学校や生

涯学習における防災教育や防災意識向上に向けた取り組みも災害に強く安全・安心に暮

らせるまちづくりには最も重要な部分ではないかと思います。震災復興計画の重点プロ

ジェクトの防災力向上プロジェクトとして９事業で安全・安心な地域社会の实現に向け

ての計画がスタートしております。 

      大綱２件目の防災力向上プロジェクト９事業と今後の防災体制の整備について３項目

にわたりお伺いをします。 

      ⑴各９事業の現状と進捗について。 

      ⑵防災訓練の实施の考え方と防災教育と防災意識向上に向けた取り組みは。 

      ⑶消防防災機能の充实と防災体制の整備について。 

      以上、大綱２件８項目にわたり一般質問とさせていただきます。 

議 長（阿部 均君）町長齋藤俊夫君、登壇願います。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。岩佐 隆議員のご質問にお答えいたします。 

      大綱第１、被災者支援対策についての１点目、被災者生活再建支援制度など各種支援

制度の利用状況についてですが、被災者生活再建支援制度については、住居の被害程度

等に忚じて支給する基礎支援金が対象者２，９９１件で、現時点での支給件数が２，６
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１６件、支給総額が２２億５，８１０万円となっております。また、住宅の再建方法に

忚じ支給する加算支援金は８６１件で、支給額が１０億８，６７０万円となっておりま

す。 

      災害弔慰金は、震災により死亡された方で本町に住所を有している方のご遺族に対し

支給するもので、支給対象者５７６名、うち支給件数が５６６名で、支給総額が１７億

１，０００万円となっております。 

      負傷損害見舞金はこの震災により負傷し、療養期間によって支給される制度で、９件

２０万円支給しており、損害見舞金は住宅が半壊以上の世帯に対し、延べ３，２５８件、

１億４，７３３万３，０００円を支給しております。 

      災害援護資金は震災により負傷または住居、家財に損害を与えた方に対し、生活再建

に必要な資金の貸し付けを行う制度で、貸付件数は９０件、２億１，５５０万円であり

ます。 

      なお、生活復興支援資金に関しては、社会福祉協議会が被災した低所得世帯に当面の

生活に必要な費用の貸し付けを行う制度となりますが、現在までの利用状況は１件、８

５万円となっております。 

      次に、仮設住宅の修理状況と対忚についてですが、入居者の方からの連絡を受け町の

職員が直接対忚するほか、修理箇所の状況により県のプレハブ協会等に依頼して対忚す

ることとしております。今年度に入ってからの県プレハブ協会等に依頼した件数は４月

から６月１２日までで７５件あり、主な修理内容は風除室の雤漏りやアコーディオンカ

ーテンの修理となっております。なお、その修理の内容によっては有償となる場合もあ

り、県から示された統一基準に基づき個別に対忚しているところであります。 

      次に、３点目、仮設住宅の下水道と合併浄化槽の利用世帯数と料金格差についてです

が、旧坂元中学校、町民グラウンド、町民グラウンド北、ナガワ仙台工場内の仮設住宅

３８７世帯については、下水道区域内に建設していることから下水道の使用料をご負担

いただいております。下水道の区域外に建設したその他の仮設住宅６４３世帯は、住宅

の敷地内に共同処理を行う合併浄化槽を設置いたしております。その保守点検等に係る

費用については県から交付される忚急仮設住宅共同施設維持管理等補助金を充当できる

ことから、個人負担ではなく補助金で対忚してきております。ご指摘の料金格差につい

ては、震災直後の混乱期において被災者が一日でも早く仮設住宅に入居できるよう用地

の確保や建設に取り組んできたことから、すべての仮設住宅を同一規格、同一条件とし

ていくことができなかったことに起因するものであります。 

      なお、今後の下水道及び合併浄化槽の取り扱いにつきましては、不公平の是正の観点

からも他の自治体の例も参考にしながら検討してまいりたいと考えております。 

      次に、４点目、義援金の誤支給の対忚についてですが、６月７日付の新聞でも報道さ

れるなど、被災者の方々をはじめ、義援金のご支援を賜りました全国の皆様に対しまし

ても、このように誤った事務処理となりましたこと、大変申しわけなくこの場をおかり

し、心よりおわび申し上げる次第でございます。 

      このたびの支給ミスは、３月末に既に口座振込をしておりました国の第３次配分、及

び町の第２次配分の義援金の加算配分の振り込みの際に発生したものであります。今回

の義援金では、津波浸水区域にお住まいの方のうち、仮設住宅等の未利用者に対する加

算配分があり、その確認作業を行った上で５月２２日、対象者の方々の口座に国加算配
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分１０万円、町加算配分１万１，０００円、または１万５，０００円の追加振り込みを

いたしたものでございます。しかし、今回の義援金の加算対象には要件があり、平成２

３年１２月２８日以前の仮設住宅やみなし仮設住宅等の未利用者及び同期日以前に世帯

全員が死亡した世帯については支給対象外との条件がありました。その確認作業の中で、

町管理の仮設住宅入居者や県から提供されたみなし仮設住宅等利用者リストからの見落

としなど事務的なミスが原因で誤って支給したものであります。 

      誤支給の事实が判明した５月２５日以降、再度対象者の確認作業を行い、支給対象外

であった被災者の方々に電話連絡をとり、誤支給に係る事情を説明し、謝罪するととも

に、おわび並びに義援金返還依頼の通知を発送し、義援金の返還についてお願いをして

きたところであります。 

      なお、誤支給に係る義援金の回収に当たりましては、町内の方については直接訪問し、

集金する方法や、町外に居住されている方については、振込手数料がかからない郵便振

込用紙での返還をお願いしたところであります。 

      今回の誤支給の件数につきましては、仮設利用者等に係る誤支給が２４件で、２７４

万４，０００円、世帯全員死亡世帯に対する誤支給が９０件で１，０３５万円となって

おり、誤支給による１１４世帯の方々に多大なご迷惑をおかけしましたこと、重ねて心

よりおわびするとともに、今後、このようなミスが発生しないよう事務執行に努めてま

いりたいと思います。 

      次に、５点目、今後の被災者支援の充实に向けた支援対策についてですが、防災集団

移転や新市街地の早期整備による被災者の生活再建の实現までには今なお一定の期間を

要することから、仮設住宅入居者を初め被災した方々に対しまして引き続きさまざまな

支援が必要であると認識しております。 

      このため、本年４月の機構改革により、被災者に対する支援窓口の一元化を図るため

被災者支援室を設置したところであります。主な被災者支援といたしましては、町内に

居住する被災者に復興に向けた各種情報はもとより、生活情報や防災情報等を発信する

臨時災害ＦＭ放送局を運営するとともに、仮設住宅における孤独死や身体機能の低下を

防ぐため訪問事業や健康相談会、配食サービス等の提供を継続して实施しております。 

      また、今年度から新たに仮設住宅に居住する５０歳以上の方々に対する健康増進と安

否確認を目的とした機器を導入し、定期的に保健師が訪問し、支援する見守り愛ネット

事業に着手いたしたところでございます。 

      町といたしましては、今後も被災者支援の拡充に努めますとともに、山元復興忚援セ

ンターを核としてコミュニティの再構築や安全で安心して生活が送れる仮設住宅の環境

整備、さらには仮設住宅入居者以外の被災者支援にも取り組んでまいりたいと考えてお

ります。 

      次に、大綱第２、震災復興計画についての１点目、防災力向上プロジェクト９事業の

現状と進捗についてですが、初めに防潮堤復旧事業については、国土交通省と農林水産

省が事業推進に努めているところであり、６月４日現在、建設海岸では約４９パーセン

ト、農林海岸では５８．３パーセントの発注を完了しており、今後、平成２７年度の完

成を目標に事業の進捗が図られております。 

      津波多重防御機能等道路整備事業については、２線堤機能をあわせ持つ県道相馬亘理

線は、県整備の事業となりますが、先般の第２回復興交付金において調査測量費及び用
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地買収費等の配分が認められたところであります。また、３線堤機能を持つ幹線農道の

整備については、事業の優先度を考慮した上で引き続き復興交付金の要望をしていく予

定であります。 

      防災緑地整備事業については、復興交付金事業の総合マネジメント業務により現在、

基本構想を検討中であり、今後、防災集団移転促進事業の進捗や移転跡地の利活用の方

針とあわせて協議設計、实施設計を進めていく予定であります。 

      緊急避難施設整備事業については、緊急避難施設は防災緑地ゾーンの基本構想検討の

中で施設の規模及び配置について今後、検討する予定であります。 

      備蓄体制再構築事業については、現在、大規模災害時に必要とされる備蓄品を指定避

難所でもある学校教育施設等の空きスペースを活用し、補完しているところですが、東

日本大震災における指定避難所運営等の实績や今後の被害想定等を検証し、備蓄体制の

適正規模の検討を進めてまいります。 

      津波避難誘導標識整備事業については、幹線町道等の復旧工事を進めている段階であ

り、今後、町のグランドデザインや今後の避難道路等の整備計画との調整を行いながら、

より効果的な誘導標識の整備を検討してまいります。 

      情報伝達システム再構築事業については、防災行政無線屋外子局の一部を仮復旧して

いる状況ですが、モーターサイレン、子局整備等を含む防災無線の本復旧については、

本年１２月完成を目指し事務を進めております。あわせて多様な情報伝達手段の確保に

向け検討してまいります。 

      ハザードマップ作成事業については、宮城県が地形データ作成のための基礎調査を行

い、今年度に津波浸水予測図や避難想定の作成を行うこととしていることから、今後、

宮城県と関係機関との連携を図りながら作成に取り組んでまいります。 

      最後に、放射能対策事業については、平成２４年度から２８年度までを計画期間とす

る山元町除染实施計画を対象の軸に据えるとともに、放射線量測定器の貸し出しや、食

品等放射能測定器による検査、正しい知識の普及啓発などきめ細かな対忚ができるよう

組織的な取り組みに努めていくところであります。 

      次に、２点目、防災訓練の实施と防災教育と防災意識向上に向けた取り組みについて

ですが、防災訓練は宮城県宮城県民防災の日である６月１２日に、役場来庁者等の安全

確保を図ることを目的とした危険回避行動訓練に加え、東日本大震災直後、通信手段の

かなめであった電話回線がつながりにくい状況が続いたことなどを踏まえ、災害対策本

部と消防団や各小中学校と連携し、トランシーバーを活用した通信情報訓練を实施した

ところであります。今回の訓練は国の中央防災会議で示された地震災害等対忚訓練の实

施事項例８項目のうち、初動体制等危機管理体制の検証、情報収集、伝達等の訓練を取

り入れて实施したところですが、今後は多様な防災訓練を計画的かつ体系的に实施する

など組織的な災害対忚能力の向上が図られるよう取り組んでまいります。 

      また、防災教育と防災意識向上に向けた取り組みについては、東日本大震災を教訓と

し、教育委員会と連携を図りながら、子供たちがみずからの危険を予測し、危険を回避

する能力等を高める防災教育に力を入れるとともに、災害時における行動を再確認する

ための啓発チラシの配布や年度を通じた計画的な防災訓練を推進していくことにより、

町民一人一人が防災に対する正しい知識を身につけ、みずから日常においていかに備え

災害時に何をするべきかについて考える機会となるよう、さまざまな機会を通じ啓発し
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てまいります。 

      次に、３点目、消防防災機能の充实と防災体制の整備についてですが、町民の生命、

身体及び財産を地震等の災害から守り、安全・安心に暮らせるまちづくりを推進するた

めには、これまで实施してきた防災対策の一層の強化を図るとともに、東日本大震災の

検証結果等を踏まえた山元町地域防災計画の見直しを軸に消防防災機能のさらなる充实

と防災体制の強化を進めていく必要があると考えております。 

      なお、計画の見直しに当たっては、国の防災基本計画の改定や平成２４年度中に改定

が予定されている宮城県地域防災計画の策定内容等を勘案し、甚大な被害をもたらした

東日本大震災に対する本町の経験や対忚等の検証を行いながら、より効果的な消防防災

機能の充实と防災体制の整備に努めてまいりたいと考えております。 

      以上でございます。 

１０番（岩佐 隆君）はい、議長。今回被災者の支援対策のうち、⑴の部分で、先ほど答弁いただ

いた基礎支援金の対象者２，９９１人に対して２，６１６件なんですけれども、これに

ついてどういう内容なのか、多分被災者の人たちはお金が幾らでもほしいという部分が

あって、申請の段階でのことなのか、その辺について中身を教えていただければなと思

います。 

被災者支援室長（佐藤兵吉君）はい、議長。ただいまの基礎支援金の２，９９１名と支給件数の２，

６１６名の差でございますが、世帯全員が死亡している世帯が約１３５世帯ほどござい

ます。それから、家屋の半壊で解体された方、本来は基礎資金の対象になるわけなんで

すが、その方がまだ６６軒ほど申請していない状況にございます。そのほか、個々の事

情等により申請していないということでのこの差となっております。 

１０番（岩佐 隆君）はい、議長。それでは、制度内容をわかっていて申請しないということで理

解していいのかどうか。今お話を聞くと、１３５件については亡くなっているというこ

とで申請できない。あと６６件については家屋の部分で半壊ということで申請していな

いということ、これは申請するような形で考えている人たちなのか。あと全体で３７５

件なんですよね。この人たちは制度を理解しながらも申請しない、あるいはできないと

いうことなのか、その辺についてちょっと確認をしたいと思います。 

被災者支援室長（佐藤兵吉君）はい、議長。そうですね、一忚長期入院している世帯とか、あと介

護施設とかに入っている方、そしてまた、住民票が本町にはございますけれども他県へ

移住している方なんかもいるかと思います。そのようなことで、この支援金の申請につ

きましては平成２５年の４月１０日まで受付が延長されておりますので、その中で今後、

申請の方、対忚していきたいと考えております。 

１０番（岩佐 隆君）はい。制度を理解していて申請をしていないと、時期を見て申請するんだと

いうことであればいいんですけれども、制度がわからない、なかなか申請できないとい

う人たちには、やはり制度を履行してもらいながらきちんと支援できるような、そうい

った形を震災復興室の方で対忚していくべきだと思いますので、その辺一つ、今お話を

しておきたいと思います。 

      あと、加算支援金の関係で８６１件、これについてはまだまだ今からの住宅の建設を

していったり、あるいは処理をしていくという中で多分件数がふえていくと思うんです

けれども、その辺の状況についてお伺いします。 

被災者支援室長（佐藤兵吉君）はい。この加算金の申請状況なんですけれども、平成２３年度が７
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２８件、２４年度になってから６月上旪の締めで５７件というふうなことで、今後、住

宅の再建等、そういうふうなことが進むにつれてこの利用についてはふえていくという

ふうに考えておりますので、その辺のＰＲも今後兼ねながら進めていきたいと考えてお

ります。以上でございます。 

１０番（岩佐 隆君）はい。町長に、第１点目で今回支援金のいろんな制度、あるいは貸付金、あ

るいは各種被災者が受ける制度、それについてはせっかくの支援者支援制度であります

ので、今も担当の室長にお話ししたように、やはり対象者に有効に制度を利用してもら

うような形で、町としての今まで以上の情報発信や制度の理解を考えて進めていただく

ように町長の方からもぜひ指示をお願いしたり、情報の発信をするような形をとってほ

しいと。その部分について答弁をいただきたいと思います。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。被災直後から被災者の方に尐しでも早く、スムーズな形で必要な支援

をしたいというふうなことで町のＯＢの支援、あるいは県内の自治体なり県の皆様のご

支援をちょうだいして、なおかつ阪神淡路大震災のときに西宮市が開発した被災者支援

システム、これをいち早く導入いたしまして、結果としては岩沼市に次いで支給事務が

円滑に進んだような状況が確認できているわけでございますが、いずれ今ご指摘のあっ

た関係につきましては、まだこれからの部分、ございますので、引き続きＰＲに努め、

スムーズな支給の事務処理に努力していきたいというふうに考えております。 

１０番（岩佐 隆君）はい。次に、⑵の仮設住宅の関係の修理状況と対忚についてと、これに移り

たいと思います。これについては、４月から６月、これは２か月とちょっとなんですけ

れどもこれで７５件、多いか尐ないか、その辺は室長にちょっとお伺いします。 

被災者支援室長（佐藤兵吉君）はい。４月から被災者支援室の方で一括して修理等の問い合わせも

受け付けて行っておりますけれども、多いかどうかということで質問なんですけれども、

結構毎日２、３件の問い合わせとかありますので、その住宅に対するいろんな問い合わ

せは大変多いなというふうなことで感じております。 

１０番（岩佐 隆君）はい。通常の住宅だと、そんな修理は間違いなくないと思うんですよね。そ

れで、２か月半の間に、多分その前もあったと思うんですよね。対策室の前も多分修理

なんかもあったと思います。それで、結構私、多い数だなと思って今見て、それから今

室長から聞いても多いという形なんですけれども、やはり仮設住宅そのものが仮設とい

うことなんでこんなにきちっとした形でつくられていないという部分もあるのかなと思

うんですけれども、ただそうであれば、今度、一忚２年３か月という形から１年１年の

延長を認めると。そういう部分で考えると、やはりもっと修理の中できちっとした対忚

を考えていくべきではないかと思うんですけれども、その辺について後で町長から答弁

いただくとして、前段で修理内容の部分で多い修理が一忚アコーディオンカーテンと雤

漏りという形で書いてあったんですけれども、このほかにどういうことが大きなもので

あるのかお伺いします。 

被災者支援室長（佐藤兵吉君）はい、議長。先ほどお話ししました風除室の雤漏りとかアコーディ

オンカーテンのほかに、多いものですと、トイレ関係で水漏れとか換気扇のふぐあい、

あとサッシからの雤漏りとか、それからちょっと室内での湿気等による問い合わせとか、

そういうのが大変多い状況にございます。 

１０番（岩佐 隆君）はい。結構今のお話を聞くと、アコーディオンカーテンだけでなく多岐にわ

たって仮設住宅の修理を被災者の皆さんがされているという現状にあると、そういうふ
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うに理解しましたけれども、それについて本来だと県の施設、町の施設、そういう形で

ありますから、やはりきちっと対忚してやるべきだと思うんですけれども、ここに県か

ら内示された統一基準という形でそれで個別に対忚すると、そういう形ですけれども、

この県から示された統一基準という部分、それについては各細かく要項等で示されてい

るのかどうかわからないですけれども、大まかにはどういう形なのか説明をお願いした

いと思います。 

被災者支援室長（佐藤兵吉君）はい、議長。これは県のプレハブ協会の方が県と協議をしまして示

された内容でございますけれども、ふぐあいの申し出を受けてプレハブメーカーの方に

対忚をお願いしているわけなんですが、施工上の瑕疵がなければ修理代等は有償となり

ます。そういうふうなことで、無償、有償の区分についてはその状況に忚じて現場を確

認しながらメーカーの方で判断をした形で対忚するというふうな流れになっております。

以上でございます。 

１０番（岩佐 隆君）はい。施工上の瑕疵というと、どの辺を指しているのかわからないんですけ

れども、多分根本的なものだと思うんですよね。ただ、余りにも件数も多いし、多岐に

わたるという形で、特にメーカーで、山元町の場合、町長の考え方でできるだけ早く仮

設住宅を被災者に支援したいという部分があっていろいろなメーカーが入ったりしてい

るんですよね。その部分で多分メーカー的に全部同じような形で同じような部分が故障

しているということではないと思うんですよね。その辺がどうなのか、具体的に例えば

メーカーでここの部分については結構多い修理があるんだよと、そういう形で各仮設住

宅の中で多い住宅というか、件数にもよると思うんですけれども、そういう部分がきち

っとあるのかどうか、お伺いできればなと思います。 

被災者支援室長（佐藤兵吉君）はい。一つ例にしますと、アコーディオンカーテンにつきましては

ほかの仮設からもあるわけなんですけれども、特に多いのが町民グラウンドとか、この

辺がアコーディオンカーテンについては問い合わせが多いという現状でございます。 

１０番（岩佐 隆君）はい。使い方の面も多尐あると思うんですけれども、ただ、やはりその仮設

住宅の地域によって、あるいはメーカーによってそういうふぐあいが多いということで

あれば、私は瑕疵の問題でないと。きちっとそのメーカーに保証させていくべきだと。

お話を聞くと、個人負担だという話が例えばあるんですよね。そういう部分はきちっと

メーカーに言ったり、あるいは県のプレハブ協会と話ししたり、町として本来前段の答

弁の中で、やはり同じような形でできなかったという部分については、被災者がそうい

う形でやったわけでも何でもなく、町でできるだけ早く仮設住宅を対忚したいという思

いで、一忚行政の一つの進め方の中でやったと思うんですよ。その部分を考えると、被

災者には何の落ち度もないと。同じような仮設住宅で同じようなプレハブで、そういっ

た形でずっと生活している中で、やはり修理が生じるというのはきちっと対忚してもら

える部分だと思うんですけれども、その辺で町長にお尋ねします。 

      今お話ししたように、实際に修理が出てきていると。その出てきている現状を考えて、

あるいはある地域で出てきていると。それを瑕疵、県とプレハブ協会が示している統一

基準に基づいての整備上の瑕疵という形の考え方でなくても私は対忚していくべきでは

ないかと思うんですけれども、その辺は町独自の支援、あるいはプレハブ協会で支援す

る、あるいはそのメーカーが支援する。その部分は別にしてもきちっとやはりこれから

そういう現状を踏まえて対忚を考えていくべきだと思うんですけれども、何でかという
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と、先ほど言ったように、２年半からこれから１年、１年と延びると。そういう現状を

きちっと考えながら被災者支援の部分で私は対忚すべきだと思うんですけれども、その

辺についてご答弁いただきたいと思います。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。もともとプレハブでの生活期間、災害救助法の絡みでいくと、２年程

度というふうなものがベースになっている仮設住宅のグレードといいますか、施工の内

容ということだろうと思いますが、お使いいただいている中でいろんなふぐあいが出て

きているということでございますので、ご指摘のように、尐し傾向と対策を分析をする

中で、利用者の方の都合でふぐあいが出てきたのか、あるいは短期間で施工を余儀なく

された部分とか、先ほど言った基本的なグレードの問題ですね。いずれ施工上の瑕疵、

これの関係がどういうふうな関係になっているのか、尐し精査をする中で必要な対忚を

検討をしていきたいと。あるいはまた、県の方ともその辺、相談しながら入居者の方々

の不利にならないような形での対忚ですね、どこまでできるのか、ちょっと検討させて

いただきたいと思います。 

１０番（岩佐 隆君）はい。検討するということでありますので検討していただけるとは思うんで

すけれども、ただ何回もお話しするように、やっぱり１年１年、被災者の人がこの仮設

住宅をなかなか出られない状況にあるというのが一つと、あとそれに伴って、やっぱり

あくまでも仮設なんで修理が発生してくると。そういう部分をきちっと考えていただき

ながら対忚すべきだと思いますので、十分その辺も検討に入れて対忚をするようにお願

いしたいと思います。 

      それで、次に移ります。⑶の下水道の関係と合併浄化槽の取り扱いについて、これに

ついて例えばこの３８７世帯、１世帯当たりの平均で年間でどのくらいかかるのか、下

水道世帯、それをお伺いします。 

被災者支援室長（佐藤兵吉君）はい、議長。現在、公共下水道を引いている坂元中学校跡、町民グ

ラウンド等で約２か月で平均でおおむね５，０００円程度ということで確認しておりま

す。 

１０番（岩佐 隆君）はい。５，０００円で３８７掛けると金額出てくると思うんですけれども、

そのくらいが全体の下水道に入ってこられたと思うんですけれども、实際に他自治体も

参考にして検討していきたいという答弁ございましたけれども、他自治体、ただ亘理な

んかは全部公共下水道のエリアなんですね、岩沼なんかも。ほかの自治体でやはり公共

下水道と下水道を併用して仮設住宅で使っている自治体、これについてはこの答弁から

見るとあると思うんですけれども、どのくらいあるのかその辺、確認したいと思います。 

被災者支援室長（佐藤兵吉君）はい、議長。一忚県内の状況なんですけれども、今お話ししました

亘理町さんにつきましては下水道のみというふうなことでございます。山元町と同様に

併用で使っている自治体が石巻、塩竈、東松島、七ケ浜、あと女川というふうなことで

５市町ございます。その中で通常の下水道につきましては全市町村個人負担という現状

になっております。以上でございます。 

１０番（岩佐 隆君）はい。今、お話を聞いた中で５市町、あと利便性のいい、そういった地域を

仮設住宅の用地として選んで、それで多分環境的にもきちっと整備されるような形にな

っているものと思うんですけれども、ただ、今回私が質問として出した中では、やはり

２か月で５，０００円ということであっても、最初仮設住宅を急ぐ中できちっと説明会

の中で合併浄化槽の関係と下水道の関係を説明して、ちょっと私は記憶はないんですけ
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れども説明した中でどうなのか。そして、具体的にこれから同一規格、同一条件ででき

なかったというのは、町として今までの答弁の中でありますので、そして仮設住宅を結

局我々がなかなか選べない状況もあったんでその辺をきちっと考えていただきながら、

ぜひこれから前向きな検討をしていくと、そういうことでぜひ知恵を絞っていただいて

制度、あるいはいろいろな支援の中で対忚策を考えて同じような形で被災者が、あるい

は被災者支援できるような、そういった方向で考えていくと。そういうことを検討して

いただくように町長にまずお聞きしたいと思います。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。基本的にはバランスといいますか、不公平感をどういうふうに見るの

かということだと思いますので、まず先ほどもお答えしましたけれども、他の市町村の

対忚なども参考にしながら、尐しでも不公平感のないような形でどこまで検討できるか、

ちょっと検討させていただきたいというふうに思います。 

１０番（岩佐 隆君）はい。それでは、⑷点目の義援金の誤支給の対忚、これに移りたいと思いま

す。これについては先ほど答弁の中でもございましたように、６月７日に新聞に出てお

りました。亘理町もその何日か前に誤支給の関係出て、先ほど詳しく町長の答弁でいた

だいた部分がありました。ただ、今回見ますと、大分金額が精査してみると多いと。そ

ういうことでございますけれども、やはり本来であると、きちっと事務的なミスなりど

ういう形であっても被災者の皆さんに１回お支払いをした部分、それを返してもらうと

いうことですから、やはり議会にもきちっとした報告がなされるべきだと。それが新聞

報道でいち早く報道されるという形の経緯、これについては今まで執行部と議会の関係

できちっと議会に対しても説明をしていただくと、そういうことをお話を申し上げたこ

ともあったんですけれども、それについてどういう形で発見されて、そして、やっぱり

発表の段階できちっと議会にもお話しすべきと思うんですけれども、その辺について町

長から答弁いただきたいと思います。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。この経緯につきましては、今、岩佐議員も触れられましたように、残

念な支給ミスが他の自治体でもあったということが取り上げられた中で、おたくの方も

どうなんでしょうかというふうな照会が担当課の方にあったと、そういう流れの中で山

元町の分についてもマスコミの方に取り上げられる状況になったと、そういう経緯がご

ざいましたので、ご指摘のありました議会へのご説明というふうなタイミングをある意

味、失してしまったのかなというふうなことでございますので、その辺の前後関係、ご

理解賜ればというふうに思います。 

１０番（岩佐 隆君）はい。それで、なかなか時間がなくて説明できなかったと。ただ、本来、７

日に新聞報道になってきょう、私の一般質問で後の部分について１週間たっているんで

すけれども、仮設の利用の件数で先ほど答弁いただいたので２４件、世帯全員の死亡に

対するもので９０件、１１４件で全体で額で合わせると１，３０９万４，０００円かな、

この額、間違いないかどうか、そのくらいの額が出てきているんですけれども、これに

ついて、例えば事務的なミスの重大性、あるいは被災者に対するそういった部分、あと

支援を善意でいただいた人たちのことを考えたら、できるだけ早く精査をして、全体で

１１４件、早く出して早く間違いに気づいていくべきだと思ったんですよね、ミスを見

つけて。その辺はこの１週間の中でどういう形だったのか。具体的に新聞には別な部分、

死亡者の部分もありますよと書いてあったので、探すというよりもその部分だけ拾って

ある程度、精査していけば件数も金額も２、３日で出せたと思うんですよね。その辺の



- 59 - 

事務的な部分でどうだったのか、前段でお聞きできればと思います。 

被災者支援室長（佐藤兵吉君）はい、議長。この誤支給が判明したのは５月の２５日に判明したと

ころでございます。そこからうちの方の支給した方々のデータと死亡の確認というふう

なことをしまして、新聞報道では６月７日に２８件というふうなことでございましたが、

そのほか、支給内容等を確認しましたところ、死亡した世帯には支給しないというふう

なことも判明してその精査していた途中での新聞発表というふうな形になってしまいま

したので、ちょっとその辺での数の差というふうなものが出たものでございます。以上

でございます。 

１０番（岩佐 隆君）はい。５月２５日に判明して大分時間かかったと思うんですけれども、その

くらい、今、パソコンの時代なので照合するのに時間かかるものかどうかあれなんです

けれども、やはりそういったことを考えると、できるだけ早くそういったミスを、ミス

は多分行政する中では幾つかは出てくると思うんですよ。それをいち早く解決できるよ

うに対忚していくと、それがやはり事務的な部分での務めであると思いますので、これ

からはミスが発生しないようにしていくというのが一つですし、あと町長答弁にもあっ

たように、義援金の被災者への支給に対するチェック、こういう部分についてもこれか

らやはり考えていくべきかなと。別な新聞報道の中で、あれは詐欺ではあったんですけ

れども、偽って義援金を支給する、そういう形で考えると、やはり支援していただいた

皆様に非常に申しわけないので、事務屋あるいは行政とすればチェック体制をきちっと

しながら対忚をしていくと。それを心がけていかないとだめだと思うんですよね。 

      ただ、対象者にはきちっとお出しすると。ただ対象でない皆さんには、それは対象外

ですよときちっと言えるような形での制度の運用、これを心がけていくべきだと思うん

で、その辺について町長からご答弁いただきたいと思います。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。ご指摘のとおりでございます。 

１０番（岩佐 隆君）はい。次に、仮設住宅、被災者支援の関係で最後ですけれども、町長答弁に

あった部分からちょっとお話しさせてもらいますと、やはり被災者支援という形で考え

ると、ハードとソフト、あるいは多岐にわたると。前段の私の今回の一般質問でお話し

させてもらったんですけれども、今回については一忚対策室中心という形ではあります

けれども、全体の被災者支援、これが必要になってくると思うんですよ。それで、今回

答弁の中であったことしから始まったアイネット、この事業でどのくらい対象者がいて、

实際に見終わってどうなのか、その辺についてまず最初にご答弁いただきたいと思いま

す。 

被災者支援室長（佐藤兵吉君）はい、議長。見守りアイネットの利用者ですけれども、全体の仮設

でひとり暮らしの５０歳以上というふうなことで対象が１６７名ございます。現在の利

用が３２名、それから仮設以外の方というふうなことで６名の方が利用しておりまして、

現在、合計３８名の方が延べ利用されているというふうな現状でございます。 

１０番（岩佐 隆君）はい。３８名が利用して、見守りですから具体的に回って歩いて健康状態な

り、この３８名については自分の申し出でやるのか、あるいは５０歳以上というある程

度の枠の中での対象ということなのか、その辺がちょっとわからないのでまずお伺いし

ます。 

地域包括支援センター所長（渋谷美智子君）はい。お答えします。対象者については、全員戸別訪

問をしまして対象者の方々に利用も確認させていただいているところです。 
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      それから、内容につきましては、見守りアイネットについては血圧計、それから体重

計、歩数計の３点セットで利用者の方に使っていただいて、そのデータを送る装置があ

りますのでそのデータに基づいて保健師の方が毎日チェックをして、なお必要な方には

訪問指導させていただいているというふうな状況です。以上です。 

１０番（岩佐 隆君）はい。全体的に仮設住宅に入っている人たちの中で孤独死とか、あるいは引

きこもりとか、被災当時よりは全体的に多くなっているのか、数字はどうなのか、ある

いは保健婦が日常の仮設住宅を回ったり、あるいは地域の情報を聞いた中でどうなのか、

その辺をちょっと伺いたいと思います。 

地域包括支援センター所長（渋谷美智子君）はい、議長。回っている中では特段ふえているという

ふうな状況ではないんですけれども、ただ、１年過ぎた中で心のケアの必要な方々、あ

るいはまた閉じこもりの方等、いらっしゃるということで、外出していただくような手

だてであったりとか、声がけ、サポートセンターの訪問、あるいは健康相談部門で複合

的に対忚させていただいております。以上です。 

１０番（岩佐 隆君）はい。大分私が聞いた限りでは、従来被災して仮設住宅なり、あるいは被災

した人たち、また被災しないで普通に山元町に住んでいる人たちの死亡の比率を見ると、

若干仮設住宅なり、あるいは被災した皆さんが亡くなっている数が尐し多いという話も

聞いているので、ぜひ見回りの活動なり、あるいは保健婦の活動、充实させながら被災

者支援、これに結びつけていただきたいなと、そういうことをお願いをしておきます。 

      そして、先ほどお話ししたように、どうしても被災者支援の充实に向けた施策の中で、

やっぱり幅広い部分の施策があると思うんですよ。この前の５月２２日の震災課からの

特別委員会でのお話の中でも、被災者支援策の一つとしていろいろな支援策があると。

特に町独自の支援策、これについてはこの前、孤立の住宅の支援の関係、あるいは被災

した住宅の支援の関係、あるいは住宅防災の対策工事の支援の関係、あると思うんです

けれども、この一つ一つの施策について申し上げませんけれども、实際には被災者支援、

これから幅の広い支援を考えたときに、やはり町独自の別な部分で、ここは促進事業で

得られない部分でもどうにか知恵を絞りながら対忚していくと。この前のいろいろな議

論の中でもあったように、被災者は全部同じだという感覚の中で町の施策と被災者の皆

さんの全体の思いと、やはり共有するような形で考えた中での町独自の被災者支援の対

策、これをきちっともう尐し原点に返って構築をしていくと、それが私は必要だと思う

んですよ。そういうことがあれば、被災者から理解が得られるような形、そして町民全

体から理解が得られるような町独自の被災者支援策につながっていくと思うので、ぜひ

補助も含めた被災者支援対策、せっかく孤立住宅の移転の支援策とか、そういう形で町

独自の形でやっていただいているということもあると思うんですね。ですから、ぜひそ

の辺、被災者住宅支援制度を町独自でやったりしているので、具体的にそういったこと

も含めて考えていただければなと思うんですけれども、その辺、被災者支援対策の大き

なくくりの中で町長からお伺いできればなと思います。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。被災者支援対策のさらなる充实ということでございますが、私どもと

しても、できるだけきのう来からのいろんな議論の中でもご提案、ご指摘いただいてい

るような形でよりよい形の支援策の充实強化に努めていきたいとは思っているところで

ございます。いかんせん、きのう、きょうの議論のとおり、さまざまな面でのご心配、

ご提案なりいただくわけでございますが、限られた時間で限られた体制の中でなかなか
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要望におこたえできる限度がございますので、そこは我々としてもしっかりと優先順位

をつけながら、そしてまたさらなるマンパワーの確保に努力しながら、尐しでも町民の

皆様の意向、議会の皆様の意向に沿った対忚ができるように引き続きの努力をしてまい

りたいというふうに考えております。 

１０番（岩佐 隆君）はい。具体的には町長は、今回の議論の中で随分財政的な部分とマンパワー

の部分、お話を出しておられましたけれども、ぜひこの被災者支援策、これについては

国と県の支援金、８億円の中で具体的に集団移転の関係で人数が尐なくなった部分、そ

の辺は金額的に浮いてくると思うんで、ぜひ町長の考え方の中で有効にそういった部分

を使えるように対忚していただきたいなと思うんですけれども、その辺についてご理解

をしていただければと思うんですけれども。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。県の方を通じてちょうだいしている８億円余の復興基金、これは大変

使い勝手のいい部分でもございますので、これを中心にして施策の充实というふうなこ

とに引き続き意を用いてまいりたいと思いますし、そのほかにも寄附金等の活用なども

あろうかと思いますので、いずれ内外からの温かいご支援、これを無駄にしないような

形で町内の被災者支援に当たってまいりたいなというふうに思います。 

１０番（岩佐 隆君）はい。それでは、２項目の震災復興計画、これに移りたいと思います。２項

目の１の防潮堤の普及事業、これについて２７年度を目標にして進捗しているというこ

とですけれども、ことしの４９パーセント、５８．３パーセントから見ると、４年後の

改正というのではちょっと遅いような気もするんですが、その辺の進捗についてどうな

のかお伺いします。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。これは先ほどご紹介しましたように、国の直轄事業という形でお進め

をいただいているところでございますが、それぞれの機関で目標年次を設定してそれに

向けて対忚していただいておるわけでございますが、私どもとしては、とにかく資材な

り、個人対忚できるマンパワーなり、いろんな不都合がそれぞれの機関、お持ちでござ

いますけれども、とにかく我が町のいち早い復旧・復興に向けてぜひ目標年次を達成し

ていただけるようにいろいろな機会を通じて確認なり、要請をしてまいりたいというふ

うに思います。 

      もう尐し具体の面につきましては担当課のまちづくり整備課長の方から補足をさせて

いただければというふうに思います。 

まちづくり整備課長（森 政信君）はい、議長。ただいまの堤防工事に関係します説明でございま

すが、海岸事業といたしまして、直轄でただいまご説明ありました国土交通省、農林水

産省、それぞれ発注いたしており、現在、全体の施工延長に対します発注延長で進捗率

をご報告させていただいております。 

      なお、津波によりまして背後の堤防等が崩壊し、背後の土地が大きくえぐられている

ような地形等もございますので、そういった部分に対します施工がさらに加わっていき

ます。国の方からは２７年度をおおむね目標としておりますが、それをさらに前倒しし

ていただけるよう今後とも連携をとりまして進めていきたいと思います。 

１０番（岩佐 隆君）はい。ぜひ町長には国の方に前倒しをしていただくように常に要請をしてい

ただくと、そういうことをお願いをしておきます。 

      ２番目の津波の多重防除機能の関係ですけれども、これについて県道の相馬亘理線、

これが２回の交付金において対象になったということですけれども、これについて買収
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の幅とか、そういった部分でどうなのか、具体的にお伺いします。 

震災復興企画課長（鈴木光晴君）はい。県道相馬亘理線につきましては、２線堤の機能をあわせ持

つということで県の方で復興交付金の方に計上したところでございます。まだ、現在の

ところ、県の方でも現地の方に立ち入り測量というのが入ってございません。ＪＲの方

と同じようにまずもって現地の方に測量なりの説明会をさせていただいた上で現地の方

に入ってセンター測量をした上で、構造等も含めまして検討した上で用地の幅くい等を

現地の方に落すというような作業工程になっていくというふうに思われます。早ければ

年内、遅くならないうちに説明会の方も開催するというお話も伺っておりますので、そ

の辺、県の方とも再度調整させていただきながら現地の方に入るような段取りで進めて

いきたいというふうに思っております。 

１０番（岩佐 隆君）はい。多分今までの計画高だと、大分高くなるということは幅も広くなると

いうことで、そういうことで、今課長おっしゃったように、早目に地権者の皆さんにあ

る程度、測量の立ち入りを含めたこれから住民の皆さんの理解を得るための努力、それ

をしていくと。それが２線堤の機能につながるような県道の高さになると思うんで、十

分その辺配慮して、あとほかに３線堤の部分で、また議会ではぜひ３線堤の機能を持つ

ような形で優先に事業として考えてくれという話もした中で特別委員会での議論になっ

ているんですけれども、ただ、まだきょうの答弁を見ると、なかなか復興交付金の要望

をしていく予定ですからまだまだほど遠いかなと。实際にこれから東西線の関係とか考

えると、まだまだほど遠いと。８年間でできるのということでちょっと今、答弁書を見

て思ったんですけれども、その辺についてはどうなのか。具体に８年間の中で対忚でき

るような体制を組めるのかどうか、お伺いしたいと思います。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。多重防御の整備につきましては、理想は同時並行的にというのが理想

的でございますけれども、いろいろ復興庁との兼ね合いもございまして、我々としても

できるだけスムーズな形でこの事業をお認めいただけるような、いろいろ工夫をしなが

らやっているところでございますので、この辺はこれからの３回目、４回目、いろいろ

交付金の申請を重ねる中で順次対忚して効果的な形で採択していただけるように取り組

んでまいりたいと考えておりますので、必ずしもすべての事業が同時並行的に推進でき

るわけでもございませんので、その辺の前後関係をいろいろ勘案しながら作戦を立てな

がらいろいろやりとりもしなくちゃない部分ございますので、その辺、ご理解いただき

ながらこの事業推進にまたいろいろと力をかしていただければありがたいなというふう

に思います。 

１０番（岩佐 隆君）はい。私も一回に全部やれと、そんなことは申し上げるつもりもないんで、

ただこの部分については、本当に安全・安心のまちづくりの中で多重防除というのは一

番大事な部分だと思うんですよね。そういうことでお話ししているんで、段階的にやる

必要性もあると思うんですけれども、きちんと交付金の要望をしていく予定でなく、形

にして要望するという形と、あと東西線のやつ、セットで要望の中に入れ込む。そして、

早く交付金をいただくような形で考えていくと。それでないと、今まで町長答弁の中で、

交付金そのものがだんだん復興庁の関係で財政的に逼迫してきて、本当に全体の事業が

財政的にいただけるのかどうか、やはり年度を追えば追うほど厳しくなってくると思う

んですよ。その辺も考えながら、やはり重要な部分の多重防御の関係の事業を前倒しで

やるということで考えていただきながら進めていってほしいと、そういう思いをするわ
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けです。ぜひその辺については早い対忚をお願いします。 

      それと、ちょっと時間ないので飛ばします。７番目の情報伝達システムの再構築、こ

れについては、实際にこの前の特別委員会で出していただいたので、災害に強く安全・

安心なまちづくり、これの中で具体に情報伝達システムの再構築ということで事業をす

ると、そういう形であります。そうしますと、大分情報伝達、３月１１日のときに大分

苦心した、苦悩した、あるいは町民に情報が伝わらなかったと。そういう部分での対忚

の遅れも目立ったということでもありますので、大分言われたと思うんですけれども、

その中でりんごラジオの関係で、住民への多彩な情報伝達とか、あるいは職員、消防団

の情報の発信の中でりんごラジオの情報発信というのがあるんですけれども、これは私

も具体に確認したわけでないんですけれども、非常に３分の１のエリアが山元町、りん

ごラジオも聞こえないエリアがあると。それに対する対忚、これからどういうふうに考

えていくのか。 

総務課長（島田忠哉君）はい。りんごラジオの難聴対策の関係につきましては、状況を調査しなが

ら対忚させていただきたいと考える次第でございます。 

１０番（岩佐 隆君）はい。ぜひせっかくの情報伝達システム、これを構築した中で使い方という

のもありますし、やはり機能を十分に把握しながら対忚していくと。それが大事だと思

うんですよね。機械だけそろえても使い方がわからない、あるいは使うべき部分がどう

いうところなのか、あるいは使っても聞こえないと、そういうことではお金かけてやっ

た意味が薄くなると、そういうことでございますので、ぜひシステムを構築したらその

实際に効果なり实証、これを十分に考えながら構築して後の運用についてぜひ対忚する

ようにお願いをしたいと、そういうことでございます。 

      それで、あと復興計画の２点目の防災訓練の实施等、防災教育と防災意識向上に向け

た取り組み、これに移りたいと思います。３月１１日の震災のときに非常に対忚が早か

ったと。それで、これは山元町の総務課で出しているのを見ると、１４時４６分地震発

生、１４時４７分に災害本部を設置して２号配備と、これで間違いないのかどうか。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。この町の方でまとめております被害状況の資料、広報どおり、ご指摘、

確認というふうに思いますけれども、対忚として地震発生後、この部分については一定

の地震なりについては自動配備という部分がございますので、――に立ち上げましょう

ということでの動きでございました。 

１０番（岩佐 隆君）はい。自動配備で設置をしたということなんですかね。２号配備だと町長が

本部長で町長が指示して体制をつくると、そういうことが防災計画の中にきちっとうた

ってあるんですよね。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。ちょっと説明不足でございました。私と総務課長なりの間での確認を

しながら本部の設置というふうな形で確認をしながら当時対忚してきた経緯があります。 

１０番（岩佐 隆君）はい。非常に早かったと。１分、１４時４６分に地震発生して１４時４７分、

１分後には町長と総務課長が連絡を取り合って２号配備にしたと。２号配備というと、

全体、私が言うまでもなく全職員が対忚するような配備体制なので、そこまで、多分そ

の間、いろいろな形で動いていたんで職員もなかなかそういう形の対忚、でき切れなか

ったと思うんですけれども、その辺についてはどうなのか。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。当時を振り返ってみますと、かなり大きな揺れがあったわけでござい

ますけれども、私は執務室にいて総務課長も執務室におってというふうなことで、お互
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いにこの状況を共通認識する中で本部の設置、あるいは職員の身の回りの安全確保とい

うふうなことで直ちに屋外に避難というふうな中で、屋外に本部を設置をして具体の行

動に移っていったという経過でございます。 

１０番（岩佐 隆君）はい、議長。時間がないので済みません、焦りました。何でそういうお話を

するかというと。やはり大きな災害のときは初期の対忚が一番大事であって、それでき

ちっとした組織の体制ができていないと、なかなかその後からの住民全体を巻き込んだ、

そういった避難体制なり、誘導体制が組めないと。そういうことは私が言うまでもなく

わかっていると思うんですけれども、それで今回、いろいろな形の考え方、あると思う

んですけれども、６月１２日に、町長答弁でもありますように、一忚防災訓練をやった

ということなんですけれども、防災訓練、人数はどのくらいでどういった規模でやった

のか。 

危機管理室長（佐藤浩二君）はい。お答えいたします。今回の６．１２防災につきましては、町長

説明の方にもありましたように、初動、または情報伝達訓練というふうなことで避難訓

練の原点に顧みて取り組んだものでございます。人数的なものといたしましては、来庁

者、職員を含め１８０名、消防団員各位の連携で６０名、合わせまして約２４０名とい

うふうに把握しております。以上でございます。 

１０番（岩佐 隆君）はい。訓練のやり方、いろいろあって、その中で今回、今お話ししたような

内容で選んだということなんですけれども、やはり震災から時間がたって全体的な防災

の考え方というのも芽生えてきているし、役場でも同じですけれども、２号配備で訓練

というのは本当にやったことがあるのかどうか、私はちょっと疑問に感じるんですけれ

ども、そのくらい大きな震災に対しての備え、構えというのがないと思うんですよ。役

場もそうだし、あるいは町民も、ぜひこれから防災訓練なんかやる中で大きな津波、あ

るいは災害に関しての訓練、それを全庁挙げてやるべきだと思うんですけれども、その

辺、町長にお伺いします。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。今回の教訓を踏まえれば、本当に想定を大きく構えを大きくしてとい

うふうなふだんの備えがいかに大切なのかというふうなのを思い知らされたわけでござ

いますので、そういうふうな方向で訓練の内容の強化なり、想定をしっかりとした中で

やる必要があるというふうに思っております。 

      いずれにしましても、まさに防災訓練、防災計画の見直し、いろいろやりたい、やら

なくちゃないことがいっぱいございまして、今回も理想は、そういうことは言っている

暇はないんでございますけれども、そういうものをやらなくちゃないんですけれども、

なかなか实際大人数の職員、防災機関を動かすということになりますと、担当課を中心

にそれなりに準備、用意もしませんとなかなか訓練にならない部分もございまして、と

りあえずはまず足元の訓練なり、消防団との通信なり、学校、保育所における通信とい

うふうなことに重きを置いてやってきたと。これはさらに充实していくという方向でぜ

ひ取り組まなくちゃならないというふうに思っているところでございます。 

１０番（岩佐 隆君）はい。３番目の防災計画の関係ですけれども、これは見直しをする上でぜひ

自主防災組織なり、住民を巻き込んだ形のこれから体制を構築すると、そういうことを

考えながら全体的な防災計画なり、防災訓練、それを全庁的な形で考えていただくよう

にお願いしたい。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。防災なり危機管理につきましては、議員ご指摘のように、自助、共助、
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公助、この三つの３助の連携、機能分担によってなし得るものでございますので、ご指

摘のありましたような関係機関にも十分連携をとりながらよりよい防災計画の見直し、

あるいは体制の構築に向けまして今後、取り組んでまいりたいというふうに思います。 

議 長（阿部 均君）これで一般質問を終わります。 

                                            

議 長（阿部 均君）以上で本日の議事日程はすべて終了しました。 

      本日はこれで散会します。 

      次の会議は６月１９日午前１０時開議であります。 

                午後６時０５分 散 会 


